










(様式 電－１) 

物件名を入力して下さい。

シート上の例を参考に日付を入力すると入ります。

Ｈ２7

確　認　印

平成28年 3月

ＥＣＯ労師ビル新築工事

設　計　計　算　書

　　・ＵＳＢは計算ソフトのキー（錠）になっています。キーを差込んだ状態で作動します。

　　・ＵＳＢを常時パソコンに差込んでいると情報が混在してソフトにエラーが出る場合があります。

　　　使用する時のみとして下さい。

　　・マクロを有効にするを選択し、ガイドにそって入力して下さい。

　　　日付は全てのシートに連動します。

　　・右下のH27は建築設備設計基準平成27年度版です。

　　　（提出時に不要であれば消去して下さい。）
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照度計算照度計算照度計算照度計算    

（１）器具（又はランプ）の数は、次により算出します。                       ＬＥＤ照明器具の種類ＬＥＤ照明器具の種類ＬＥＤ照明器具の種類ＬＥＤ照明器具の種類 

Ｅ・Ａ

Ｆ・Ｕ・Ｍ

Ｎ＝

 

  ここに、Ｎ：器具（又はランプ）の数〔台〕（又は〔本〕） 

      Ｅ：設計照度〔lx〕＝自動入力しますが変更可です。 

      Ａ：被照明面積〔㎡〕＝手入力 

      Ｆ：器具（又はランプ）の光束〔lm〕＝自動入力します。 

      Ｕ：固有照明率（又は照明率）＝自動入力します。 

      Ｍ：保守率＝自動入力します。 

 

 （２）照明器具の保守率は、周囲環境と照明器具形状を考慮し、下表を参考に選定する。 

   ただし、分煙された事務室の場合、周囲環境の分類は、良いとする。 

                 照明器具の周囲環境の分類 

周囲環境 環境条件 主な室の例 

良い 

じんあいの発生が少なく常に室内の空気が清浄に保たれて

いる場所 

設計室、分煙された室 

一般に使用される施設、場所 事務室、玄関ホール、待合室 

普通 

水蒸気、じんあい、煙などがそれほど多く発生しない場所 電気室、倉庫 

悪い 水蒸気、じんあい、煙などを多量に発生する場所 厨房、屋内駐車場 

    備考備考備考備考    JIEG-001「照明設計の保守率と保守計画」より抜粋 

照明器具形式 器具の種類 

露出形 LSS1 LSS9 

LRS3 LRS4 LRS5L5 

LRS6 LSS6 LSS7 

LSR12 LSR1 LSR2 

下面開放形 

（下面粗いルーバ） 

LRS1 LRS2 

簡易密閉形 

（下面カバー付） 

LST1 LSA1 LPT1 

LBF1 LBF2RP 
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各室の照度 

 

室 名 設計照度〔lx〕 

事務室 750 

上級室 750 

設計図、製図室 750 

電子計算機室 500 

監視室、制御室 500 

厨房 500 

会議室、講堂 500 

実験実習室 500 

保健室 500 

印刷室（学校） 300 

印刷室（事務所） 500 

宿直室 300 

研究室 500 

診察室 500 

備考備考備考備考 （１）JIS Z 9110「照明基準総則」より抜粋 

   （２）設計照度は、作業面（事務室、上級室等では床上 0.8ｍ、玄関ホール、廊下等では床面）における維持照度とし、照度計算に用 

いる目安の数値とする。ただし、視覚条件が通常と異なる場合の設計照度は、JIS Z 9110「照明基準総則」4.3.3「照度段階」に 

示す照度段階で 1段階上下させてもよい。 

 

注注注注  ＊１ 盤類、機器、書架等の配置、室の用途に応じて必要な照度を確保する。 

   ＊２ 維持照度のほか、空間の明るさ感を考慮する。 

   ＊３ 玄関ホールにおいて、掲示物等の閲覧が想定される場合は、JIS Z 9110「照明基準総則」4.3.2「推奨照度」における「視覚条 

件が通常と異なる場合」とし、設計照度は 1段階上の 150〔lx〕とする。 

室 名 設計照度〔lx〕 

調理室 500 

化粧室 300 

食堂 300 

電気室、機械室

＊1

 200 

書庫

＊1

 200 

倉庫

＊1

 100 

湯沸室 200 

便所、洗面所、更衣室 200 

ＥＶホール、受付 300 

階段室 150 

玄関ホール

＊３

 100

＊３

 

廊下

＊２

 100 

車庫 75 
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(様式 電－２) 

照 度 計 算 書 ＥＣＯ労師ビル新築工事

作業面 器具の 光源の 台数

階数 室   名 間口 奥行 面積  高さ  高　さ 下　り 高　さ 天井 壁 床 周囲 N/n 照度 台数 備　考

F [lm] E [lx] X [ｍ] Y [ｍ] A [㎡] Z [ｍ] h
1
[ｍ] h

2
[ｍ] H [ｍ] [%] [%] [%] U 環境 M n [本] [台] E [lx] [台]

1階  事務室  LRS3-6300LM 6,300 750 21.4 7.7 164.8 2.7 0.8 0.0 1.9 2.98 C 70 50 10 0.87 良い 0.81 1 28 754 28

1階  事務室  LRS3-6300LM 6,300 750 14.2 7.7 109.3 2.7 0.8 0.0 1.9 2.63 D 70 50 10 0.83 良い 0.81 1 20 775 20

記号 A B C D E F J

室指数 5 4 3 2.5 2 1.5 0.6 N: 灯数[本]

　Ｘ・Ｙ 4.5 4.5未満 3.5未満 2.75未満2.25未満 1.75未満 0.7 　 Ｅ・Ａ

────── ──────

 Ｈ (Ｘ +Ｙ )

～ ～ ～ ～ ～

 Ｆ・Ｕ・Ｍ

以上 3.5以上 2.75以上2.25以上1.75以上 1.38以上 未満

Ｈ２７

1.12以上 0.9以上 0.7以上

1.38未満 1.12未満 0.9未満

～ ～ ～

Ｎ =

G H I

1.25 1 0.8

Ｈ =

建物名称 

部 屋 の 大 き さ

ﾗﾝﾌﾟ光束 照度

照明器具型式等

Ｚ -(h
1
+h

2
) 室指数=

範囲

平成28年 3月 15日

反 射 率

指数 記号

室 指 数 設 　計

照明率

1台の

灯数

保守率

　　計算式の説明計算式の説明計算式の説明計算式の説明

　　・階数は1を入れると1階、2を入れると2階と入ります。

　　・室名はリストより選択して下さい。（リストにない場合は次頁で説明します。）

　　・照明器具型式等のセルをダブルクリックするとLED、蛍光灯、HID灯が並んでいます。

　　　ここではLEDベースライト埋込を選択し、LRS3-6300LMを選んでいます。

　　・ランプ光束、照度が自動的に入ります。

　　・部屋の大きさ、天井高さは手入力です。

　　・作業面高さは机の上としますので0.8とし、器具の下りは0と入力します。

　　・保守率の周囲環境は普通が入りますが、喫煙禁止で常に空気が清浄に保たれている場所等であれば

　　　リストより良いを選択します。

　　　厨房、屋内駐車場等は悪いを選択します。

　　・右端に天井伏図より決定した28台を手入力すると754[lx]と算定されます。

　　　参考迄に24台と入力すると647[lx]になります。
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(様式 電－２) 

照 度 計 算 書 ＥＣＯ労師ビル新築工事

作業面 器具の 光源の 台数

階数 室   名 間口 奥行 面積  高さ  高　さ 下　り 高　さ 天井 壁 床 周囲 N/n 照度 台数 備　考

F [lm] E [lx] X [ｍ] Y [ｍ] A [㎡] Z [ｍ] h
1
[ｍ] h

2
[ｍ] H [ｍ] [%] [%] [%] U 環境 M n [本] [台] E [lx] [台]

1階  事務室  LRS3-6300LM 6,300 750 普通 0.77 1

 事務室(北)  LRS3-6300LM 6,300 普通 0.77 1

１階  中会議室  LRS3-6300LM 6,300 普通 0.77 1

記号 A B C D E F J

室指数 5 4 3 2.5 2 1.5 0.6 N: 灯数[本]

　Ｘ・Ｙ 4.5 4.5未満 3.5未満 2.75未満2.25未満 1.75未満 0.7 　 Ｅ・Ａ

────── ──────

 Ｈ (Ｘ +Ｙ )

～ ～ ～ ～ ～

 Ｆ・Ｕ・Ｍ

以上 3.5以上 2.75以上2.25以上1.75以上 1.38以上 未満

Ｈ２７

0.8

0.7以上

Ｎ =

～ ～ ～

0.9以上

1.12未満 0.9未満

1

Ｈ = Ｚ -(h
1
+h

2
) 室指数=

範囲

1.12以上

1.25

建物名称 

指数 記号

室 指 数 反 射 率

H I

平成28年 3月 15日

照明率

保守率
1台の

灯数

設 　計

1.38未満

G

照明器具型式等

ﾗﾝﾌﾟ光束 照度

部 屋 の 大 き さ

　　計算式の説明計算式の説明計算式の説明計算式の説明

　　・室名で事務室、会議室は用意していますが例題の事務室（北）、中会議室はありません。

　　・このような場合は室名を直接入力して器具を選択しますが、設計照度は入りません。直接入力です。

　　・　　　　　直接入力して下さい。

　　・事務室で設計照度が750[lx]と自動入力されますが、500[lx]で十分と考える場合は

　　　750を500と上書き修正して下さい。
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(様式 電－２) 

照 度 計 算 書 ＥＣＯ労師ビル新築工事

作業面 器具の 光源の 台数

階数 室   名 間口 奥行 面積  高さ  高　さ 下　り 高　さ 天井 壁 床 周囲 N/n 照度 台数 備　考

F [lm] E [lx] X [ｍ] Y [ｍ] A [㎡] Z [ｍ] h
1
[ｍ] h

2
[ｍ] H [ｍ] [%] [%] [%] U 環境 M n [本] [台] E [lx] [台]

1階  中会議室  ＳＰ－１ 6,500 500 10.0 10.0 100.0 2.7 0.0 0.0 2.7 1.85 E 70 50 10 普通

1階  中会議室  ＳＰ－１ 6,500 500 10.0 10.0 100.0 2.7 0.0 0.0 2.7 1.85 E 70 50 10 0.75 普通 0.80 1 13 585 15

記号 A B C D E F J

室指数 5 4 3 2.5 2 1.5 0.6 N: 灯数[本]

　Ｘ・Ｙ 4.5 4.5未満 3.5未満 2.75未満2.25未満 1.75未満 0.7 　 Ｅ・Ａ

────── ──────

 Ｈ (Ｘ +Ｙ )

～ ～ ～ ～ ～

 Ｆ・Ｕ・Ｍ

以上 3.5以上 2.75以上2.25以上1.75以上 1.38以上 未満

Ｈ２７

0.8

0.7以上

Ｎ =

～ ～ ～

0.9以上

1.12未満 0.9未満

1

Ｈ = Ｚ -(h
1
+h

2
) 室指数=

範囲

1.12以上

1.25

建物名称 

指数 記号

室 指 数 反 射 率

H I

平成28年 3月 15日

照明率

保守率
1台の

灯数

設 　計

1.38未満

G

照明器具型式等

ﾗﾝﾌﾟ光束 照度

部 屋 の 大 き さ

　　計算式の説明計算式の説明計算式の説明計算式の説明

　　・室名もリストに無く照明器具も公共施設品番でなくメーカーの品番を直接入力したい場合の説明です。

　　・左から室名(黄色)、型式(ピンク)、照度(緑色）の枠は直接入力して下さい。続いて部屋の大きさを

　　　入れると一行目迄となります。SP-1はスペシャルということでメーカー名を直接入力してかまいません。

　　・次に照明率、保守率はカタログ等を参考にして直接手入力し、1台当りの灯数を入れると算定されます。

カタログで直接入力です。
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縮 尺

１／１５０

図 番

ＥＣＯ労師ビル新築工事

１階 平面図

工 事 名

図 面 名 称

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

・設計条件として外光（昼光）利用制御は、次によるとなっています。

・センサは窓側２列用、及び室内側２列用とし、各々、室内側の照明器具の並びに配置。

また、各センサの制御する照明器具台数は同じとする。

・外光（昼光）利用制御センサ位置 は窓側より２，８９０と６，７４０の位置に

設定しています。

・（一社）日本照明器具工業会の技術資料もあわせて参考にするとより理解が深まります。

Ｓ

事務室（北）と事務室（南）のＬＥＤ照明を制御した場合の

消費電力削減効果について説明します。

１階 平面図

Ｙ１

Ｙ２

Ｙ３

６，２００

Ｘ１ Ｘ６

Ｙ４

６，２００６，２００

Ｘ２ Ｘ３

１
７
，
２
０
０

Ｘ４

７
，
７
０
０

１
，
８
０
０

７
，
７
０
０

２１，４００

Ｘ５

３１，０００

６，２００

５，０００４，６００

１４，２００

６，２００

５，５００ ５，１００

５
，
２
０
０

数

２０ＬＲＳ３－６３００ＬＭ

事 務 室 （南）

数

２８ＬＲＳ３－６３００ＬＭ

事 務 室 （北）

階段１
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(様式 電－２) 

照 度 計 算 書 ＥＣＯ労師ビル新築工事

作業面 器具の 光源の 台数

階数 室   名 間口 奥行 面積  高さ  高　さ 下　り 高　さ 天井 壁 床 周囲 N/n 照度 台数 備　考

F [lm] E [lx] X [ｍ] Y [ｍ] A [㎡] Z [ｍ] h
1
[ｍ] h

2
[ｍ] H [ｍ] [%] [%] [%] U 環境 M n [本] [台] E [lx] [台]

1階  事務室  LRS3-6300LM 6,300 750 21.4 7.7 164.8 2.7 0.8 0.0 1.9 2.98 C 70 50 10 0.87 良い 0.81 1 28 754 28

1階  事務室  LRS3-6300LM 6,300 750 14.2 7.7 109.3 2.7 0.8 0.0 1.9 2.63 D 70 50 10 0.83 良い 0.81 1 20 775 20

記号 A B C D E F J

室指数 5 4 3 2.5 2 1.5 0.6 N: 灯数[本]

　Ｘ・Ｙ 4.5 4.5未満 3.5未満 2.75未満2.25未満 1.75未満 0.7 　 Ｅ・Ａ

────── ──────

 Ｈ (Ｘ +Ｙ )

～ ～ ～ ～ ～

 Ｆ・Ｕ・Ｍ

以上 3.5以上 2.75以上2.25以上1.75以上 1.38以上 未満

Ｈ２７

1.38未満

G

照明器具型式等

ﾗﾝﾌﾟ光束 照度

部 屋 の 大 き さ

平成28年 3月 15日

照明率

保守率
1台の

灯数

設 　計

1.12以上

1.25

建物名称 

指数 記号

室 指 数 反 射 率

H I

Ｈ = Ｚ -(h
1
+h

2
) 室指数=

範囲

0.8

0.7以上

Ｎ =

～ ～ ～

0.9以上

1.12未満 0.9未満

1

　　・まず照度計算書を作成します。この計算書を仕上げてから次の消費電力

　　　削減効果の評価(1/4)～(4/4)に進みます。
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　　　　　 (様式 電－３－１)

照明制御装置による消費電力削減効果の評価 （１／４）

建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

事務室等の省エネルギー率の算出結果

定格消費 器具台数 年間点灯 年間の総消費 制御後の総消 省エネル

電力[VA]  時間[h] 電力量[kWh] 初期照度 外光利用 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 費電力量[kWh] ギー率[%]

(D)=(A)×(B) 補正 ﾀｲﾏ (H)=(D)×(E) (I)=((D)-H))

(A) (B) (C) ×(C)/1,000 (E) (F) (G)  ×(F)×(G)  /(D)×100

1階  事務室  LRS3-6300LM 56 28 3,000 4,704 0.838 1.000    3,942 16

1階  事務室  LRS3-6300LM 56 20 3,000 3,360 0.838 1.000    2,816 16

合　計 8,064 6,758 16

　＊・・・補正係数計算書による。

Ｈ２７

平成28年 3月 15日

制御の補正係数

＊

階数 室　名 照　明　器　具

　　計算式の説明計算式の説明計算式の説明計算式の説明

　　・室名をダブルクリックすると先に計算した照度計算書が表示されます。室名のセルをクリックして

　　　ＯＫ釦を押すと自動入力されます。手入力ではありません。

　　・プログラムタイマ制御は初期は1.0ですが(2/4)で時間を入力すると連動して自動入力されます。

　　・外光利用は省エネ(3/4)で算出された値を入力します。南面、北面しか計算しません。

　　　（データが無いためです。）

　　・注意！

　　　・設計計算書作成の手引P21で定格消費電力は53となっていますが、設計基準P11では56VAです。

　　　　本ソフトは設計基準を正とし56が自動入力されます。

　　　・LRS4-6300LMにすると59VAとなります。
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(様式 電－３－２)

照明制御装置による消費電力削減効果の評価 （２／４）

建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

補正係数計算書

器具の清掃 ランプ劣化 年間平均 調光比 省ｴﾈﾙｷﾞｰ率[%] 補正係数 外光(昼光) 調光時消費 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 1日の点灯 省ｴﾈﾙｷﾞｰ率[%] 補正係数

による光束 による光束 調光比[%]   電力

＊1

(ﾎ)=((A)-(ﾆ)) (ﾍ)=1-  利用制御 電力

＊2

ﾀｲﾏ制御 時間 (ﾇ)=((A)-(ﾄ))×(ﾁ) (ﾙ)=1-

維持率(ｲ) 維持率(ﾛ) (ﾊ)=(ｲ)×(ﾛ)×100 (ﾆ)  /(A)×100 (ﾎ)/100 (ト) 時間(ﾁ) (ﾘ)  /((A)×(ﾘ))×100 (ﾇ)/100

1階  事務室 0.95 0.93 88.4 46.9 16.3 0.838

(様式 電－

16.6 0.75 10 5.3 0.947

1階  事務室 0.95 0.93 88.4 46.9 16.3 0.838

3－3)による

16.6 0.75 10 5.3 0.947

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊1・・・調光特性式に（ハ）を適用。 ＊2・・・調光特性式にプログラムタイマ制御時の調光比を適用。

Ｈ２７

平成28年 3月 15日

階数 室　名

初　期　照　度　補　正　制　御 プ ロ グ ラ ム タ イ マ

　　計算式の説明計算式の説明計算式の説明計算式の説明

　　・プログラムタイマ制御時間以外は全て入力されています。

　　・昼休み45分間調光して省エネを計画する場合は0.75と入力します。

tomigashi
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(様式 電－３－３) 

　　照明制御装置による消費電力削減効果の評価 （３／４）

建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

部屋名 事務室（北） 部屋の長さ 10ｍ以上

1.9 2.89 =1.52H 6.74 =3.55H

(D)= (E)= (F)= (G)= (H)= (I)= (J)×(ﾆ)+

(A)×(B) (A)×(C) (α)-(D) (α)-(E) (F)/α (G)/α (K)×(ﾎ) α : 設定照度 754 lx

窓側ｾﾝｻ 部屋側ｾﾝｻ 窓側ｾﾝｻ 部屋側ｾﾝｻ 窓側設定 部屋側設定 窓側消  部屋側 合計消

部の昼光率 部の昼光率 部昼光照度 部昼光照度 照度との差 照度との差 費電力 消費電力 費電力

[%] [%] [lx] [lx] [lx] [lx] [W] [W] [W]

100 2.652 0.690 0 0 754 754 1.000 1.000 56 56 56 14 台

95 2.652 0.690 67 17 687 737 0.911 0.977 52 55 54

90 2.652 0.690 100 26 654 728 0.867 0.966 49 55 52

85 2.652 0.690 150 39 604 715 0.801 0.948 45 54 50

80 2.652 0.690 192 50 562 704 0.745 0.934 42 53 48 14 台

75 2.652 0.690 243 63 511 691 0.678 0.916 38 52 45

70 2.652 0.690 246 64 508 690 0.674 0.915 38 52 45

65 2.652 0.690 275 72 479 682 0.635 0.905 36 51 44

60 2.652 0.690 308 80 446 674 0.592 0.894 34 51 43

55 2.652 0.690 342 89 412 665 0.546 0.882 31 50 41 (ﾆ)＝ ────────

50 2.652 0.690 367 95 387 659 0.513 0.874 29 49 39

45 2.652 0.690 392 102 362 652 0.480 0.865 27 49 38

40 2.652 0.690 417 108 337 646 0.447 0.857 26 48 37 ＝

35 2.652 0.690 433 113 321 641 0.426 0.850 24 48 36

30 2.652 0.690 458 119 296 635 0.393 0.842 23 48 36

25 2.652 0.690 487 127 267 627 0.354 0.832 20 47 34

20 2.652 0.690 508 132 246 622 0.326 0.825 19 47 33 (ﾎ)＝ ─────────

15 2.652 0.690 550 143 204 611 0.271 0.810 16 46 31

10 2.652 0.690 592 154 162 600 0.250 0.796 14 45 30

5 2.652 0.690 675 176 79 578 0.250 0.767 14 43 29 ＝

注 ＊1　調光特性式に(H)及び(I)の調光比を適用。 41.1

26.6

0.734

上記式の 56 は調光比100%時の出力値。

Ｈ２７

14,765

12,881

全照明器具台数

0.5015,708

16,336

20,735

17,279

19,164

22,305

で制御される

照明器具台数

9,168

9,268

10,367

照明器具台数

13,823

18,378

5,655

　補正係数 (Ⅲ)＝1－(Ⅱ)/100

　省エネルギー率[%] (Ⅱ)＝(56－(Ⅰ))/56×100

　外光制御時の平均電力[W] (Ⅰ)

で制御される

0.50

窓側センサで制御

される照明器具台数

全照明器具台数

部屋側センサで制御

される照明器具台数

部屋側センサ

25,447

11,624

2.652 0.7 0.6 0.69

  窓側

  調光比

(J)

＊1

(K)

＊1

部屋側

調光比

窓側センサ　

累積確立

分布[%]

全天空照度

[lx]

作業面

ｾﾝｻ高

H[ｍ](ｲ)

窓側ｾﾝｻ位置

[ｍ](ﾛ)

北窓計算用

昼光率[%]

(低い値)

2.7 1.5

窓側ｾﾝｻ窓側ｾﾝｻ

7,226

(C)

0

2,513

3,770

(B)(A)

昼光率[%]

(高い値)

部屋側ｾﾝｻ位置

[ｍ](ﾊ)

窓側ｾﾝｻ

昼光率[%]

(確定値)

＊1

平成28年 3月 15日

(低い値) (確定値)

＊1

部屋側ｾﾝｻ 部屋側ｾﾝｻ 部屋側ｾﾝｻ

昼光率[%] 昼光率[%] 昼光率[%]

(高い値)

選択必須

選択必須

結果を(1/4)に手入力

照度計算結果を入力

５６
消費電力を入力して下さい。

tomigashi
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(様式 電－３－３) 

　　照明制御装置による消費電力削減効果の評価 （３／４）

建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

部屋名 事務室（南） 部屋の長さ 10ｍ以上

1.9 2.82 =1.48H 6.18 =3.25H

(D)= (E)= (F)= (G)= (H)= (I)= (J)×(ﾆ)+

(A)×(B) (A)×(C) (α)-(D) (α)-(E) (F)/α (G)/α (K)×(ﾎ) α : 設定照度 775 lx

窓側ｾﾝｻ 部屋側ｾﾝｻ 窓側ｾﾝｻ 部屋側ｾﾝｻ 窓側設定 部屋側設定 窓側消  部屋側 合計消

部の昼光率 部の昼光率 部昼光照度 部昼光照度 照度との差 照度との差 費電力 消費電力 費電力

[%] [%] [lx] [lx] [lx] [lx] [W] [W] [W]

100 2.812 0.800 0 0 775 775 1.000 1.000 56 56 56 10 台

95 2.812 0.800 79 23 696 752 0.898 0.970 51 55 53

90 2.812 0.800 115 33 660 742 0.852 0.957 48 54 51

85 2.812 0.800 168 48 607 727 0.783 0.938 44 53 49

80 2.812 0.800 230 65 545 710 0.703 0.916 40 52 46 10 台

75 2.812 0.800 292 83 483 692 0.623 0.893 35 51 43

70 2.812 0.800 362 103 413 672 0.533 0.867 30 49 40

65 2.812 0.800 424 121 351 654 0.453 0.844 26 48 37

60 2.812 0.800 464 132 311 643 0.401 0.830 23 47 35

55 2.812 0.800 530 151 245 624 0.316 0.805 18 46 32 (ﾆ)＝ ────────

50 2.812 0.800 610 173 165 602 0.250 0.777 14 44 29

45 2.812 0.800 671 191 104 584 0.250 0.754 14 43 29

40 2.812 0.800 742 211 33 564 0.250 0.728 14 41 28 ＝

35 2.812 0.800 795 226 -20 549 0.250 0.708 14 40 27

30 2.812 0.800 883 251 -108 524 0.250 0.676 14 38 26

25 2.812 0.800 972 276 -197 499 0.250 0.644 14 37 26

20 2.812 0.800 1,069 304 -294 471 0.250 0.608 14 35 25 (ﾎ)＝ ─────────

15 2.812 0.800 1,201 342 -426 433 0.250 0.559 14 32 23

10 2.812 0.800 1,378 392 -603 383 0.250 0.494 14 28 21

5 2.812 0.800 1,855 528 -1,080 247 0.250 0.319 14 18 16 ＝

注 ＊1　調光特性式に(H)及び(I)の調光比を適用。 34.6

38.2

0.618

上記式の 56 は調光比100%時の出力値。

Ｈ２７

26,389

　補正係数 (Ⅲ)＝1－(Ⅱ)/100

　省エネルギー率[%] (Ⅱ)＝(56－(Ⅰ))/56×100

65,973

28,274

　外光制御時の平均電力[W] (Ⅰ)

49,009

34,558

42,726

38,013

16,493

21,677

23,876

8,168

15,080

18,850

照明器具台数

部屋側センサで制御

される照明器具台数

で制御される

全照明器具台数

全照明器具台数

0.50

4,084

5,969

31,416

0.50

窓側センサで制御

される照明器具台数

照明器具台数

部屋側センサ

10,367

12,881

で制御される

2.812 0.9

部屋側

調光比

  窓側

  調光比

0.7

(K)

＊1

窓側センサ　

0.8

(J)

＊1

累積確立

分布[%]

全天空照度

[lx]

作業面

ｾﾝｻ高

H[ｍ](ｲ)

窓側ｾﾝｻ位置

[ｍ](ﾛ)

南窓計算用

(A)

2.7

(低い値)

2,827

昼光率[%]

5.5

0

(C)(B)

部屋側ｾﾝｻ位置

[ｍ](ﾊ)

(確定値)

窓側ｾﾝｻ

昼光率[%]

窓側ｾﾝｻ

昼光率[%]

窓側ｾﾝｻ

(高い値)

平成28年 3月 15日

(低い値) (確定値)

＊1

部屋側ｾﾝｻ 部屋側ｾﾝｻ 部屋側ｾﾝｻ

昼光率[%] 昼光率[%] 昼光率[%]

(高い値)

選択必須

選択必須

照度計算結果を入力

結果を(1/4)に手入力５６ 消費電力を入力して下さい。
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　　　(様式 電－３－４)

照明制御装置による消費電力削減効果の評価 （４／４）

建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

総合省エネルギー率の算出結果

照明制御を行った場合の 照明制御を行わなっかった場 省エネルギー効率 [%]

   電力量[kWh] 　 (Ⅰ)  合の電力量[kWh] 　 (Ⅱ) (Ⅲ)＝((Ⅱ)－(Ⅰ))/(Ⅱ)×100

 事務室等 4,388 8,064 46

 合    計 4,388 8,064 46

 (備考) (1)  算出結果は､ＬＥＤ照明器具を採用し、照明制御装置を導入､運用したことによる省エネルギー効果

 　　　 　 　の期待値を､導入しない場合と比較することにより評価したものである｡

 　　　 (2)  事務所ビル等で一般的に採用される照明制御方式には､初期照度補正制御､外光(昼光) 利用制御､

 　　　　　　プログラムタイマ制御及び在／不在制御がある｡

 　　　　　　本計算書式では､事務室等において､初期照度補正制御､外光(昼光) 利用制御及びプログラムタイマ

 　　　　　　制御を行うと設定している｡

 　　　 (3)  総合省エネルギー効果は､事務室においてそれぞれの照明制御された場合と制御されなかった場合の

 　　　　　　電力量により求められる｡

Ｈ２７

平成28年 3月 15日

　　　　　計算式の説明計算式の説明計算式の説明計算式の説明

　　・(1/4)～(3/4)を入力すると連動してこのシート(4/4)は結果のみ表示します。

　　・上記備考(2)で説明しているようにLEDの場合は在／不在制御は評価の対象外となっています。

　　・H21年版では在／不在制御の対象になっていましたがH21年版は蛍光灯使用の場合です。

　　　本ソフトの照明制御による削除効果の評価はLEDとHfを分けています。2020年に蛍光灯は

　　　生産中止予定ですが、それ迄に蛍光灯を使って算出したい場合は目次でHfを選択して算定

　　　（H21年版基準です）して下さい。

　30%以上が望ましいとされています。

tomigashi
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縮 尺

１／１５０

図 番

ＥＣＯ労師ビル新築工事

１階 平面図

工 事 名

図 面 名 称

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

・設計条件として外光（昼光）利用制御は、次によるとなっています。

・センサは窓側２列用、及び室内側２列用とし、各々、室内側の照明器具の並びに配置。

また、各センサの制御する照明器具台数は同じとする。

・外光（昼光）利用制御センサ位置 は窓側より２，９００と６，８００の位置に

設定しています。

・（一社）日本照明器具工業会の技術資料もあわせて参考にするとより理解が深まります。

Ｓ

１階 平面図

Ｙ１

Ｙ２

Ｙ３

６，２００

Ｘ１ Ｘ６

Ｙ４

６，２００６，２００

Ｘ２ Ｘ３

１
７
，
２
０
０

Ｘ４

７
，
７
０
０

１
，
８
０
０

７
，
７
０
０

２１，４００

Ｘ５

３１，０００

６，２００

５，０００４，６００

１４，２００

会 議 室

６，２００

５，５００ ５，１００

５
，
２
０
０

数多 目 的 便 所

３ＦＲＳ２１－Ｈ３２１－ＰＸ

男 子 便 所

ＦＲＳ２１－Ｈ３２１－ＰＸ

数

８

女 子 便 所

ＦＲＳ２１－Ｈ３２１－ＰＸ

数

１０

数

２ＦＳＳ９－３２１－ＰＮ

湯 沸 室

数

２０ＦＲＳ１５Ｌ５－３２２－ＰＸ

事 務 室 （南）

数

２８ＦＲＳ１５Ｌ５－３２２－ＰＸ

事 務 室 （北）数

８ＦＲＳ１５Ｆ１－３２２－ＰＸ

廊 下

ＦＲＳ２１－Ｈ３２１－ＰＸ

数

階段１

２３

玄 関 ホ ー ル

ＦＲＳ２１－Ｈ３２１－ＰＸ

数

３３

tomigashi
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(様式 電－２) 

照 度 計 算 書 ＥＣＯ労師ビル新築工事

作業面 器具の 光源の 台数

階数 室   名 間口 奥行 面積  高さ  高　さ 下　り 高　さ 天井 壁 床 周囲 N/n 照度 台数 備　考

F [lm] E [lx] X [ｍ] Y [ｍ] A [㎡] Z [ｍ] h
1
[ｍ] h

2
[ｍ] H [ｍ] [%] [%] [%] U 環境 M n [本] [台] E [lx] [台]

1階  事務室（北）  FRS15L5-322 PX 4,950 750 21.4 7.7 164.8 2.7 0.8 0.0 1.9 2.98 C 70 50 10 0.63 普通 0.69 2 29 731 28

1階  事務室（南）  FRS15L5-322 PX 4,950 750 14.2 7.7 109.3 2.7 0.8 0.0 1.9 2.63 D 70 50 10 0.61 普通 0.69 2 20 762 20

1階  会議室  FRS15F1-322 PX 4,950 500 4.6 7.7 35.4 2.7 0.8 0.0 1.9 1.51 F 70 50 10 0.40 普通 0.65 2 7 582 8

1階  廊下  FRS21-H321 2,400 200 26.0 1.8 46.8 2.7 0.0 0.0 2.7 0.62 J 70 50 10 0.32 普通 0.63 1 20 207 20

1階  女子便所  FRS21-H321 2,400 200 5.2 5.5 28.6 2.5 0.0 0.0 2.5 1.07 H 70 50 10 0.43 普通 0.63 1 9 182 8

1階  男子便所  FRS21-H321 2,400 200 5.1 5.2 26.5 2.5 0.0 0.0 2.5 1.03 H 70 50 10 0.43 普通 0.63 1 9 196 8

1階  多目的便所  FRS21-H321 2,400 200 3.3 2.4 7.9 2.5 0.0 0.0 2.5 0.55 J 70 50 10 0.32 普通 0.63 1 4 184 3

1階  玄関ﾎｰﾙ  FRS21-H321 2,400 300 13.0 5.0 65.0 2.7 0.0 0.0 2.7 1.34 G 70 50 10 0.47 普通 0.63 1 28 328 30

1階  湯沸室  FSS9-321 PN 3,520 200 5.5 2.4 13.2 2.5 0.8 0.0 1.7 0.98 H 70 50 10 0.42 普通 0.69 1 3 155 2

2階  所長室  FRS15F1-322 PX 4,950 500 7.3 7.7 56.2 2.7 0.8 0.0 1.9 1.97 E 70 50 10 0.40 普通 0.65 2 11 550 12

2階  倉庫  FSR2-322 4,950 200 7.3 7.7 56.2 3.0 0.0 1.0 2.0 1.87 E 70 50 10 0.62 普通 0.69 2 3 301 4

記号 A B C D E F J

室指数 5 4 3 2.5 2 1.5 0.6 N: 灯数[本]

　Ｘ・Ｙ 4.5 4.5未満 3.5未満 2.75未満2.25未満 1.75未満 0.7 　 Ｅ・Ａ

────── ──────

 Ｈ (Ｘ +Ｙ )

～ ～ ～ ～ ～

 Ｆ・Ｕ・Ｍ

以上 3.5以上 2.75以上2.25以上1.75以上 1.38以上 未満

Ｈ２７

G

照明器具型式等

ﾗﾝﾌﾟ光束 照度

部 屋 の 大 き さ

1.38未満

平成28年 3月 15日

照明率

保守率
1台の

灯数

設 　計

H I

Ｎ =

1

建物名称 

指数 記号

室 指 数 反 射 率

Ｈ = Ｚ -(h
1
+h

2
) 室指数=

範囲

1.12以上

1.25 0.8

0.7以上

～ ～ ～

0.9以上

1.12未満 0.9未満

１台当りの灯数を表示しています。

１灯用は１、２灯用は２と表示します。

この手法により設計（決定）台数のミスを無くしました。
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　　　　　 (様式 電－３－１)

照明制御装置による消費電力削減効果の評価 （１／６）

建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

事務室等の省エネルギー率の算出結果

定格出力 器具台数 年間点灯 年間の総消費 制御後の総消 省エネル

 時間[h] 電力量[kWh] 初期照度 外光利用 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 費電力量[kWh] ギー率[%]

(D)=(A)×(B) 補正 ﾀｲﾏ (H)=(D)×(E) (I)=((D)-H))

(A) (B) (C) ×(C)/1,000 (E) (F) (G)  ×(F)×(G)  /(D)×100

1階  事務室（北）  FRS15L5-322PX 97 28 3,000 8,148 0.878 0.766 0.956    5,239 36

1階  事務室（南）  FRS15L5-322PX 97 20 3,000 5,820 0.878 0.702 0.956    3,429 41

1階  会議室  FRS15F1-322PX 97 8 3,000 2,328 0.878 0.753 0.956    1,471 37

1階  玄関ﾎｰﾙ  FRS21-H321 36 30 3,000 3,240 0.881 1.000 0.947    2,703 17

2階  所長室  FRS15F1-322PX 97 12 3,000 3,492 0.878 0.675 0.956    1,978 43

合　計 23,028 14,820 36

　＊・・・補正係数計算書による。

Ｈ２７

平成28年 3月 5日

制御の補正係数

＊

階数 室　名 照　明　器　具 [W]

　(3/6)の結果を手入力します。

　計算式の説明計算式の説明計算式の説明計算式の説明

　・照明制御による対象は次によります。

　　(1)初期照度補正制御。(2)外光（昼光）利用制御。(3)プログラムタイマ制御。

　　(4)在／不在制御（人感センサ）。

　・この頁は上記(1)・(2)・(3)の制御を行い省エネ率を算出するまとめとなっています。

　　省エネ率36%が最後の頁に自動入力されます。

　・室名をダブルクリックすると照度計算書が表示されますので室名のセルを選択すると外光利用以外は自動入力されます。

　　プログラムタイマ(Ｇ)もとりあえず1.0と表示されますが次頁を計算することによって変わります。

　・外光利用は（様式電-3-3）の算出結果を手入力します。玄関ホールのように外光制御しない場合は1.0とします。

　※注　記

　　　調光制御する器具はHf32形2灯とH32形1灯コンパクト形蛍光灯の2種類のみです。

　　　（それ以外のデータは工業会において公表されていません。）

tomigashi
タイプライタ
-16-



(様式 電－３－２)

照明制御装置による消費電力削減効果の評価 （２／６）

建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

補正係数計算書

器具の清掃 ランプ劣化 年間平均 調光比 省ｴﾈﾙｷﾞｰ率[%] 補正係数 外光(昼光) 調光時消費 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 1日の点灯 省ｴﾈﾙｷﾞｰ率[%] 補正係数

による光束 による光束 調光比[%]   電力

＊1

(ﾎ)=((A)-(ﾆ)) (ﾍ)=1-  利用制御 電力

＊2

ﾀｲﾏ制御 時間 (ﾇ)=((A)-(ﾄ))×(ﾁ) (ﾙ)=1-

維持率(ｲ) 維持率(ﾛ) (ﾊ)=(ｲ)×(ﾛ)×100 (ﾆ)  /(A)×100 (ﾎ)/100 (ト) 時間(ﾁ) (ﾘ)  /((A)×(ﾘ))×100 (ﾇ)/100

1階  事務室（北） 0.95 0.90 85.5 85.2 12.2 0.878

(様式 電－

40.0 0.75 10 4.4 0.956

1階  事務室（南） 0.95 0.90 85.5 85.2 12.2 0.878

3－3)による

40.0 0.75 10 4.4 0.956

1階  会議室 0.95 0.90 85.5 85.2 12.2 0.878 40.0 0.75 10 4.4 0.956

1階  玄関ﾎｰﾙ 0.95 0.90 85.5 31.7 11.9 0.881 16.9 1.00 10 5.3 0.947

2階  所長室 0.95 0.90 85.5 85.2 12.2 0.878 40.0 0.75 10 4.4 0.956

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊1・・・調光特性式に（ハ）を適用。 ＊2・・・調光特性式にプログラムタイマ制御時の調光比を適用。

Ｈ２７

平成28年 3月 5日

階数 室　名

初　期　照　度　補　正　制　御 プ ロ グ ラ ム タ イ マ

　(1/6)に自動入力します。

　計算式の説明計算式の説明計算式の説明計算式の説明

　・このシートはプログラムタイマ制御時間を入力するのみです。

　　玄関ホールは1時間、その他は45分間制御するものとして手入力しています。

　・消灯するということではありません。30%に調光して節電するということです。

　　その時の消費電力が調光時消費電力として自動入力されています。

　・プログラムタイマ制御を行わない場合は0を入力します。
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(様式 電－３－３) 

　　照明制御装置による消費電力削減効果の評価 （３／６）

建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

部屋名 1階事務室（南） 部屋の長さ 10ｍ以上

1.9 2.90 =1.53H 6.8 =3.58H

(=(ﾊ)/(ｲ)) ＊1・・・図－１より求めた値。

(D)= (E)= (F)= (G)= (H)= (I)= (J)×(ﾆ)+

(A)×(B) (A)×(C) (α)-(D) (α)-(E) (F)/α (G)/α (K)×(ﾎ) α : 設定照度 762 lx

窓側ｾﾝｻ 部屋側ｾﾝｻ 窓側ｾﾝｻ 部屋側ｾﾝｻ 窓側設定 部屋側設定 窓側消  部屋側 合計消

部の昼光率 部の昼光率 部昼光照度 部昼光照度 照度との差 照度との差 費電力 消費電力 費電力

[%] [%] [lx] [lx] [lx] [lx] [W] [W] [W]

100 2.628 0.684 0 0 762 762 1.000 1.000 97 97 97 10 台

95 2.628 0.684 74 19 688 743 0.900 0.980 89 95 92

90 2.628 0.684 107 28 655 734 0.860 0.960 86 94 90

85 2.628 0.684 157 41 605 721 0.790 0.950 80 93 87

80 2.628 0.684 215 56 547 706 0.720 0.930 74 91 83 10 台

75 2.628 0.684 272 71 490 691 0.640 0.910 68 90 79

70 2.628 0.684 339 88 423 674 0.560 0.880 61 87 74

65 2.628 0.684 396 103 366 659 0.480 0.860 55 86 71

60 2.628 0.684 433 113 329 649 0.430 0.850 51 85 68

55 2.628 0.684 495 129 267 633 0.350 0.830 44 83 64 (ﾆ)＝ ────────

50 2.628 0.684 570 148 192 614 0.300 0.810 40 82 61

45 2.628 0.684 627 163 135 599 0.300 0.790 40 80 60

40 2.628 0.684 694 181 68 581 0.300 0.760 40 77 59 ＝

35 2.628 0.684 743 193 19 569 0.300 0.750 40 77 59

30 2.628 0.684 826 215 -64 547 0.300 0.720 40 74 57

25 2.628 0.684 908 236 -146 526 0.300 0.690 40 72 56

20 2.628 0.684 999 260 -237 502 0.300 0.660 40 69 55 (ﾎ)＝ ─────────

15 2.628 0.684 1,123 292 -361 470 0.300 0.620 40 66 53

10 2.628 0.684 1,288 335 -526 427 0.300 0.560 40 61 51

5 2.628 0.684 1,734 451 -972 311 0.300 0.410 40 49 45 ＝

＊2・・・調光特性式に(H)及び(I)の調光比を適用。

68.1

29.8

0.702

上記式の 97 は調光比100%時の出力値。

Ｈ２７

部屋側ｾﾝｻ位置

[ｍ](ﾊ)

窓側ｾﾝｻ

昼光率[%]

(確定値)

＊1

平成28年 3月 5日

(低い値) (確定値)

＊1

部屋側ｾﾝｻ 部屋側ｾﾝｻ 部屋側ｾﾝｻ

昼光率[%] 昼光率[%] 昼光率[%]

(高い値)

窓側ｾﾝｻ

(A)

(=(ﾛ)/(ｲ))

窓側ｾﾝｻ

昼光率[%]

(高い値)

昼光率[%]

(低い値)

2.7 1.5

8,168

(C)

0

2,827

4,084

(B)

5,969

累積確立

分布[%]

全天空照度

[lx]

作業面

ｾﾝｻ高

H[ｍ](ｲ)

窓側ｾﾝｻ位置

[ｍ](ﾛ)

南窓計算用

2.628 0.7 0.6 0.684

  窓側

  調光比

(J)

＊2

(K)

＊2

部屋側

調光比

窓側センサ　

　補正係数 (Ⅲ)＝1－(Ⅱ)/100

　省エネルギー率[%] (Ⅱ)＝(97－(Ⅰ))/97×100

　外光制御時の平均電力[W] (Ⅰ)

で制御される

0.50

窓側センサで制御

される照明器具台数

部屋側センサ

で制御される

照明器具台数

65,973

16,493

38,013

49,009

21,677

34,558

23,876

18,850

28,274

42,726
全照明器具台数

部屋側センサで制御

される照明器具台数

10,367

12,881

15,080

照明器具台数

26,389

31,416

全照明器具台数

0.50

（様式電-3-1）

外光利用に手入力
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(様式 電－３－３) 

　　照明制御装置による消費電力削減効果の評価 （３／６）

建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

部屋名 1階事務室（北） 部屋の長さ 10ｍ以上

1.9 2.90 =1.53H 6.8 =3.58H

(=(ﾊ)/(ｲ)) ＊1・・・図－１より求めた値。

(D)= (E)= (F)= (G)= (H)= (I)= (J)×(ﾆ)+

(A)×(B) (A)×(C) (α)-(D) (α)-(E) (F)/α (G)/α (K)×(ﾎ) α : 設定照度 731 lx

窓側ｾﾝｻ 部屋側ｾﾝｻ 窓側ｾﾝｻ 部屋側ｾﾝｻ 窓側設定 部屋側設定 窓側消  部屋側 合計消

部の昼光率 部の昼光率 部昼光照度 部昼光照度 照度との差 照度との差 費電力 消費電力 費電力

[%] [%] [lx] [lx] [lx] [lx] [W] [W] [W]

100 2.628 0.684 0 0 731 731 1.000 1.000 97 97 97 14 台

95 2.628 0.684 66 17 665 714 0.910 0.980 90 95 93

90 2.628 0.684 99 26 632 705 0.860 0.960 86 94 90

85 2.628 0.684 149 39 582 692 0.800 0.950 81 93 87

80 2.628 0.684 190 49 541 682 0.740 0.930 76 91 84 14 台

75 2.628 0.684 241 63 490 668 0.670 0.910 70 90 80

70 2.628 0.684 244 63 487 668 0.670 0.910 70 90 80

65 2.628 0.684 272 71 459 660 0.630 0.900 67 89 78

60 2.628 0.684 305 80 426 651 0.580 0.890 63 88 76

55 2.628 0.684 339 88 392 643 0.540 0.880 60 87 74 (ﾆ)＝ ────────

50 2.628 0.684 363 95 368 636 0.500 0.870 56 86 71

45 2.628 0.684 388 101 343 630 0.470 0.860 54 86 70

40 2.628 0.684 413 107 318 624 0.440 0.850 51 85 68 ＝

35 2.628 0.684 429 112 302 619 0.410 0.850 49 85 67

30 2.628 0.684 454 118 277 613 0.380 0.840 47 84 66

25 2.628 0.684 483 126 248 605 0.340 0.830 43 83 63

20 2.628 0.684 504 131 227 600 0.310 0.820 41 82 62 (ﾎ)＝ ─────────

15 2.628 0.684 545 142 186 589 0.300 0.810 40 82 61

10 2.628 0.684 586 153 145 578 0.300 0.790 40 80 60

5 2.628 0.684 669 174 62 557 0.300 0.760 40 77 59 ＝

＊2・・・調光特性式に(H)及び(I)の調光比を適用。

74.3

23.4

0.766

上記式の 97 は調光比100%時の出力値。

Ｈ２７

平成28年 3月 5日

(低い値) (確定値)

＊1

部屋側ｾﾝｻ 部屋側ｾﾝｻ

昼光率[%] 昼光率[%]

0.6

窓側センサ　

昼光率[%]

部屋側ｾﾝｻ位置

[ｍ](ﾊ)

(確定値)

＊1

部屋側ｾﾝｻ

昼光率[%]

(低い値)

窓側ｾﾝｻ

昼光率[%]

窓側ｾﾝｻ

1.5

[lx]

(B)

(高い値)

5,655

2.7

0

(C)

3,770

2,513

(J)

＊2

部屋側

調光比

  窓側

  調光比

(高い値)

作業面

ｾﾝｻ高

H[ｍ](ｲ)

窓側ｾﾝｻ位置

[ｍ](ﾛ)

北窓計算用

(A)

(=(ﾛ)/(ｲ))

累積確立

分布[%]

全天空照度

窓側ｾﾝｻ

昼光率[%]

　外光制御時の平均電力[W] (Ⅰ)

0.684

部屋側センサ

で制御される

0.50

窓側センサで制御

される照明器具台数

照明器具台数

0.7

(K)

＊2

2.628

照明器具台数

部屋側センサで制御

される照明器具台数

で制御される

全照明器具台数

全照明器具台数

25,447

7,226

10,367

19,164

12,881

18,378

20,735

17,279

9,268

9,168

11,624

13,823

14,765

0.50

16,336

15,708

22,305

　補正係数 (Ⅲ)＝1－(Ⅱ)/100

　省エネルギー率[%] (Ⅱ)＝(97－(Ⅰ))/97×100

1.5～2.0Hの範囲になるようセンサ位置を決めます。

3.5～4.0Ｈの範囲になるようセンサ位置を決めます。

照度計算よ

り手入力で

同じ台数

とします。

（様式電-3-1）

外光利用に手入力

　計算式の説明　計算式の説明　計算式の説明　計算式の説明

　・シート追加釦をクリックしてシートを追加して下さい。

　　このガイドブックは4枚コピーを作成しています。
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(様式 電－３－３) 

　　照明制御装置による消費電力削減効果の評価 （３／６）

建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

部屋名 1階会議室 部屋の長さ 10ｍ未満

1.9 2.90 =1.53H 6.8 =3.58H

(=(ﾊ)/(ｲ)) ＊1・・・図－１より求めた値。

(D)= (E)= (F)= (G)= (H)= (I)= (J)×(ﾆ)+

(A)×(B) (A)×(C) (α)-(D) (α)-(E) (F)/α (G)/α (K)×(ﾎ) α : 設定照度 581 lx

窓側ｾﾝｻ 部屋側ｾﾝｻ 窓側ｾﾝｻ 部屋側ｾﾝｻ 窓側設定 部屋側設定 窓側消  部屋側 合計消

部の昼光率 部の昼光率 部昼光照度 部昼光照度 照度との差 照度との差 費電力 消費電力 費電力

[%] [%] [lx] [lx] [lx] [lx] [W] [W] [W]

100 2.240 0.584 0 0 581 581 1.000 1.000 97 97 97 4 台

95 2.240 0.584 56 15 525 566 0.900 0.970 89 95 92

90 2.240 0.584 84 22 497 559 0.860 0.960 86 94 90

85 2.240 0.584 127 33 454 548 0.780 0.940 79 92 86

80 2.240 0.584 162 42 419 539 0.720 0.930 74 91 83 4 台

75 2.240 0.584 205 54 376 527 0.650 0.910 68 90 79

70 2.240 0.584 208 54 373 527 0.640 0.910 68 90 79

65 2.240 0.584 232 61 349 520 0.600 0.900 64 89 77

60 2.240 0.584 260 68 321 513 0.550 0.880 60 87 74

55 2.240 0.584 289 75 292 506 0.500 0.870 56 86 71 (ﾆ)＝ ────────

50 2.240 0.584 310 81 271 500 0.470 0.860 54 86 70

45 2.240 0.584 331 86 250 495 0.430 0.850 51 85 68

40 2.240 0.584 352 92 229 489 0.390 0.840 47 84 66 ＝

35 2.240 0.584 366 95 215 486 0.370 0.840 46 84 65

30 2.240 0.584 387 101 194 480 0.330 0.830 42 83 63

25 2.240 0.584 412 107 169 474 0.300 0.820 40 82 61

20 2.240 0.584 429 112 152 469 0.300 0.810 40 82 61 (ﾎ)＝ ─────────

15 2.240 0.584 464 121 117 460 0.300 0.790 40 80 60

10 2.240 0.584 500 130 81 451 0.300 0.780 40 79 60

5 2.240 0.584 570 149 11 432 0.300 0.740 40 76 58 ＝

＊2・・・調光特性式に(H)及び(I)の調光比を適用。

73.0

24.7

0.753

上記式の 97 は調光比100%時の出力値。

Ｈ２７

部屋側ｾﾝｻ位置

[ｍ](ﾊ)

窓側ｾﾝｻ

昼光率[%]

(確定値)

＊1

平成28年 3月 5日

(低い値) (確定値)

＊1

部屋側ｾﾝｻ 部屋側ｾﾝｻ 部屋側ｾﾝｻ

昼光率[%] 昼光率[%] 昼光率[%]

(高い値)

窓側ｾﾝｻ

(A)

(=(ﾛ)/(ｲ))

窓側ｾﾝｻ

昼光率[%]

(高い値)

昼光率[%]

(低い値)

2.3 1.3

7,226

(C)

0

2,513

3,770

(B)

5,655

累積確立

分布[%]

全天空照度

[lx]

作業面

ｾﾝｻ高

H[ｍ](ｲ)

窓側ｾﾝｻ位置

[ｍ](ﾛ)

北窓計算用

2.240 0.6 0.5 0.584

  窓側

  調光比

(J)

＊2

(K)

＊2

部屋側

調光比

窓側センサ　

　補正係数 (Ⅲ)＝1－(Ⅱ)/100

　省エネルギー率[%] (Ⅱ)＝(97－(Ⅰ))/97×100

　外光制御時の平均電力[W] (Ⅰ)

で制御される

0.50

窓側センサで制御

される照明器具台数

部屋側センサ

で制御される

照明器具台数

25,447

11,624

19,164

22,305

13,823

18,378

14,765

12,881

16,336

20,735
全照明器具台数

部屋側センサで制御

される照明器具台数

9,168

9,268

10,367

照明器具台数

15,708

17,279

全照明器具台数

0.50

（様式電-3-1）

外光利用に手入力
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(様式 電－３－３) 

　　照明制御装置による消費電力削減効果の評価 （３／６）

建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

部屋名 2階所長室 部屋の長さ 10ｍ未満

1.9 2.90 =1.53H 6.8 =3.58H

(=(ﾊ)/(ｲ)) ＊1・・・図－１より求めた値。

(D)= (E)= (F)= (G)= (H)= (I)= (J)×(ﾆ)+

(A)×(B) (A)×(C) (α)-(D) (α)-(E) (F)/α (G)/α (K)×(ﾎ) α : 設定照度 550 lx

窓側ｾﾝｻ 部屋側ｾﾝｻ 窓側ｾﾝｻ 部屋側ｾﾝｻ 窓側設定 部屋側設定 窓側消  部屋側 合計消

部の昼光率 部の昼光率 部昼光照度 部昼光照度 照度との差 照度との差 費電力 消費電力 費電力

[%] [%] [lx] [lx] [lx] [lx] [W] [W] [W]

100 2.240 0.584 0 0 550 550 1.000 1.000 97 97 97 6 台

95 2.240 0.584 63 17 487 533 0.890 0.970 88 95 92

90 2.240 0.584 91 24 459 526 0.830 0.960 83 94 89

85 2.240 0.584 134 35 416 515 0.760 0.940 77 92 85

80 2.240 0.584 183 48 367 502 0.670 0.910 70 90 80 6 台

75 2.240 0.584 232 61 318 489 0.580 0.890 63 88 76

70 2.240 0.584 289 75 261 475 0.470 0.860 54 86 70

65 2.240 0.584 338 88 212 462 0.390 0.840 47 84 66

60 2.240 0.584 369 96 181 454 0.330 0.830 42 83 63

55 2.240 0.584 422 110 128 440 0.300 0.800 40 81 61 (ﾆ)＝ ────────

50 2.240 0.584 486 127 64 423 0.300 0.770 40 78 59

45 2.240 0.584 535 139 15 411 0.300 0.750 40 77 59

40 2.240 0.584 591 154 -41 396 0.300 0.720 40 74 57 ＝

35 2.240 0.584 633 165 -83 385 0.300 0.700 40 73 57

30 2.240 0.584 704 183 -154 367 0.300 0.670 40 70 55

25 2.240 0.584 774 202 -224 348 0.300 0.630 40 67 54

20 2.240 0.584 851 222 -301 328 0.300 0.600 40 64 52 (ﾎ)＝ ─────────

15 2.240 0.584 957 250 -407 300 0.300 0.550 40 60 50

10 2.240 0.584 1,098 286 -548 264 0.300 0.480 40 55 48

5 2.240 0.584 1,478 385 -928 165 0.300 0.300 40 40 40 ＝

＊2・・・調光特性式に(H)及び(I)の調光比を適用。

65.5

32.5

0.675

上記式の 97 は調光比100%時の出力値。

Ｈ２７

部屋側ｾﾝｻ位置

[ｍ](ﾊ)

窓側ｾﾝｻ

昼光率[%]

(確定値)

＊1

平成28年 3月 5日

(低い値) (確定値)

＊1

部屋側ｾﾝｻ 部屋側ｾﾝｻ 部屋側ｾﾝｻ

昼光率[%] 昼光率[%] 昼光率[%]

(高い値)

窓側ｾﾝｻ

(A)

(=(ﾛ)/(ｲ))

窓側ｾﾝｻ

昼光率[%]

(高い値)

昼光率[%]

(低い値)

2.3 1.3

8,168

(C)

0

2,827

4,084

(B)

5,969

累積確立

分布[%]

全天空照度

[lx]

作業面

ｾﾝｻ高

H[ｍ](ｲ)

窓側ｾﾝｻ位置

[ｍ](ﾛ)

南窓計算用

2.240 0.6 0.5 0.584

  窓側

  調光比

(J)

＊2

(K)

＊2

部屋側

調光比

窓側センサ　

　補正係数 (Ⅲ)＝1－(Ⅱ)/100

　省エネルギー率[%] (Ⅱ)＝(97－(Ⅰ))/97×100

　外光制御時の平均電力[W] (Ⅰ)

で制御される

0.50

窓側センサで制御

される照明器具台数

部屋側センサ

で制御される

照明器具台数

65,973

16,493

38,013

49,009

21,677

34,558

23,876

18,850

28,274

42,726
全照明器具台数

部屋側センサで制御

される照明器具台数

10,367

12,881

15,080

照明器具台数

26,389

31,416

全照明器具台数

0.50

（様式電-3-1）

外光利用に手入力
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(様式 電－３－４) 

照明制御装置による消費電力削減効果の評価 （４／６）

建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

廊下等の省エネルギー率の算出結果

定格出力 器具台数 年間点灯 年間の総消費 制御後の総消 省エネル

 時間[h] 電力量[kWh] 初期照度 費電力量[kWh] ギー率[%]

(D)=(A)×(B) 補正 (G)=(D)×(E) (H)=((D)-G))

(A) (B) (C) ×(C)/1,000 (E) (F)  ×(F)  /(D)×100

1階  廊下  FRS21-H321 36 20 3,000 2,160 0.928 0.788    1,580 27

1階  女子便所  FRS21-H321 36 8 3,000 864 0.940 0.735    597 31

1階  男子便所  FRS21-H321 36 8 3,000 864 0.940 0.735    597 31

1階  多目的便所  FRS21-H321 36 3 3,000 324 0.940 0.735    224 31

1階  湯沸室  FSS9-321PN 37 2 3,000 222 1.000 0.500    111 50

2階  倉庫  FSR2-322 97 4 3,000 1,164 1.000 0.100    116 90

合　計 5,598 3,225 42

　＊・・・補正係数計算書による。

Ｈ２７

平成28年 3月 5日

制御の補正係数

＊

階数 室　名 照　明　器　具 [W] 在／不在

　計算式の説明計算式の説明計算式の説明計算式の説明

　・この頁は初期照度補正制御及び在／不在制御を行い省エネ率を算出するまとめのシートです。まず、次頁の

　　(5/6)を算出します。その結果がこのシートに自動入力されます。

　・室名をダブルクリックすると照度計算書が表示されますので室名のセルを選択すると制御の補正係数以外は

　　自動入力されます。

　・次頁の手入力欄を入力すると省エネ率42%が算出され最後の頁に自動入力します。
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(様式 電－３－５)

照明制御装置による消費電力削減効果の評価 （５／６）

建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

補正係数計算書

器具の清掃 ランプ劣化 年間平均 調光比 人感ｾﾝｻ 省ｴﾈﾙｷﾞｰ率[%] 補正係数 調光時消費 人感ｾﾝｻ 省ｴﾈﾙｷﾞｰ率[%] 補正係数

による光束 による光束 調光比[%]   電力

＊1

感知時間率 (ﾍ)=((A)-(ﾆ)) (ﾄ)=1-(ﾍ)   電力

＊2

感知時間率 (ﾇ)=((A)-(ﾁ))× (ﾙ)=1-

維持率(ｲ) 維持率(ﾛ) (ﾊ)=(ｲ)×(ﾛ)×100 (ﾆ) (ホ)  ×(ﾎ)/(A)×100  /100 (ﾁ) (ﾘ)  (1-(ﾘ))/(A)×100 (ﾇ)/100

1階  廊下 0.95 0.90 85.5 31.7 0.6 7.2 0.928 16.9 0.6 21.2 0.788

1階  女子便所 0.95 0.90 85.5 31.7 0.5 6.0 0.940 16.9 0.5 26.5 0.735

1階  男子便所 0.95 0.90 85.5 31.7 0.5 6.0 0.940 16.9 0.5 26.5 0.735

1階  多目的便所 0.95 0.90 85.5 31.7 0.5 6.0 0.940 16.9 0.5 26.5 0.735

1階  湯沸室 1.00 1.00 100.0 37.0 0.5 0.0 1.000 0.0 0.5 50.0 0.500

2階  倉庫 1.00 1.00 100.0 97.0 0.1 0.0 1.000 0.0 0.1 90.0 0.100

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊1・・・調光特性式に（ハ）を適用。 ＊2・・・調光特性式に在・不在制御時の調光比を適用。

Ｈ２７

平成28年 3月 5日

階数 室　名

在 ／ 不 在 制 御初　期　照　度　補　正　制　御

・初期照度補正の機能がない器具は1.0です。

　ある器具は入力例の0.95・0.9です。

　計算式の説明計算式の説明計算式の説明計算式の説明

　・基準では在／不在制御は、次によるとなっています。

　　人の在室率

　　　　廊下：60%、便所：50%、湯沸室：50%、倉庫：10%

　　調　光

　　　　廊下・便所：35%点灯、湯沸室・倉庫：消灯
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　　　(様式 電－３－６)

照明制御装置による消費電力削減効果の評価 （６／６）

建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

総合省エネルギー率の算出結果

照明制御を行った場合の 照明制御を行わなっかった場 省エネルギー効率 [%]

   電力量[kWh] 　 (Ⅰ)  合の電力量[kWh] 　 (Ⅱ) (Ⅲ)＝((Ⅱ)－(Ⅰ))/(Ⅱ)×100

 事務室等 14,820 23,028 36

 廊 下 等 3,225 5,598 42

 合    計 18,045 28,626 37

 (備考) (1)  算出結果は､Hf 蛍光灯器具に照明制御装置を導入､運用したことによる省エネルギー効果の期待値

 　　　 　 　を､導入しない場合と比較することにより評価したものである｡

 　　　 (2)  事務所ビル等で一般的に採用される照明制御方式には､初期照度補正制御､外光(昼光) 利用制御､

 　　　　　　プログラムタイマ制御及び在／不在制御がある｡

 　　　　　　本計算書式では､事務室等において､初期照度補正制御､外光(昼光) 利用制御及びプログラムタイ

 　　　　　　マ制御を行い､廊下等においては､初期照度補正制御及び在／不在制御を行うと設定している｡

 　　　 (3)  総合省エネルギー効果は､事務室等と廊下等の省エネルギー率を個々に算出し､それぞれの照明制御

 　　　　　　された場合と制御されなかった場合の電力量により求められる｡

Ｈ２７

平成28年 3月 5日

一般事務庁舎においては

33%以上が望ましいとされています。
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 (様式 電－４) 

　電灯設備負荷容量集計表 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

変圧器名称： NO.1単相変圧器

ｺﾝｾﾝﾄ(FCU,OA以外) FCUｺﾝｾﾝﾄ OA負荷 非常用照明 主幹器具

(f
2
) C [kVA] (f

3
) FC [kVA] (f

4
) OA [kVA] [kVA] 定格電流

100V回路 100V回路 100V回路 100V回路 100V回路 100V回路 [kVA] [kVA] [A]

2.00 5.55 6.80 1.00 2.00 17.35

2.00 5.35 6.80 1.00 2.00 17.15

10.90 13.60 2.00 30.50

0.00 0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00 0.00

13.60 2.00 4.00

　備考 (1) 照明、コンセント（FCU､OA 負荷以外）、FCU コンセント､OA 負荷コンセント及びその他の記載は実装容量を記載し､予備欄は予備容量を記載する｡

(2)　回路種別の記載は右による。　AC：常用回路　　GC：発電機回路　　DC：直流電源装置回路

上段  上段：第1相～中性相合計容量 上段  上段：第1相～第2相合計容量×(1/2)

下段  下段：第2相～中性相合計容量 下段  下段：第1相～第2相合計容量×(1/2)

Ｈ２７

(3)　負荷容量の記載欄は右による。　100V回路： 200Vの場合：　

負荷種別容量　[kVA]

回路別負荷

容量合計

[kVA]

4.00

0.00発電機回路 (GC)

直流電源装置回路 (DC)

平成28年 3月 15日

4.00

予備 合計

 L-1-1

0.00

常用回路 (AC)

14.90

幹線番号

又は名称

分電盤

名　称

 L-N-1 200

その他

[kVA]

200V回路200V回路

単相3線 AC

電気方式 回路種別

照明

(f
1
) L [kVA]

　　計算式の説明計算式の説明計算式の説明計算式の説明

　　　　

　　　　　　　　・結線図に基づき入力しています。変圧器名称は適当な名前です。

　

　　・結線図の負荷表記はVAですがこの集計表はkVAですので注意して下さい。

　　・主幹器具定格電流値は合計値より判断して手入力します。

　　・電路計算書で設計負荷電流に入力する数値は正確には大きい値の173.5Aを

　　　入力します。

　　・この積み重ねが力率及び変圧器の算定に重要となってきます。

　

　・H27年版計算書作成の手引P27と若干様式が異なります。この様式はH21年版が

　　解り易いため21年版に準じています。

　・この様式は照明200V回路白枠にKVAを入力すると右側に(1/2)づつ振り分けられます。

　　右側に合計値が自動入力されるため主幹器具定格電流も容易に判定できますが、H27年版

　　は(1/2)づつ振り分けの列がなくなって逆に解りにくくなっています。
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１φ３Ｗ

回路番号

電 圧

（Ｖ）（Ａ）

定格電源

負荷名称 負荷名称

（Ａ）

定格電源電 圧

（Ｖ）

回路番号

ＭＣＣＢ３Ｐ

２２５／２００ＡＴ

２０ ２００電 灯 ２００ ２０

２０ １００ １００ ２０

２０ １００ １００ ２０

２０ １００ １００ ２０

２０ １００ １００ ２０

２０ １００ １００ ２０コンセント

ＥＴ

電灯盤（Ｌ－１－１）結線図

幹線番号：Ｌ－Ｎ－１

電 灯コンセント

負 荷（ＶＡ）

電 灯 コンセント

負 荷（ＶＡ）

回路番号

電 圧

（Ｖ）（Ａ）

定格電源

負荷名称

２０ １００誘導灯

電 灯コンセント

負 荷（ＶＡ）

２０ １００ １００ ２０電 灯

電 灯

電 灯

電 灯

電 灯

電 灯

電 灯

電 灯

電 灯

電 灯

電 灯

１，８００ ２，２００

１，３５０ １，３５０

１，１００ ８００

９５０ ８００

９５０ １，０５０

１，２００ １，３５０

コンセント

▲×４

Ｔ／Ｕ

Ｒ１～４

▲×４

Ｔ／Ｕ

Ｒ５～８

▲×４

Ｔ／Ｕ

Ｒ９～１２

▲×２

Ｔ／Ｕ

Ｒ１３～１４

▲×２

Ｔ／Ｕ

Ｒ１５～１６

▲×２

Ｔ／Ｕ

Ｒ１７～１８

▲×４

Ｔ／Ｕ

Ｒ１９～２２

１，２００ ８００

２０ １００ １００ ２０コンセント コンセント１，０００ １，０００

２０ １００ １００ ２０コンセント コンセント６００

２０ １００ １００ ２０コンセント コンセント

２０ １００ １００ ２０コンセント コンセント

２０ １００ １００ ２０コンセント コンセント

２０ １００ １００ ２０コンセント コンセント

２０ １００ １００ ２０ＯＡコンセント ＯＡコンセント１，０００ １，０００

２０ １００ １００ ２０非常照明

２０ １００ １００ ２０１，０００ １，０００

２０ １００ １００ ２０１，０００ １，０００ヨ ビ

ヨ ビ

ヨ ビ

ヨ ビ

Ｔ／Ｕ

リモコントランス

１，０００

１，０００

１，０００

１，０００

１，０００

１，０００

１，０００

１，０００

１，０００

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＴ

※特記事項

・電灯負荷集計表は電灯盤（Ｌ－１－１）結線図を入力しています。

・照明負荷は１００Ｖが左の相で５，５５０ＶＡ、右の相で５，３５０ＶＡです。

・コンセントは一般とＯＡ用に分けて入力します。

２００Ｖの照明負荷の計は４，０００ＶＡですので半々を左右に加算しますと

左の相（上段）は７．５５ＫＶＡ、右の相（下段）は７．３５ＫＶＡとなります。

（ＥＬＣＢ）

３ ４

７ ８

９ １０

５１

５５

５８

６１

６４

１０１

１ ２

５３ ５４

５ ６

Ａ

１ ２

５２

５６

５７

５９ ６０

６２

６３

６５ ６６
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動力設備負荷表及び集計表 

 

動力設備負荷表について説明します。 

 

１、負荷名称、負荷記号は手入力です。入力例は適当に入れています。 

 

２、夏・冬の稼動区分は選択です。 

 

３、操作・制御方式は右の操作方式を選択すると自動入力されます。但し、電源送りは入りません。 

 

４、定格出力は手入力です。台数は右の操作方式選択で自動入力されます。自動交互は 1台、交互同時は 2台と入ります。 

 

５、定格出力、電流値、負荷容量は設計基準 P.72～P.75 の表の数値を参考としています。表にない数値を入力すると電流の欄に手入力と表示さ

れます。この場合、調査値（カタログ・メーカー問合せ等）を入れて下さい。比率で入れても大差ないと考えます。 

 

６、負荷容量〔kVA〕は√3×電圧×定格電流の値です。 

 

７、需要率が不明な場合は空白のままとしておいて下さい。（100％で計算します。）明らかに 8割の場合は 0.8 でなく 80 と入れます。 

 

８、最大使用電流は設計基準 P.87、P.88 の表を参考にしていますが内線規程も設備手帖等も同じです。 

 

９、主幹器具定格電流（ブレーカーの容量）は P.87、P.88 の表に基づきますが、これも内線規程や設備手帖等と同じです。 

  基本は最大容量の電動機の定格電流の 3倍に他の電動機の定格電流を加えた値以下にすることです。 

 

１０、左下の夏・冬の出力合計は〔kW〕で負荷容量合計は〔kVA〕ですので注意して下さい。 

力率や変圧器容量を算定する場合は〔kVA〕が重要になってきます。 
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(様式 電－５) 

　動力設備負荷表 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

幹線番号又は名称: P-N-B 制御盤名称: 回路種別: 発電機 電圧: 200V

[kW] 台 [A] 夏期負荷容量 冬期負荷容量 夏期負荷容量 冬期負荷容量 夏期負荷容量 冬期負荷容量 夏期負荷容量 冬期負荷容量 夏期負荷容量 冬期負荷容量 操作方式 用途 負荷の種別

 給水ポンプ  PW-1 ○△ 9 5.5 1 24.6 8.53 8.53 自動交互 衛生関係 標準電動機

 汚水排水ポンプ  PD-1 ○△ 10 2.2 2 11.1 7.70 7.70 自動交互同時 衛生関係 標準電動機

 雑排水ポンプ  PD-2 ○△ 10 2.2 2 11.1 7.70 7.70 自動交互同時 衛生関係 標準電動機

 湧水ポンプ  PD-3 ○△ 9 2.2 1 11.1 3.85 3.85 自動交互 衛生関係 標準電動機

 雨水ポンプ  PD-4 ○△ 9 3.8 1 手入力 調査値を入力して下さい。 自動交互 衛生関係 標準電動機

台数は右の操作方式選定で自動入力されます。

　kWです 　kVAです

27.78

0.00

27.78

0.00

夏期負荷容量合計 27.78 　備考 (1)　区分欄には右の記号を付ける。　○：夏期に稼働するもの　△：冬期に稼働するもの

[kVA] 0.00 (2)　電動機等の負荷容量の算出は右による。負荷容量[kVA]＝√3・V・Ｉ・10

-3

冬期負荷容量合計 27.78 81 ここに、 V：電圧 [V]

[kVA] 0.00 100 I：電流 [A]

(3)　冬期・夏期及び電動機出力並びに 上段 上段：電動機出力又は負荷容量

   負荷容量の合計(計)への記載は右による。 下段 下段：上段のうちｲﾝﾊﾞｰﾀ運転電動機出力

　　　又はｲﾝﾊﾞｰﾀ運転負荷容量

Ｈ２７

右の負荷種別でインバータ（可変速）を

選択した場合に入ります。

夏期電動機出力合計 [kW]

冬期電動機出力合計 [kW]

電動機出力合計 [kW]

20.30

20.30

20.30

20.30

20.30

ﾊﾟｯｹｰｼﾞ形空調機

平成28年 3月 15日

夏期負荷容量

計 [kVA]

P-B

電動機

定格出力

冬期負荷容量

計 [kVA]

負荷容量計

[kVA]

27.78

0

主幹器具定格電流 [A] 125

需要率 [%]

運転定格電流合計 [A]

最大使用電流 [A]

20.30

Ｐ a[kVA]

そ の 他

[kVA]Ｐ b[kVA]

衛 生 関 係

Ｐ c[kVA]

空 調 関 係

定格電流

Ｐ a[kVA]

冷 凍 機

負　荷　名　称 負荷記号

夏期・

冬期稼

働区分

操作・

制御方式

　　計算式の説明計算式の説明計算式の説明計算式の説明

　　・2.2kWの同時運転の定格電流は1台分の11.1Aが表示されますが負荷容量は

　　　√3×22.2A×0.2kV＝7.7kVAと入ります。

　　・運転定格電流合計にも2台分の22.2Aで計算されます。
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(様式 電－５) 

　動力設備負荷表 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

幹線番号又は名称: P-N-1 制御盤名称: 回路種別: 常用 電圧: 200V

[kW] 台 [A] 夏期負荷容量 冬期負荷容量 夏期負荷容量 冬期負荷容量 夏期負荷容量 冬期負荷容量 夏期負荷容量 冬期負荷容量 夏期負荷容量 冬期負荷容量 操作方式 用途 負荷の種別

 冷却水ポンプ  PCD-1 ○ 15-1 11 1 39.6 13.80 ｲﾝﾊﾞｰﾀ(ﾊﾞｲﾊﾟｽ回路無) 空調関係 標準電動機(可変速)

 直焚吸収式冷温水機  RH-1 ○△ 5.5 1 24.6 8.53 8.53 電源送り 冷凍機 標準電動機

 冷温水１次ポンプ  PH-1 ○△ 4-1 7.5 1 34.0 11.78 11.78 試験-自動 空調関係 標準電動機

 冷温水２次ポンプ  PH-2-1 ○△ 4-1 3.7 1 16.8 5.82 5.82 試験-自動 空調関係 標準電動機

 冷温水２次ポンプ  PH-2-2 ○△ 4-1 3.7 1 16.8 5.82 5.82 試験-自動 空調関係 標準電動機

 冷温水２次ポンプ  PH-2-3 ○△ 4-1 3.7 1 16.8 5.82 5.82 試験-自動 空調関係 標準電動機

 空調機  AC-1 ○△ 4-1 5.5 1 20.5 7.11 7.11 試験-自動 空調関係 標準電動機(可変速)

 空気清浄器  AF-1 ○△ 0.75 1 4.6 1.60 1.60 電源送り 空調関係 標準電動機

 パッケージ形空調機  ACP-1 ○△ 5.6 1 手入力 調査値を入力して下さい。 電源送り ﾊﾟｯｹｰｼﾞ形空調機 標準電動機(可変速)

8.53 51.75

0.00 20.91

8.53 37.95

0.00 7.11

夏期負荷容量合計 60.28 　備考 (1)　区分欄には右の記号を付ける。　○：夏期に稼働するもの　△：冬期に稼働するもの

[kVA] 20.91 (2)　電動機等の負荷容量の算出は右による。負荷容量[kVA]＝√3・V・Ｉ・10

-3

冬期負荷容量合計 46.48 175 ここに、 V：電圧 [V]

[kVA] 7.11 200 I：電流 [A]

(3)　冬期・夏期及び電動機出力並びに 上段 上段：電動機出力又は負荷容量

　力率・変圧器算定に重要です。    負荷容量の合計(計)への記載は右による。 下段 下段：上段のうちｲﾝﾊﾞｰﾀ運転電動機出力

　　　又はｲﾝﾊﾞｰﾀ運転負荷容量

Ｈ２７

運転定格電流合計 [A]

最大使用電流 [A]

主幹器具定格電流 [A] 250

需要率 [%]

46.95 0 20.91

35.95

電動機出力合計 [kW]

46.95
負荷容量計

[kVA]

8.53 51.75

46.95

冬期電動機出力合計 [kW]

35.95
冬期負荷容量

計 [kVA]

Ｐ c[kVA] [kVA]

夏期電動機出力合計 [kW]

46.95
夏期負荷容量

計 [kVA]

定格出力 Ｐ a[kVA] Ｐ a[kVA] Ｐ b[kVA]

ﾊﾟｯｹｰｼﾞ形空調機 空 調 関 係 衛 生 関 係 そ の 他

平成28年 3月 15日

P-1

負　荷　名　称 負荷記号

夏期・

冬期稼

働区分

操作・

制御方式

電動機

定格電流

冷 凍 機

　　計算式の説明計算式の説明計算式の説明計算式の説明

　　・電源送りの場合は操作・制御方式には入りません。（当然です。）

　　・可変速（インバータ）を選択した場合は上段と下段にも入力されます。
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(様式 電－５) 

　動力設備負荷表 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

幹線番号又は名称: P-N-2 制御盤名称: 回路種別: 常用 電圧: 200V

[kW] 台 [A] 夏期負荷容量 冬期負荷容量 夏期負荷容量 冬期負荷容量 夏期負荷容量 冬期負荷容量 夏期負荷容量 冬期負荷容量 夏期負荷容量 冬期負荷容量 操作方式 用途 負荷の種別

 NO.1エレベーター ○△ 5.5 1 20.2 7.00 7.00 電源送り その他 ｴﾚﾍﾞｰﾀ(1台1回線)

 NO.2エレベーター ○△ 9.5 1 28.8 10.00 10.00 電源送り その他 ｴﾚﾍﾞｰﾀ(1台1回線)

 小荷物専用昇降機 ○△ 0.75 1 5.7 1.98 1.98 電源送り その他 小荷物昇降機

 （ダムウエーダー）

 エスカレーター ○△ 7.5 1 37.5 13.00 13.00 電源送り その他 ｴｽｶﾚｰﾀ

31.98

17.00

31.98

17.00

夏期負荷容量合計 31.98 　備考 (1)　区分欄には右の記号を付ける。　○：夏期に稼働するもの　△：冬期に稼働するもの

[kVA] 17.00 (2)　電動機等の負荷容量の算出は右による。負荷容量[kVA]＝√3・V・Ｉ・10

-3

冬期負荷容量合計 31.98 93 ここに、 V：電圧 [V]

[kVA] 17.00 100 I：電流 [A]

(3)　冬期・夏期及び電動機出力並びに 上段 上段：電動機出力又は負荷容量

　ＥＶの合計値が入力されます。    負荷容量の合計(計)への記載は右による。 下段 下段：上段のうちｲﾝﾊﾞｰﾀ運転電動機出力

　　　又はｲﾝﾊﾞｰﾀ運転負荷容量

Ｈ２７

運転定格電流合計 [A]

最大使用電流 [A]

主幹器具定格電流 [A] 125

17

需要率 [%]

23.25

23.25

電動機出力合計 [kW]

23.25
負荷容量計

[kVA]

31.98

23.25

冬期電動機出力合計 [kW]

23.25
冬期負荷容量

計 [kVA]

Ｐ c[kVA] [kVA]

夏期電動機出力合計 [kW]

23.25
夏期負荷容量

計 [kVA]

定格出力 Ｐ a[kVA] Ｐ a[kVA] Ｐ b[kVA]

ﾊﾟｯｹｰｼﾞ形空調機 空 調 関 係 衛 生 関 係 そ の 他

平成28年 3月 15日

負　荷　名　称 負荷記号

夏期・

冬期稼

働区分

操作・

制御方式

電動機

定格電流

冷 凍 機

　　計算式の説明計算式の説明計算式の説明計算式の説明

　　・エレベーターはインバータ、小荷物・エスカレーターは一般負荷としています。
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(様式 電－５) 

　動力設備負荷表 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

幹線番号又は名称: P-N-3 制御盤名称: 回路種別: 発電機 電圧: 200V

[kW] 台 [A] 夏期負荷容量 冬期負荷容量 夏期負荷容量 冬期負荷容量 夏期負荷容量 冬期負荷容量 夏期負荷容量 冬期負荷容量 夏期負荷容量 冬期負荷容量 操作方式 用途 負荷の種別

 排煙ファン ○△ 8-3 11 1 48.0 16.70 16.70 排煙ﾌｧﾝ 衛生関係 標準電動機

 消火ポンプ ○△ 8-1 5.5 1 24.6 8.53 8.53 消火ﾎﾟﾝﾌﾟ(連動始動) 衛生関係 標準電動機

 スプリンクラーポンプ ○△ 8-2 15 1 64.0 22.20 22.20 ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰﾎﾟﾝﾌﾟ 衛生関係 標準電動機

47.43

0.00

47.43

0.00

夏期負荷容量合計 47.43 　備考 (1)　区分欄には右の記号を付ける。　○：夏期に稼働するもの　△：冬期に稼働するもの

[kVA] 0.00 (2)　電動機等の負荷容量の算出は右による。負荷容量[kVA]＝√3・V・Ｉ・10

-3

冬期負荷容量合計 47.43 137 ここに、 V：電圧 [V]

[kVA] 0.00 150 I：電流 [A]

(3)　冬期・夏期及び電動機出力並びに 上段 上段：電動機出力又は負荷容量

   負荷容量の合計(計)への記載は右による。 下段 下段：上段のうちｲﾝﾊﾞｰﾀ運転電動機出力

　　　又はｲﾝﾊﾞｰﾀ運転負荷容量

Ｈ２７

運転定格電流合計 [A]

最大使用電流 [A]

主幹器具定格電流 [A] 200

0

需要率 [%]

31.50

31.50

電動機出力合計 [kW]

31.50
負荷容量計

[kVA]

47.43

31.50

冬期電動機出力合計 [kW]

31.50
冬期負荷容量

計 [kVA]

Ｐ c[kVA] [kVA]

夏期電動機出力合計 [kW]

31.50
夏期負荷容量

計 [kVA]

定格出力 Ｐ a[kVA] Ｐ a[kVA] Ｐ b[kVA]

ﾊﾟｯｹｰｼﾞ形空調機 空 調 関 係 衛 生 関 係 そ の 他

平成28年 3月 15日

P-3

負　荷　名　称 負荷記号

夏期・

冬期稼

働区分

操作・

制御方式

電動機

定格電流

冷 凍 機

防災機器の入力例です！
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(様式 電－６) 

　動力設備負荷容量集計表 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

変圧器名称　： NO.1三相変圧器

常用回路 発電回路

夏期負荷 冬期負荷 夏期負荷 冬期負荷 夏期負荷 冬期負荷 夏期負荷 冬期負荷 負　荷 負　荷 夏期負荷 冬期負荷 夏期負荷 冬期負荷 夏期負荷 冬期負荷 夏期負荷 冬期負荷 夏期負荷 冬期負荷 夏期負荷 冬期負荷

容　量 容　量 容　量 容　量 容　量 容　量 容　量 容　量 容　量 容　量 容　量 容　量 容　量 容　量 容　量 容　量 容　量 容　量 容　量 容　量 容　量 容　量

5.50 5.50 50.70 34.10 24.40 24.40

16.60

22.60 24.00

22.60 24.00

19.00

19.00

5.50 22.60 19.00 50.70 24.40

22.60 19.00 16.60

5.50 24.00 19.00 34.10 24.40

24.00 19.00

備考 夏期・冬期負荷容量の合計の記載は右による。 上段  上段：負荷容量

下段  下段：上段のうちインバータ運転負荷容量

Ｈ２7

常用回路 発電気回路

19

19

幹線番号

又は名称

制御盤

名　称

 P-1

 P-2

5.5

22.6 16.6

ﾊﾟｯｹｰｼﾞ形空調機(f
5
)

[kVA][kVA] [kVA]

空調及び換気関係(f
6
)

22.6

冷凍機(f
5
)

[kVA]

常用回路 発電気回路

平成28年 3月 15日

ｴﾚﾍﾞｰﾀ(f
5
)

[kVA]

その他衛生関係その他(f
7
)

[kVA]

発電気回路常用回路 発電気回路 常用回路常用回路 発電気回路

 P-3

[kVA]

夏期負荷容量合計

50.7 24.4

夏期負荷容量総合計  [kVA]

冬期負荷容量合計

5.5[kVA]

冬期負荷容量総合計  [kVA]

122.2

58.2

107

43

34.124

24

19

19

24.4

　　計算式の説明計算式の説明計算式の説明計算式の説明

　　・幹線番号、制御盤名称は適当な名称を付けて入力して下さい。

　　・動力設備負荷表を参考に入力します。但し、この入力例は負荷表入力例とは

　　　関係していません。

　　・この集計表を基に力率、変圧器の算定を行います。
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高調波流出電流計算書 

 

近年、省エネ・高効率化を図るためにインバータ機器が多くなってきました。これらの機器にはひずみ波（正弦波でない）の電流が流れ、このひ

ずみ波電流に含まれる高調波電流によって配電線の電圧がひずみ、この系統に接続された機器や装置に悪影響を及ぼします。 

悪影響は異音、振動、誤動作、焼損、ちらつき等です。インバータは交流を一度直流に変換し、周波数を変えて再び交流に変換するもので、これ

によって交流モーターの回転数制御が細やかに出来ますが電流をひずませる原因にもなります。 

 

計算書作成についての説明 

 

１、変圧器の合計容量を入力すると想定契約電力が設計基準 P.82 の式により算定されます。 

２、契約電力の補正率は設計基準 P.84 の表より 300kW 迄は 1.0、500kW 迄は 0.9、それ以上についても自動入力されます。 

３、電動機容量は P.82 の表にあるものは入力換算しますが、ないものは調査値を入力して下さい。 

４、回路区分は設計基準 P.85 に記載されていますが入力例のように三相ブリッジ（コンデンサ平滑）リアクトルありを選択すると右の上段に 

発生率が入力されます。発生率は設計基準 P.81 に基づいています。 

５、インバータの稼働率は計算シートの下表を参考に入力します。 

６、入力例で説明しますと高調波対策なしの場合 5次～11 次で対策が必要と赤文字で表示されます。 

７、契約電力 1kW 当りの高調波流出電流上限値は設計基準 P.82 に基づいて計算します。 

８、次にアクティブフィルター等で対策をとった場合に発生率をメーカーに確認して上書き修正します。 

入力例ではパッケージ、マルチエアコン室外機のみアクティブフィルターを取付ければ良いとの結果となりましたが、発生率の変更はあくま

で例ですのでメーカー等に確認が必要です。 

 

ワンポイントアドバイス 

 

１、電力会社にもよりますが一般的には受電電圧 6.6kV の場合、高調波発生機器合計が 50kVA 以下は対象外です。 

２、50kVA を超過した場合ＬＣフィルター、アクティブフィルター等を設置し対応します。対策後の高調波電流発生率はメーカーに問合せ確認を

して下さい。 
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(様式 電－7) 

　高調波流出電流計算書 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

受電電圧[kV]： 6.6 変圧器容量合計 [kVA]： 150 想定契約電力 [kW]： 105 契約電力による補正率β： 1

合計入力 受電電圧 ｲﾝﾊﾞｰﾀ

負荷 電気 定格容量 算定の定 等の稼

記号 方式 P i 格電流 動率

[kVA] I
1 
[mA] κ 5次 7次 11次 13次 17次 19次 23次 25次

 三相ﾌﾞﾘｯｼﾞ_C平滑 30.0% 13.0% 8.4% 5.0% 4.7% 3.2% 3.0% 2.2%

 直流ﾘｱｸﾄﾙ 195.43 84.68 54.72 32.57 30.62 20.85 19.54 14.33

 三相ﾌﾞﾘｯｼﾞ_C平滑 30.0% 13.0% 8.4% 5.0% 4.7% 3.2% 3.0% 2.2%

 直流ﾘｱｸﾄﾙ 378.16 163.87 105.89 63.03 59.25 40.34 37.82 27.73

 三相ﾌﾞﾘｯｼﾞ_C平滑 30.0% 13.0% 8.4% 5.0% 4.7% 3.2% 3.0% 2.2%

 直流ﾘｱｸﾄﾙ 22.12 9.59 6.19 3.69 3.47 2.36 2.21 1.62

 三相ﾌﾞﾘｯｼﾞ_C平滑 30.0% 13.0% 8.4% 5.0% 4.7% 3.2% 3.0% 2.2%

 直流ﾘｱｸﾄﾙ 59.51 25.79 16.66 9.92 9.32 6.35 5.95 4.36

 単相ﾌﾞﾘｯｼﾞ_C平滑 6.0% 3.9% 1.6% 1.2% 0.6% 0.1% 0.0% 0.0%

 交流ﾘｱｸﾄﾙ 10.48 6.81 2.79 2.10 1.05 0.17 　　－ 　　－

 備考　各次数高調波電流上限値は次による。 94.53 665.70 290.74 186.25 111.31 103.71 70.07 65.52 48.04

 各次数高調波電流上限値 [mA] ＝受電電圧 [kV] ×契約電力1ｋWあたりの各次数高調波流出電流上限値 [mA/kW] 367.5 262.5 168.0 136.5 105.0 94.5 79.8 73.5

×想定契約電力 [kW] 要 要 要 否 否 否 否 否

 1)　高調波発生機器の等価容量の算定 2)　受電電圧換算の定格電流の算定 3)　機器最大稼働率の算定 　　4)　高調波電流発生量の算出

　　α＝κ・β・100 %I n・α

　　P
0
＝Σ(κ・P i) [kVA] 　ここに、κ：ｲﾝﾊﾞｰﾀ等の稼働率 10,000

　　　　　β：契約電力による補正率 　　　ここに、I n：各次数高調波電流 [mA]

　ここに、P
0
：等価容量 [kVA] 　　　%I n：高調波電流発生率 [%]

　　　　　K i：換算計数 　ここに、I
1
：受電電圧換算の定格電流 [mA] 　　　 α：機器最大稼働率

　　　　　P i：各機器の入力定格容量

Ｈ２７

793.4 0.25 25

0.55 55

0.55 55

10,000

30

上段：%in
(%in×α)

　　三相の場合：I
1
＝P i・

1,000

 [mA]

0.35 698.5 0.25

 I n＝I
1
・

下段：I
1
×

4.61単相 4.61 1

 給水ポンプ 1

4-2

ACP-2 11.00

 エアコン 1.6135 ACR-1

三相

13.1

PW 2.20 三相

 エレベーター EV 7.50

3.70

2.81

等価容量

P
0
=P i×K i

[kVA]

負荷名称

回路分

類細分

番号

台数高調波対策

24.372 1.83-3

三相

電動機

容量

[kW]

入力定

格容量

[kVA]

6.77

平成28年 3月 15日

各次数高調波電流

高　　調　　波　　発　　生　　機　　器 高　調　波　流　出　電　流　発　生　量　算　定

機器最大

稼働率

α [%]

換算

係数

K i

[mA]

 [mA]

47.16 

1,184.4

2,291.9

0.35.058 245.8

25

1.8

16.326 3-3 1.8

1.8

3-3

2 13.54

2

3-32.81

26.20

 パッケージAC ACP-1 5.50 三相

合　計 [mA]

各次数高調波上限値 [mA]

抑制対策の要否判定

√3・受電電圧[kV]

受電電圧 [kV]

 マルチAC室外機

等価容量合計値 P
0
 [kVA]

　　単相の場合：I
1
＝P i・

1,000

 [mA]

9.07 1 9.07
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(様式 電－7) 

　高調波流出電流計算書 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

受電電圧[kV]： 6.6 変圧器容量合計 [kVA]： 150 想定契約電力 [kW]： 105 契約電力による補正率β： 1

合計入力 受電電圧 ｲﾝﾊﾞｰﾀ

負荷 電気 定格容量 算定の定 等の稼

記号 方式 P i 格電流 動率

[kVA] I
1 
[mA] κ 5次 7次 11次 13次 17次 19次 23次 25次

 三相ﾌﾞﾘｯｼﾞ_C平滑 14.0% 6.0% 3.9% 2.3% 2.2% 1.5% 1.4% 1.0%

 直流ﾘｱｸﾄﾙ 91.20 39.09 25.41 14.98 14.33 9.77 9.12 6.51

 三相ﾌﾞﾘｯｼﾞ_C平滑 14.0% 6.0% 3.9% 2.3% 2.2% 1.5% 1.4% 1.0%

 直流ﾘｱｸﾄﾙ 176.48 75.63 49.16 28.99 27.73 18.91 17.65 12.61

 三相ﾌﾞﾘｯｼﾞ_C平滑 30.0% 13.0% 8.4% 5.0% 4.7% 3.2% 3.0% 2.2%

 直流ﾘｱｸﾄﾙ 22.12 9.59 6.19 3.69 3.47 2.36 2.21 1.62

 三相ﾌﾞﾘｯｼﾞ_C平滑 30.0% 13.0% 8.4% 5.0% 4.7% 3.2% 3.0% 2.2%

 直流ﾘｱｸﾄﾙ 59.51 25.79 16.66 9.92 9.32 6.35 5.95 4.36

 単相ﾌﾞﾘｯｼﾞ_C平滑 6.0% 3.9% 1.6% 1.2% 0.6% 0.1% 0.0% 0.0%

 交流ﾘｱｸﾄﾙ 10.48 6.81 2.79 2.10 1.05 0.17 　　－ 　　－

アクティブフィルターで対策をした場合の発生率を

上書きで変更します。

 備考　各次数高調波電流上限値は次による。 94.53 359.79 156.91 100.21 59.68 55.90 37.56 34.93 25.10

 各次数高調波電流上限値 [mA] ＝受電電圧 [kV] ×契約電力1ｋWあたりの各次数高調波流出電流上限値 [mA/kW] 367.5 262.5 168.0 136.5 105.0 94.5 79.8 73.5

×想定契約電力 [kW] 否 否 否 否 否 否 否 否

 1)　高調波発生機器の等価容量の算定 2)　受電電圧換算の定格電流の算定 3)　機器最大稼働率の算定 　　4)　高調波電流発生量の算出

　　α＝κ・β・100 %I n・α

　　P
0
＝Σ(κ・P i) [kVA] 　ここに、κ：ｲﾝﾊﾞｰﾀ等の稼働率 10,000

　　　　　β：契約電力による補正率 　　　ここに、I n：各次数高調波電流 [mA]

　ここに、P
0
：等価容量 [kVA] 　　　%I n：高調波電流発生率 [%]

　　　　　K i：換算計数 　ここに、I
1
：受電電圧換算の定格電流 [mA] 　　　 α：機器最大稼働率

　　　　　P i：各機器の入力定格容量

Ｈ２７

機器最大

稼働率

α [%]

入力定

格容量

[kVA]

回路分

類細分

番号

換算

係数

K i

等価容量

P
0
=P i×K i

[kVA]

平成28年 3月 15日

高　　調　　波　　発　　生　　機　　器 高　調　波　流　出　電　流　発　生　量　算　定

各次数高調波電流

負荷名称 高調波対策 台数 上段：%in 下段：I
1
×

(%in×α)

[mA]

10,000

電動機

容量

[kW]

1,184.4 0.55 パッケージAC ACP-1 5.50 三相 6.77 2 13.54 3-3 1.8 24.372 55

 マルチAC室外機 ACP-2 11.00 三相 13.1 2 26.20 3-3 1.8 55

 給水ポンプ PW 2.20 三相 2.81 1 245.8 0.3

47.16 2,291.9 0.55

2.81 3-3 1.8 5.058 30

 エレベーター EV 7.50 三相 9.07 1 9.07 3-3 1.8 25

 エアコン ACR-1 3.70 単相 4.61 1 698.5 0.25

16.326 793.4 0.25

4.61 4-2 0.35 1.6135 25

各次数高調波上限値 [mA]

抑制対策の要否判定

等価容量合計値 P
0
 [kVA]

　　三相の場合：I
1
＝P i・

1,000

 [mA]

合　計 [mA]

　　単相の場合：I
1
＝P i・

1,000

 [mA]

受電電圧 [kV]

 [mA]

√3・受電電圧[kV]

 I n＝I
1
・
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参考資料（設計基準 P.82 より抜粋） 

 

表 2-13 インバータの定格容量                表 2-14 契約電力 1kW 当たりの高調波流出電流上限値 

次数毎の高調波流出電流上限値〔mA/kW〕 受電電圧 

〔kV〕 5 次 7 次 11 次 13 次 17 次 19 次 23 次 23 次超過 

6.6 3.5 2.5 1.6 1.3 1.0 0.9 0.76 0.70 

 

 

 

                  表 2-15 想定契約電力算出係数 

 

 

 

 

 

 

      備考 受変電設備の総容量については、1VA を 1W と見なす。 

 

 

 

 

備考 JEM-TR201「特定需要家における汎用イン 

  バータの高調波電流計算方法」より抜粋 

電動機容量〔kW〕 入力定格容量Ｐi〔kVA〕 

0.2 0.35 

0.4 0.57 

0.75 0.97 

1.5 1.95 

2.2 2.81 

3.7 4.61 

5.5 6.77 

7.5 9.07 

11 13.1 

15 17.6 

18.5 21.8 

22 25.9 

30 34.7 

37 42.8 

45 52.1 

55 63.7 

最初の 50kW につき 80％ 

次の 50kW につき 70％ 

次の 200kW につき 60％ 

次の 300kW につき 50％ 

600kW を超える部分につき 40％ 
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電路計算書 

 

昔の電圧降下の計算から幹線計算書、そして平成 18 年版迄は電灯幹線計算書、動力幹線計算書と各々別シートになっておりました。平成 21 年

版から電路計算書（幹線用）と（分岐配線用）と計算書そのものが 2 つに分かれました。平成 27 年版の計算書作成の手引は平成 21 年版とほとん

ど変わっておりませんが、計算書様式の中でケーブルラックの低減率を入れる欄が出来ました。また設計基準平成 27年版からは EM-FP-C ケーブル

の許容電流値が紹介されたのと VVF ケーブル、IV 電線が消却されました。しかし現在でも VVF、IV は多用されておりますので平成 21 年版のデー

タを入れております。 

 

ｅｃｏ労師発売以来 6年になりますが、その間お問合せについて無料サポートをしてきましたが、問合せはこの電路計算がほとんどで 80％超で

す。考えてみますと照度計算、高調波、テレビ、電話、太陽光、発電機は正直メーカーに依頼すれば対応してくれますが幹線、力率、短絡電流、

変圧器の選定はやってくれませんので当然です。これ迄の質問を総合してみて、より解り易い入力例ガイドブック作りに努めました。各々計算書

シートで説明しておりますが幹線計算で特に重要な点について 4項目記しておきます。 

１、設計基準 P.117 に記載されている文章を参考にしますと電灯幹線の保護は過負荷及び短絡の保護を行う。動力幹線の保護は短絡保護を行うと

あります。つまり電灯主幹ブレーカーは過負荷（過電流）の保護を行うため電線ケーブルは主幹ブレーカーより大きな許容電流をもった電線

を布設するということであり、単純にして簡単です。 

２、動力幹線は短絡のみです（但し、分岐回路は過負荷及び短絡の保護です）ので過電流とは書いておりません。盤の頭は端子でも良いのです。

内線規程で要約しますと幹線の太さは電動機の定格電流の合計が 50A 以下の場合はその定格電流の 1.25 倍、50A を超える場合は 1.1 倍と規定

されております。合計とありますが単独でも同じです。そして電動機に供給する分岐回路の電線は過電流遮断器の定格の 40％以上の許容電流

のあるものとされています。逆に考えると定格電流が 45A であったとすると電灯ブレーカーは 50A としますが動力は 45A×1.25 倍＝57A 以上

の電線を布設すればブレーカーは 125A でも構わないということです。 

３、ケーブルラックは多数のケーブルがふ設されます。何列ふ設するかは計算シートの下にある表を参考に低減率を算出します。 

４、EM-IE、HIV の許容電流は同じですが設計基準にある電流値は周囲温度 40℃です。内線規程は 30℃ですので承知しておいて下さい。また IV は

IE より、VVF は EEF より許容電流は相当小さくなります。内線規程の IV と設計基準の IE は余り変わらないと考えるのは大間違いです。内線

規程は周囲温度 30℃であることを念頭において下さい。 
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(様式 電－８－１) 

　電路計算書（幹線用） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

周波数 [Hz]： 60

幹線保

電圧 護用遮 こう長 設計負荷 負荷の 種別及び 許容 電線1kmあ 地中管路の

電気方式 断器定 系統 負荷名称 電流 力率 断面積 電流 たりのｲﾝ 単一配線 分岐があ 備考 埋設深さ

格電流 ﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ の る場合の 絶縁電線の場合 地中管路の

[V] [A] l [ｍ] [A] I  [A] cosθ A [mm

2

] [A] Z  [Ω/km] 電圧降下 合計 [V] の本数 管路数

EM-CET 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

22

EM-CET 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

22

EM-CET 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

38

 電圧降下による電線太さの算出 ここに、e： 各線間の電圧降下 [V]

K '： 電気方式による係数 係数

 K 'I lZ I： 設計負荷電流 [A]  単相2線式 2

1,000 l： こう長 [m]  三相3線式 √3

　　中性線がある場合は中性線との電圧降下 Z： 電線1kmあたりのｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ [Ω/km]  単相3線式、三相4線式 1

Ｈ２７

ｹｰﾌﾞﾙ

ﾗｯｸの

場合の

低減率

100 保護管配線

保護管配線100 L-1-1100

100 30.0  L-1-1

平成28年 3月 15日

2.092.0

各線間の電圧降下

e [V]
許容電

圧降下

 L-1-130.0 0.95

幹線番号

又は名称

主幹器具

定格電流

電線及びケーブル

配線方式

絶縁電線の

場合の周囲

温度 (入力

無しの場合

は40℃)

1.065

1.065 2.56

ﾄﾞﾛｯﾌﾟﾀﾞｳﾝﾘｽﾄより選択

負荷の種類

3.0

 L-N-1

30.0 L-N-1

100

単相3線

単相3線

100/200

100/200

80.0

80.0

100/200

 [V] e＝

 L-N-2 単相3線 100

92.00.95

0.9580.0 保護管配線

1.00

1.00

2.56

0.632 1.52125.0

1.00

2.0

K '：電気方式による係数

回路の電気方式

低減率
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電路計算書（幹線用）電灯回路の説明－１ 

・建物名称と日付は表紙に入力することで連動して自動入力されます。 

１、周波数の選択は必須です。周波数によってリアクタンスが変わります（抵抗は一定）のでインピーダンスも少し変化します。 

２、電気方式、電圧はリスト選択します。幹線番号、負荷名称は手入力します。入力しなくても計算式には関係しません。 

３、ブレーカー容量、こう長は手入力です。系統の横線は入れなくても計算式には関係しません。 

４、設計負荷電流は手入力です。例えば計算する電灯盤の負荷容量が 16kVA あるとして平衡がとれていれば 200V で割算すると 80A となります。 

  設計基準では左相と中性線、右相と中性線は平衡していないため大きい方の電流値を採用することになりますが一般的には負荷容量を 

200 で割算してもよろしいかと考えます。 

５、負荷の力率は右のドロップダウンリストより電灯・コンセントを選択します。自動的に 0.95 と入力されます。0.95 の根拠は設計基準 P.112

です。続いて許容電圧降下値を手入力しておいて下さい。（表 2-8 参照。） 

６、次に配線方式をリストより選択し、配線種別を選んでサイズを選択します。入力例で 22mm

2

を選択しますと許容電流と電圧降下に赤数値が出

ます。これは不可ですとの意味です。 

７、許容電圧降下を 3V とすると 2.56V が黒に変わりますが許容電流は 92V と赤のままです。これは電灯回路はブレーカーの容量以上の許容電流

としなければならないからです。 

８、次に計算式を正解とするために 22mm

2

を 38mm

2

にワンサイズアップしますと全て黒数値に変わります。38mm

2

を選択するのが正解です。 

９、CET（CVT）を選択したのに数値が違うという質問がありますが中性線は本数に算入しませんので CED（CVD）の許容電流値が入力されます。 

表 2-8 電圧降下 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ワンポイントアドバイス 

１、電線及びケーブルの許容電流値はブレーカー容量より大きくなければいけません。 

電圧降下  

こう長 

幹 線 分 岐 

60ｍ以下 2％以下 2％以下 

120ｍ以下 4％以下 一般供給の場合 

200ｍ以下 5％以下 

60ｍ以下 3％以下 2％以下 

120ｍ以下 5％以下 変電設備のある場合 

200ｍ以下 6％以下 
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(様式 電－８－１) 

　電路計算書（幹線用） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

周波数 [Hz]： 60

幹線保

電圧 護用遮 こう長 設計負荷 負荷の 種別及び 許容 電線1kmあ 地中管路の

電気方式 断器定 系統 負荷名称 電流 力率 断面積 電流 たりのｲﾝ 単一配線 分岐があ 備考 埋設深さ

格電流 ﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ の る場合の 絶縁電線の場合 地中管路の

[V] [A] l [ｍ] [A] I  [A] cosθ A [mm

2

] [A] Z  [Ω/km] 電圧降下 合計 [V] の本数 管路数

EM－IE 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

22 3本以下

EM－IE 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

38 3本以下

EM－IE 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

38 3本以下

EM－IE 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

38 3本以下

 電圧降下による電線太さの算出 ここに、e： 各線間の電圧降下 [V]

K '： 電気方式による係数 係数

 K 'I lZ I： 設計負荷電流 [A]  単相2線式 2

1,000 l： こう長 [m]  三相3線式 √3

　　中性線がある場合は中性線との電圧降下 Z： 電線1kmあたりのｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ [Ω/km]  単相3線式、三相4線式 1

Ｈ２７

回路の電気方式

 e＝  [V]

K '：電気方式による係数

80.0 0.95 保護管配線 50 0.85103.5 0.598 1.44 2.0

1.13

単相3線 100/200 100 30.0 100

2.0 30138.8 0.598 1.44100 80.0 0.95 保護管配線100 30.0単相3線 100/200

1.002.0122.4 0.598 1.44100 80.0 0.95 保護管配線100 30.0単相3線 100/200

1.002.086.0 0.986 2.3730.0 100 80.0

幹線番号

又は名称

許容電

圧降下

単相3線 100/200 0.95 保護管配線100

低減率

配線方式

ｹｰﾌﾞﾙ

ﾗｯｸの

場合の

低減率

負荷の種類

ﾄﾞﾛｯﾌﾟﾀﾞｳﾝﾘｽﾄより選択

絶縁電線の

場合の周囲

温度 (入力

無しの場合

は40℃)

平成28年 3月 15日

主幹器具

定格電流

電線及びケーブル 各線間の電圧降下

e [V]
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電路計算書（幹線用）電灯回路の説明－２ 

 

・絶縁電線を配管内に入線した場合を説明します。（幹線番号、系統横線、負荷名称は省略しています。） 

 

１、EM-IE も HIV の許容電流は同じです（設計基準 P.107 参照）。周波数の選択は必須です。 

２、注意すべき点は設計基準の許容電流値は周囲温度 40℃の場合です。内線規程は周囲温度 30℃の値ですので同じではありません。どうしても

状況から判断して 30℃で良いとなれば入力例の右側欄に 30と入力して下さい。40℃以上（例 50℃）の場合も同様です。 

３、上段から説明しますと IE22mm

2

を選択すると許容電流、電圧降下共に赤数値となり、22mm

2

では不可となります。 

４、次に 38mm

2

にするとＯＫです。説明用として区別していますが 22mm

2

でダメであれば 22mm

2

のところで再度 38mm

2

を選択し直して下さい。 

５、下段は同じ 38mm

2

でも周囲温度 30℃、50℃にしてみると許容電流値が変わることが理解できます。この数値は設計基準 P.107 補正係数の式を

参考としています。 

６、設計基準 H27 年版から IV電線が消去されています。民間物件では IV電線も多く用いられているため、IVも選択できるようにしています。 

これも周囲温度 40℃の場合で電流値は H21 年版の補正係数の式より求めています。 

 

 

ワンポイントアドバイス 

１、EM-IE と HIV の許容電流は同じです。 

２、このソフトで自動入力される許容電流値は周囲温度 40℃の場合です。 

３、中性線と接地線は本数に算入しません。例えば IE22

□

×3、E5.5

□

（31）の場合でも右ドロップダウンリストの 3本以下を選択して下さい。 
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(様式 電－８－１) 

　電路計算書（幹線用） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

周波数 [Hz]： 50

幹線保

電圧 護用遮 こう長 設計負荷 負荷の 種別及び 許容 電線1kmあ 地中管路の

電気方式 断器定 系統 負荷名称 電流 力率 断面積 電流 たりのｲﾝ 単一配線 分岐があ 備考 埋設深さ

格電流 ﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ の る場合の 絶縁電線の場合 地中管路の

[V] [A] l [ｍ] [A] I  [A] cosθ A [mm

2

] [A] Z  [Ω/km] 電圧降下 合計 [V] の本数 管路数

EM－IE 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

38 3本以下

EM－IE 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

8 3本以下

EM－IE 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

8 3本以下

EM－IE 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

38 3本以下

EM－IE 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

8 3本以下

EM－IE 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

14 3本以下

 電圧降下による電線太さの算出 ここに、e： 各線間の電圧降下 [V]

K '： 電気方式による係数 係数

 K 'I lZ I： 設計負荷電流 [A]  単相2線式 2

1,000 l： こう長 [m]  三相3線式 √3

　　中性線がある場合は中性線との電圧降下 Z： 電線1kmあたりのｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ [Ω/km]  単相3線式、三相4線式 1

Ｈ２７

回路の電気方式

 e＝  [V]

K '：電気方式による係数

39.0 0.95 保護管配線 1.0066.0 1.531 1.20 2.59V 3.0 OK

1.00

単相3線 100/200 20.0  L-2-2 40

1.92V 3.0 OK46.0 2.702 0.5340 39.0 0.95 保護管配線5.0  L-2-1単相3線 100/200

78.0 0.95 保護管配線 1.00122.4 0.592 1.39 3.0 分岐例の正解 単相3線 100/200 100 30.0

1.003.5V 3.0 NG46.0 2.702 2.1140 39.0 0.95 保護管配線20.0  L-2-2単相3線 100/200

39.0 0.95 保護管配線 1.0046.0 2.702 0.53 1.92V 3.0 OK

1.00

単相3線 100/200 5.0  L-2-1 40

3.0122.4 0.592 1.3930.0 78.0

幹線番号

又は名称

許容電

圧降下

 L-N-2分岐例 単相3線 100/200 0.95 保護管配線100

低減率

配線方式

ｹｰﾌﾞﾙ

ﾗｯｸの

場合の

低減率

負荷の種類

ﾄﾞﾛｯﾌﾟﾀﾞｳﾝﾘｽﾄより選択

絶縁電線の

場合の周囲

温度 (入力

無しの場合

は40℃)

平成28年 3月 15日

主幹器具

定格電流

電線及びケーブル 各線間の電圧降下

e [V]
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電路計算書（幹線用）電灯回路の説明－３ 

 

・分岐のある場合の計算式について説明します。 

 

１、周波数の選択は必須です。前頁では 60Hz でしたが 50Hz にして計算します。 

前頁 IE-38mm

2

のインピーダンスは 0.598 でしたが 50Hz では 0.592 と少し小さな値となっています。 

２、上段の分岐は各々設計電流 39A、ブレーカー40A と同じであるため 8mm

2

を選択してみました。 

  L-2-2 の幹線の電流値 46A が赤数値となっています。これは分岐配線は 8ｍを超えるため主幹ブレーカーの 55％以上、つまり 55A 以上の許容

電流のある電線であることが満足できていないためです。また電圧降下も 3％以内を目標としているのにオーバーしています。 

３、L-2-2 の分岐幹線を 14mm

2

にサイズアップすると許容電流、電圧降下共にＯＫとなります。 

４、合計値、備考欄は手入力です。 

 

 

ワンポイントアドバイス 

幹線より分岐された細い幹線の許容電流値 

3ｍ<Ｌ≦8ｍの場合 幹線保護用遮断器定格電流の 35％以上 

Ｌ>8ｍの場合 幹線保護用遮断器定格電流の 55％以上 
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(様式 電－８－１) 

　電路計算書（幹線用） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

周波数 [Hz]： 50

幹線保

電圧 護用遮 こう長 設計負荷 負荷の 種別及び 許容 電線1kmあ 地中管路の

電気方式 断器定 系統 負荷名称 電流 力率 断面積 電流 たりのｲﾝ 単一配線 分岐があ 備考 埋設深さ

格電流 ﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ の る場合の 絶縁電線の場合 地中管路の

[V] [A] l [ｍ] [A] I  [A] cosθ A [mm

2

] [A] Z  [Ω/km] 電圧降下 合計 [V] の本数 管路数

EM-CET 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ D=300

38

EM-CET 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ D=600

38

EM-CET 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ D=300

38 2管

EM-CET 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ D=600

38 2管

EM-CET 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ D=1,200

38 2管

EM－IE 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ D=600

38 3本以下 2管

 電圧降下による電線太さの算出 ここに、e： 各線間の電圧降下 [V]

K '： 電気方式による係数 係数

 K 'I lZ I： 設計負荷電流 [A]  単相2線式 2

1,000 l： こう長 [m]  三相3線式 √3

　　中性線がある場合は中性線との電圧降下 Z： 電線1kmあたりのｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ [Ω/km]  単相3線式、三相4線式 1

Ｈ２７

回路の電気方式

 e＝  [V]

K '：電気方式による係数

1.004.0#VALUE! 0.592 3.73100 90.0 0.95 地中保護管配線100 70.0単相3線 100/200

90.0 0.95 地中保護管配線 0.95128.2 0.625 3.94 4.0

1.00

単相3線 100/200 100 70.0 100

4.0135.0 0.625 3.94100 90.0 0.95 地中保護管配線100 70.0単相3線 100/200

90.0 0.95 地中保護管配線 1.00120.0 0.625 3.94 4.0単相3線 100/200 100 70.0 100

90.0 0.95 地中保護管配線 1.000.625 3.94 4.0

1.00

単相3線 100/200 100 70.0 100

4.00.625 3.9470.0 100 90.0

幹線番号

又は名称

許容電

圧降下

単相3線 100/200 0.95 地中保護管配線100

低減率

配線方式

ｹｰﾌﾞﾙ

ﾗｯｸの

場合の

低減率

負荷の種類

ﾄﾞﾛｯﾌﾟﾀﾞｳﾝﾘｽﾄより選択

絶縁電線の

場合の周囲

温度 (入力

無しの場合

は40℃)

平成28年 3月 15日

主幹器具

定格電流

電線及びケーブル 各線間の電圧降下

e [V]
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電路計算書（幹線用）電灯回路の説明－４ 

 

・地中埋設について説明します。 

 

１、こう長が 70ｍ（60ｍ以上）あるため、とりあえず許容電圧降下を 4％（4V）として計算します。 

２、上の 2段に許容電流値が入らないのは右の管路数が選択されていないためです。管路数の選択入力は必須です。 

３、中の 3段は地中管路の埋設深さを 300、600、1,200 と 3種類を計算しました。許容電流値が各々異なります。 

  設計基準 P.257 の構内線路を採用しています。参考迄に 300 の場合の基礎温度は 32℃、600 の場合は 25℃です。 

  1,200 の場合は 600 に比較して 5％程度減少すると記されております。 

４、下段に#VALUE!が出ています。これは地中管路に EM-IE（絶縁電線）を選択したためです。地中埋設はケーブル配線です。 

 

 

ワンポイントアドバイス 

１、地中管路に入線するのは CE(CV）ケーブル、CET（CVT）ケーブルです。IE（IV）は不可です。 

２、埋設深さは深い程、許容電流値がアップするものではありません。GL-1,200 は-600 に比べて 5％減少します。 
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(様式 電－９) 

　ケーブルラック許容電流計算書（ケーブルラック配線） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

電圧 種別及び 許容 低減率を考慮

電気方式 負荷名称 断面積 電流 した許容電流

[V] [A] [A] I  [A] [A] A [mm

2

] [A] [A] D  [mm] [mm]

EM-CE

5.5-3c

EM-CE

14-3c

EM-CE

22-3c

EM-CET

38

EM-CET

60

EM-CET

60

EM-CET

100

合計　Σ(D +10)

ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸの必要寸法

1.2｛Σ(D +10)+60｝

Ｈ２７

平成28年 3月 15日

幹線番号

又は名称

配線保護

用遮断器

定格電流

主幹器具

定格電流

設計負

荷電流

ｹｰﾌﾞﾙ選定

上必要な

許容電流

ケーブル ケーブルラック

ｹｰﾌﾞﾙの仕

上がり外径

27.5

 L-N-1 単相3線 100/200  L-1 30

63.7

単相3線

D  + 10

36.4 14.525.2 24.542.9 52

17.5

62.4 107.2

100/200  L-4

30

 L-3100/200

9140.6 71.5 L-N-2 単相3線 100/200  L-2

43.0

28.0 38.0

単相3線

142.9100 100 81.6

112.5125

31.0

115.5

84.0 21.012075

50 50

75 L-N-3

 L-N-4 単相3線

33.0125 225

165

157.5

310

178.6

130.8 225

 L-N-5

単相3線

 L-N-7 100/200単相3線

 L-N-6

 L-5

100/200

100/200

150

 L-7 200

214.3

285.8 51.0

33.0 43.0157.5

41.0178.3 217.0

150

200

 L-6

許容電流低減率の算定 258.0

ｹｰﾌﾞﾙの列数(n) 7 選定するｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ

ｹｰﾌﾞﾙの段数(m) 1 382

400

ｹｰﾌﾞﾙの仕上がり外径

許容電流低減率 0.7

備考 (1) JCS 0168-2「33kV以下電力ｹｰ

段 m ﾌﾞﾙの許容電流計算－第2部：低圧ｺﾞ

7 8 9 11 13 16 ﾑ・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸｹｰﾌﾞﾙの許容電流」及び

1 2 3 6

～

2 3 4 5 6 7

～

3 4 5 6 7 8

～～～～

20 JCS 0168-3「33kV以下電力ｹｰﾌﾞﾙの

20 20 10 12 15 19 許容電流計算－第3部：高圧架橋ﾎﾟ

1 0.85 0.80 0.70 0.70 0.70 0.60 0.60 0.56 0.53 0.51 0.50 0.48 0.41 0.37 0.34 0.32 0.31 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 ﾘｴﾁﾚﾝの許容電流」より抜粋

1 0.95 0.95 0.90 0.80 0.90 0.90 0.85 0.73 0.72 0.71 0.70 0.80 0.80 0.68 0.66 0.65 0.65 0.64 0.63 0.62 0.61 0.60 (2) Sは、ｹｰﾌﾞﾙの中心間隔を示す。

1 1.00 1.00 0.95 0.95 0.95 0.90 0.85 0.85 (3) Dは、ｹｰﾌﾞﾙの仕上り外径を示す。

ケーブルラック配線の許容電流の低減率η
0

中

心

配

列

関

係

1 2 3

S =D

S=2D

S=3D

列 n

　　計算式の説明計算式の説明計算式の説明計算式の説明

　　・電灯回路はブレーカーの定格電流値以上のケーブルが必要です。

　　　最上段で説明しますとブレーカーが30Aですが低減率が0.7ですので理論上は

　　　30÷0.7＝42.9A以上の許容電流を満足するケーブルを選定する必要があります。

　　・EM-CEを選択すると自動的に5.5-3Cが入力されます。

　　・EM-CE5.5mm

2

-3Cの許容電流は52Aです。（電流値はケーブル2Cの値が入力されます。）

　　・次に1条のみ配線であれば52Aですが低減率0.7を乗じると52×0.7＝36.4Aとなります。

　　・このシートはあくまで許容電流によるケーブル選定とラック幅を計算するものです。

入力入力入力入力

入力入力入力入力
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(様式 電－８－１) 

　電路計算書（幹線用） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

周波数 [Hz]： 50

幹線保

電圧 護用遮 こう長 設計負荷 負荷の 種別及び 許容 電線1kmあ

電気方式 断器定 系統 負荷名称 電流 力率 断面積 電流 たりのｲﾝ 単一配線 分岐があ 備考

格電流 ﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ の る場合の

[V] [A] l [ｍ] [A] I  [A] cosθ A [mm

2

] [A] Z  [Ω/km] 電圧降下 合計 [V]

EM-CE

5.5-3c

EM-CE

14-3c

EM-CE

22-3c

EM-CET

38

EM-CET

60

EM-CET

60

EM-CET

100

 電圧降下による電線太さの算出 ここに、e： 各線間の電圧降下 [V]

K '： 電気方式による係数 係数

 K 'I lZ I： 設計負荷電流 [A]  単相2線式 2

1,000 l： こう長 [m]  三相3線式 √3

　　中性線がある場合は中性線との電圧降下 Z： 電線1kmあたりのｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ [Ω/km]  単相3線式、三相4線式 1

Ｈ２７

回路の電気方式

 e＝  [V]

K '：電気方式による係数

3.00.70 217.0 0.255 1.37200 178.3 0.95 ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ配線200 30.0  L-7 L-N-7 単相3線 100/200

130.8 0.95 ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ配線 0.70 157.5 0.406 1.60 3.0 L-N-6 単相3線 100/200 150 30.0  L-6 150

3.00.70 157.5 0.406 1.38125 112.5 0.95 ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ配線125 30.0  L-5 L-N-5 単相3線 100/200

81.6 0.95 ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ配線 0.70 115.5 0.625 1.53 3.0 L-N-4 単相3線 100/200 100 30.0  L-4 100

3.00.70 84.0 1.052 1.9775 62.4 0.95 ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ配線75 30.0  L-3 L-N-3 単相3線 100/200

40.6 0.95 ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ配線 0.70 63.7 1.651 2.02 3.0 L-N-2 単相3線 100/200 50 30.0  L-2 50

3.00.70 36.4 4.152 3.1430.0  L-1 30 25.2

幹線番号

又は名称

許容電

圧降下

 L-N-1 単相3線 100/200 0.95 ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ配線30

配線方式

ｹｰﾌﾞﾙ

ﾗｯｸの

場合の

低減率

平成28年 3月 15日

主幹器具

定格電流

電線及びケーブル 各線間の電圧降下

e [V]

　計算式の説明　計算式の説明　計算式の説明　計算式の説明

　　・前ページのケーブルラック計算シートはあくまで許容電流とラック幅の計算ですが電路計算では電圧降下を算定するために

　　　周波数及びこう長を入力する必要があります。

　　・1段7列ですので低減率は0.7ですので低減率の欄に0.7と手入力します。

　　・こう長30mを入力すると電圧降下は3.0Vを超えるため3.14と赤で入ります。

　　　電流は満足しても電圧降下が不可となりましたのでリストより8mm

2

-3Cに入れ替えて下さい。

　　・前ページで算定したケーブルを参考に一応入力してみて電圧降下が満足できない場合は一回り太いケーブルを選定しましょう。
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(様式 電－９) 

　ケーブルラック許容電流計算書（ケーブルラック配線） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

電圧 種別及び 許容 低減率を考慮

電気方式 負荷名称 断面積 電流 した許容電流

[V] [A] [A] I  [A] [A] A [mm

2

] [A] [A] D  [mm] [mm]

EM-CE

14-3c

EM-CE

14-3c

EM-CET

22

EM-CET

38

EM-CET

60

EM-CET

60

EM-CET

100

EM-CE

8-3c

EM-CET

38

合計　Σ(D +10)

ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸの必要寸法

1.2｛Σ(D +10)+60｝

Ｈ２７

平成28年 3月 15日

幹線番号

又は名称

配線保護

用遮断器

定格電流

主幹器具

定格電流

設計負

荷電流

ｹｰﾌﾞﾙ選定

上必要な

許容電流

ケーブル ケーブルラック

ｹｰﾌﾞﾙの仕

上がり外径

200  P-1 50 50 P-N-1 三相3線

50 50

17.5 27.5

17.5 27.542.0 75.1 76 53.2

D  + 10

35.0 62.6 76 53.2

200  P-2

 P-N-3 三相3線

 P-N-2 三相3線

24.0 34.0200  P-3 75 75 60.0 94.3 110 77.0

155 108.5 P-N-4 三相3線 200  P-4 100 100

 P-N-5 三相3線 33.0 43.0200  P-5 125 125

150 150

28.0 38.0

100.0 157.2 210 147.0

92.0 144.6

200  P-6

 P-N-7 三相3線

 P-N-6 三相3線

41.0 51.0400  P-7 200 200

33.0 43.0

175.0 275.1 290 203.0

125.0 196.5 210 147.0

 P-N-1 三相3線 16.0 26.0200  P-1 50 50 35.0 62.6 54 37.8

200  P-5 125 125 P-N-5 三相3線 100.0 157.2 28.0 38.0155 108.5

ｹｰﾌﾞﾙの仕上がり外径

許容電流低減率の算定 328.0

許容電流低減率 0.7

ｹｰﾌﾞﾙの段数(m) 1

500ｹｰﾌﾞﾙの列数(n) 7 選定するｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ

466

備考 (1) JCS 0168-2「33kV以下電力ｹｰ

段 
m

ﾌﾞﾙの許容電流計算－第2部：低圧ｺﾞ

7 8 9 11 13 16 ﾑ・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸｹｰﾌﾞﾙの許容電流」及び

1 2 3 6
～

2 3 4 5 6 7
～

3 4 5 6 7 8
～～～～

20 JCS 0168-3「33kV以下電力ｹｰﾌﾞﾙの

20 20 10 12 15 19 許容電流計算－第3部：高圧架橋ﾎﾟ

1 0.85 0.80 0.70 0.70 0.70 0.60 0.60 0.56 0.53 0.51 0.50 0.48 0.41 0.37 0.34 0.32 0.31 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 ﾘｴﾁﾚﾝの許容電流」より抜粋

1 0.95 0.95 0.90 0.80 0.90 0.90 0.85 0.73 0.72 0.71 0.70 0.80 0.80 0.68 0.66 0.65 0.65 0.64 0.63 0.62 0.61 0.60 (2) Sは、ｹｰﾌﾞﾙの中心間隔を示す。

1 1.00 1.00 0.95 0.95 0.95 0.90 0.85 0.85 (3) Dは、ｹｰﾌﾞﾙの仕上り外径を示す。

ケーブルラック配線の許容電流の低減率η
0

中

心

配

列

関

係

1 2 3

S =D

S =2D

S =3D

列 
n

　　計算式の説明計算式の説明計算式の説明計算式の説明

　　・動力用で説明していますが、電灯・動力を別々に算定する必要はありません。

　　　便宜上、動力のみを入力しています。

入力入力入力入力

入力入力入力入力
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ケーブルラック許容電流計算書の説明 

 

・動力回路について説明します。 

 

１、ここでは説明用として動力のみ入力していますが、電灯も一緒に計算できます。 

２、電灯回路の考え方はブレーカーの定格電流以上の許容電流のあるケーブルを選定する必要があると説明しました。 

  動力は少し考え方が異なります。 

３、内線規程で「電動機に供給する幹線の太さはその幹線に接続する電動機の定格電流が 50A 以下の場合は、その定格電流の 1.25 倍、 

  50A を超える場合は 1.1 倍とする。」と規定されています。 

４、最上段の P-N-1 の回路で説明しますと設計電流 35A×1.25 倍÷低減率 0.7＝62.5 ∴62.6 と入ります。 

  EM-CE を選定すると 14mm

2

が自動入力されます。14mm

2

の許容電流は 76A ですので低減率 0.7 を掛算すると 53.2A となります。 

  P-N-5 の回路で説明しますと設計負荷電流が 100A なので 100A×1.1 倍÷低減率 0.7＝157.14 ∴157.2 と入ります。 

  EM-CET を選定すると 60mm

2

が自動入力されます。60mm

2

の許容電流は 210A ですので低減率 0.7 を掛算すると 147A となります。 

５、下段は P-N-1 と P-N-5 を検証してみたものです。経験豊富な人は設計電流 35A であれば 5.5mm

2

～8mm

2

、100A であれば 38mm

2

で十分と考えると

推測します。結果は内線規程を満足できません。自動で選定されるケーブルサイズが正解です。 

 

 

ワンポイントアドバイス 

１、ケーブルの段数、ケーブルの列数は手入力して低減率を求めます。 

２、このシートはあくまで許容電流とラック幅を求めるもので幹線のケーブルサイズが確定したものではあります。 

３、電路計算書で周波数を選定し、こう長を入力します。こう長が長い場合は電流は問題ありませんが、電圧降下に赤数値が出る時もあります。 

  その場合はケーブルサイズをアップして確認して下さい。 
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(様式 電－８－１) 

　電路計算書（幹線用） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

周波数 [Hz]： 50

幹線保

電圧 護用遮 こう長 設計負荷 負荷の 種別及び 許容 電線1kmあ 地中管路の

電気方式 断器定 系統 負荷名称 電流 力率 断面積 電流 たりのｲﾝ 単一配線 分岐があ 備考 埋設深さ

格電流 ﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ の る場合の 絶縁電線の場合 地中管路の

[V] [A] l [ｍ] [A] I  [A] cosθ A [mm

2

] [A] Z  [Ω/km] 電圧降下 合計 [V] の本数 管路数

EM-CE 電動機(ｺﾝﾃﾞﾝｻ有)

14-3c

EM-CE 電動機(ｺﾝﾃﾞﾝｻ有)

14-3c

EM-CE 電動機(ｺﾝﾃﾞﾝｻ有)

22-3c

EM-CET 電動機(ｺﾝﾃﾞﾝｻ有)

60

EM-CET 電動機(ｺﾝﾃﾞﾝｻ無)

60

EM-CET 電動機(ｺﾝﾃﾞﾝｻ有)

38

EM-CET 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

38

 電圧降下による電線太さの算出 ここに、e： 各線間の電圧降下 [V]

K '： 電気方式による係数 係数

 K 'I lZ I： 設計負荷電流 [A]  単相2線式 2

1,000 l： こう長 [m]  三相3線式 √3

　　中性線がある場合は中性線との電圧降下 Z： 電線1kmあたりのｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ [Ω/km]  単相3線式、三相4線式 1

Ｈ２７

回路の電気方式

 e＝  [V]

K '：電気方式による係数

92.0 0.95 ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ配線 0.70 1.00115.5 0.625 1.15 4.0

1.00

 L-N-4 単相3線 100/200 100 20.0  L-4

4.00.70 108.5 0.606 1.9492.0 0.90 ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ配線100 20.0  P-4 P-N-4 三相3線 200

1.004.00.70 147.0 0.373 1.30100.0 0.80 ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ配線125 20.0  P-5 P-N-5 三相3線 200

100.0 0.90 ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ配線 0.70 1.00147.0 0.398 1.38 4.0 P-N-5 三相3線 200 125 20.0  P-5

1.004.00.70 70.0 1.009 3.0635.0 0.90 ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ配線50 50.0  P-1 P-N-1 三相3線 200

35.0 0.90 ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ配線 0.70 1.0053.2 1.576 4.78 4.0

1.00

 P-N-1 三相3線 200 50 50.0  P-1

4.00.70 53.2 1.576 1.9220.0  P-1 35.0

幹線番号

又は名称

許容電

圧降下

 P-N-1 三相3線 200 0.90 ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ配線50

低減率

配線方式

ｹｰﾌﾞﾙ

ﾗｯｸの

場合の

低減率

負荷の種類

ﾄﾞﾛｯﾌﾟﾀﾞｳﾝﾘｽﾄより選択

絶縁電線の

場合の周囲

温度 (入力

無しの場合

は40℃)

平成28年 3月 15日

主幹器具

定格電流

電線及びケーブル 各線間の電圧降下

e [V]
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電路計算書（幹線用）動力回路の説明 

 

・前ページで求めたケーブルサイズで電路計算シートにて計算して説明します。 

 

１、P-N-1 幹線にこう長 20ｍを入力すると電圧降下は 1.92V と算定され、4.0V（2％以内）以下でＯＫです。50ｍと距離を長くすると 4.78V と赤

で表示され、オーバーしています。このような場合はワンランクアップの 22mm

2

でやり直してください。CE22mm

2

の許容電流は 70A と表示さ

れていますが CET の場合は 77A と大きな値となります。これは CE22mm

2

の１条ふ設が 100A に 0.7 の低減率が掛かっています。CET の場合は

110A に 0.7 で 77A になります。CET（CVT）は CE（CV）ケーブルより許容電流値は大きいです。 

２、中段 P-N-5 は電動機コンデンサ有と無を比較しています。力率が良いほど電圧降下が大きいことが理解できます。 

インピーダンスが大きくなるからです。 

３、下段は 3φ、1φで比較してみました。同じ CET38mm

2

であるのに許容電流値が異なります。1φの場合は中性線の電線は本数に算入しないため

CED（ダブル＝2C）の電流値が入力されます。 

 

 

ワンポイントアドバイス 

１、コンデンサ有と無の力率は設計基準 P.112 を参考にしていますが、力率はこれに限らず任意に変更できます。同じく P.112 の計算式に基づい

たソフトとしていますのでどのようにでも変更可能です。 

２、電線のインピーダンスは周波数によって変わりますので、最上段左の周波数選択は必須です。 
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　電路計算書（分岐配線用） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

盤名称：

回路 電圧 こう長 種別及び

番号 電気方式 断面積 単一配線の 分岐がある

[V] [A] l [ｍ] [VA] I  [A] A [mm

2

] [A] 電圧降下 場合の合計 [V]

EM-EEF

2.0mm-2c

EM-EEF

2.0mm-2c

EM-EEF

2.0mm-2c

EM-EEF

2.0mm-2c

VVF

2.0mm-2c

VVF

2.0mm-2c

VVF

2.0mm-2c

VVF

2.0mm-2c

 電圧降下による電線太さの算出 ここに、e： 各線間の電圧降下 [V]

K '： 電気方式による係数 係数

 K 'I l I： 設計負荷電流 [A]  　　単相2線式、直流2線式 35.6

1,000×A l： こう長 [m]  　　三相3線式 30.8

　中性線がある場合は中性線との電圧降下 A： 電線の断面積 [mm

2

]  　　単相3線式、三相4線式 17.8

平成28年 3月 15日

許容電

圧降下
備考許容電流

12.0 2.0ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ配線 35.01.00

100

負荷名称

15.0

系統

15.0

設計負

荷電流
ﾗｯｸの

場合の

低減率

各線間の電圧降下

e [V]

配線方式

電線及びケーブル

2.020

1.841,500

1,500 25.0

配線用遮断

器定格電流

1.84

単相2線 100

負荷容量

20

単相2線

単相2線

1,500

単相2線 100 12.020 1,500

保護管配線

20100

12.0

12.0 ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ配線

15.0 ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ配線 24.5

15.0

0.70

0.50

2.0

1.84

1.84

17.5 2.0

20単相2線 100 1,500 15.0 ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ配線 23.01.00 1.8412.0

2.0

0.50

2.0

1.84

11.51,500

1,500 15.0 保護管配線 19.0

1.84

単相2線 100

単相2線

単相2線

100 12.0

20

100

12.0

20 2.0

1,500 15.0

15.0 ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ配線

ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ配線 16.10.7020 12.0 1.84 2.0

 e＝  [V]

回路の電気方式

K '：電気方式による係数
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よくある質問（天井ころがし配線）について説明します！ 

 

・電路計算書で配線方式は保護管、ケーブルラック、地中管路の 3つですが電灯・コンセント配線で天井内ころがし配線とした場合、何でみたら 

よいか？の質問が多数ありましたので解説します。 

 

１、上段 4種類で説明します。小規模な工場・作業場で回路も少なく天井ころがし配線から電灯盤迄ケーブル露出の場合、ケーブルラック配線を

選択し、低減率に 1.0 と入力します。 

２、次に天井ころがし配線から電灯盤迄の立下りを配管に収容する場合は保護管を選択します。（最も不利な条件で計算するのが安全です。） 

立下りが軽鉄間仕切りの中を保護管に入れないでそのままケーブルを配線する場合は上記のケーブルラックの算定で良いと考えます。 

３、次に大型店舗のように電灯盤に 40～50 本ものケーブルが束になって配線される場合は低減率を 0.5 程度にして計算するのが安全です。 

４、低減率 0.5 になれば許容電流も 17.5A に下がりますので好ましい状況ではありません。施工上、束にするとしても 3～4本以下にまとめるこ

とに注意できれば低減率 0.7 でよろしいかと思います。 

５、上段は EEF ですが中段は VVF で算定してみました。多数のケーブルを束にすると許容電流は 11.5A と赤表示され、設計電流以下となります。

このような場合はケーブルが熱によって高温となり、火災の要因となります。束にしないとか、第一分岐迄はワンサイズアップのケーブルを

使用するとかの注意が必要となります。 

６、この考え方は幹線の天井内ころがし（実際は 1ｍピッチで吊ります。）にも適用できます。 

 

 

ワンポイントアドバイス 

１、設計が EEF となっているのに、安価にするため VVF に変更する場合がよくあります。 

EEF に比べて VVF の許容電流は小さいと認識しておいて下さい。VVF の電流値は H21 年版を参考としています。 
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（１５．０ｍ）

（６．９ｍ）

（３．５ｍ）

（７．９ｍ）

（３．５ｍ）

ＭＣＣＢ３Ｐ

４００／３００ＡＴ

ＭＣＣＢ３Ｐ

２２５／２２５ＡＴ

ＭＣＣＢ３Ｐ

２２５／２００ＡＴ

幹線番号：Ｌ－Ｎ－３

幹線番号：Ｌ－Ｎ－２

幹線番号：Ｌ－Ｎ－１

（１９．２ｍ）

（２５．３ｍ）

（２０．３ｍ）

Ｔｒ １φ３Ｗ 油入型

６．６ｋＶ／２１０Ｖ－１０５Ｖ

変電設備の

ある場合

一般供給の

ある場合

２００ｍ以下

３％以下 ２％以下

６％以下

１２０ｍ以下 ５％以下

６０ｍ以下

２００ｍ以下 ５％以下

１２０ｍ以下 ４％以下

６０ｍ以下 ２％以下

幹線 分岐

電圧降下

こう長

許容電圧降下

（設計電流： ） （設計電流： ） （設計電流： ）

（設計電流： ） （設計電流： ）

（設計電流： ）

（設計電流： ）

（設計電流： ）

１．各電灯盤迄の電路計算を行います。（周波数は５０Ｈｚ）

２．配線はＥＭ－ＩＥとし保護管に入線とします。

３．変電設備があるため電圧降下は３％以下とします。

※例題－１

Ｌ－１－１

主幹：

２２５ＡＦ／２００ＡＴ

Ｌ－２－１

Ｌ－３－１

Ｌ－２－２

Ｌ－３－２ Ｌ－３－３

ＭＣＣＢ３Ｐ

主幹：

２２５ＡＦ／１５０ＡＴ

ＭＣＣＢ３Ｐ 主幹：

１００ＡＦ／１００ＡＴ

ＭＣＣＢ３Ｐ

主幹：

２２５ＡＦ／１２５ＡＴ

ＭＣＣＢ３Ｐ 主幹：

２２５ＡＦ／１２５ＡＴ

ＭＣＣＢ３Ｐ 主幹：

１００ＡＦ／７５ＡＴ

ＭＣＣＢ３Ｐ

１０５Ａ １０５Ａ ６５Ａ

１３０Ａ ８０Ａ

１７５Ａ

２１０Ａ

２７５Ａ
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(様式 電－８－１) 

　電路計算書（幹線用） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

周波数 [Hz]： 50

幹線保

電圧 護用遮 こう長 設計負荷 負荷の 種別及び 許容 電線1kmあ 地中管路の

電気方式 断器定 系統 負荷名称 電流 力率 断面積 電流 たりのｲﾝ 単一配線 分岐があ 備考 埋設深さ

格電流 ﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ の る場合の 絶縁電線の場合 地中管路の

[V] [A] l [ｍ] [A] I  [A] cosθ A [mm

2

] [A] Z  [Ω/km] 電圧降下 合計 [V] の本数 管路数

EM－IE 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

100 3本以下

EM－IE 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

100 3本以下

EM－IE 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

60 3本以下

EM－IE 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

38 3本以下

EM－IE 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

200 3本以下

EM－IE 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

60 3本以下

EM－IE 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

60 3本以下

EM－IE 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

100 3本以下

 電圧降下による電線太さの算出 ここに、e： 各線間の電圧降下 [V]

K '： 電気方式による係数 係数

 K 'I lZ I： 設計負荷電流 [A]  単相2線式 2

1,000 l： こう長 [m]  三相3線式 √3

　　中性線がある場合は中性線との電圧降下 Z： 電線1kmあたりのｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ [Ω/km]  単相3線式、三相4線式 1

Ｈ２７

回路の電気方式

 e＝  [V]

K '：電気方式による係数

65.0 0.95 保護管配線 1.00225.3 0.238 0.24 1.19V 3.0 OK

1.00

単相3線 100/200 15.0  L-3-3 75

1.23V 3.0 OK164.0 0.379 0.28125 105.0 0.95 保護管配線6.9  L-3-2単相3線 100/200

105.0 0.95 保護管配線 1.00164.0 0.379 0.14 1.09V 3.0 OK

1.00

単相3線 100/200 3.5  L-3-1 125

3.0354.0 0.136 0.95275.0 0.95 保護管配線300 25.3 L-N-3 単相3線 100/200

1.001.34V 3.0 OK122.4 0.592 0.38100 80.0 0.95 保護管配線7.9  L-2-2単相3線 100/200

130.0 0.95 保護管配線 1.00164.0 0.379 0.18 1.14V 3.0 OK

1.00

単相3線 100/200 3.5  L-2-1 150

3.0225.3 0.238 0.96210.0 0.95 保護管配線225 19.2 L-N-2 単相3線 100/200

1.003.0225.3 0.238 0.8520.3  L-1-1 200 175.0

幹線番号

又は名称

許容電

圧降下

 L-N-1 単相3線 100/200 0.95 保護管配線200

低減率

配線方式

ｹｰﾌﾞﾙ

ﾗｯｸの

場合の

低減率

負荷の種類

ﾄﾞﾛｯﾌﾟﾀﾞｳﾝﾘｽﾄより選択

絶縁電線の

場合の周囲

温度 (入力

無しの場合

は40℃)

平成28年 3月 15日

主幹器具

定格電流

電線及びケーブル 各線間の電圧降下

e [V]

　計算式の説明計算式の説明計算式の説明計算式の説明

　　・L-N-3で第1ボックス迄150mm

2

で選択すると298Aで赤表示されるため200mm

2

にアップしました。

　　・L-3-3は75Aﾌﾞﾚｰｶｰですのでまず22mm

2

、38mm

2

が赤表示されたため60mm

2

に上げても164Aと赤表示されます。

　　　これは主幹300Aの55％以上（つまり165A以上）が必要となりますので赤表示です。100mm

2

でＯＫとなります。

　　　L-3-1、L-3-2は分岐が8m未満ですので35％以上でよいため負荷が大きくても60mm

2

でＯＫとなります。

　　・分岐がある場合の合計はキュービクルより第1プルボックス迄とプルボックスから盤迄の合計値を手入力します。備考のＯＫも手入力です。
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１φ３Ｗ

回路番号

電 圧

（Ｖ）（Ａ）

定格電源

負荷名称 負荷名称

（Ａ）

定格電源電 圧

（Ｖ）

回路番号

ＥＬＣＢ３Ｐ

３０／３０ＡＴ

２０ １００電 灯 １００ ２０ コンセント

２０ １００ １００ ２０

２０ １００ １００ ２０

コンセント

コンセント

コンセント

コンセント

２０ １００ １００ ２０ルームエアコン電源

２０ １００ １００ ２０

システム

２０ １００ １００ ２０住宅情報盤 ヨ ビ

ルームエアコン電源

ルームエアコン電源

浴室乾燥・暖房・換気

ＥＴ

中性線欠相保護付

２ＦＬ

１ＦＬ

３ＦＬ

４ＦＬ

５ＦＬ

６ＦＬ

７ＦＬ

ＲＳＬ

３
，
５
０
０

３
，
５
０
０

３
，
５
０
０

３
，
５
０
０

３
，
５
０
０

３
，
５
０
０

３
，
５
０
０

Ｗｈ

Ｗｈ

Ｗｈ

Ｗｈ

Ｗｈ

Ｗｈ

Ｗｈ

ＥＭ－ＣＥＴ１４

ＥＭ－ＩＥ３８ ×３（Ｅ３９）

各戸電灯盤（Ｌ－１）～（Ｌ－７）結線図

電灯幹線系統図－１

ＭＣＣＢ３Ｐ

２２５／１７５ＡＴ

（２０．０ｍ）

※特記事項

・７階中層住宅の幹線計算をします。（１住戸６０㎡程度）

・オール電化住宅ではありません。

・各戸の想定負荷は余裕を見込んで６ＫＶＡとします。

（単３線電流は３０Ａ）

・需要率は内線規定を参考にしています。

（例：５戸迄１００％、６戸９１％、７戸：８３％）

・Ｐ．ＢＯＸ分岐部より各戸電灯盤迄の距離は５．０ｍとしています。
引込開閉器盤

ＥＭ－ＩＥ３８ ×３（Ｅ３９）

ＥＭ－ＩＥ６０ ×３（Ｅ３９）

ＥＭ－ＩＥ６０ ×３（Ｅ５１）

ＥＭ－ＩＥ６０ ×３（Ｅ５１）

ＥＭ－ＩＥ６０ ×３（Ｅ５１）

ＥＭ－ＩＥ１００ ×３（Ｅ６３）

〔１７４．３Ａ〕

〔１６０．２Ａ〕

〔１５０Ａ〕

〔１２０Ａ〕

〔９０Ａ〕

〔６０Ａ〕

〔３０Ａ〕

１．保護管内にＥＭ－ＩＥ電線を入線し電路計算を行います。

２．Ｌ－７（末端）迄の電圧降下は２Ｖ（２％）以内とします。

３．電線サイズは計算書で求めた数値です。

※例題－１

４．接地線の表記は省略しています。

Ｌ－１

Ｌ－２

Ｌ－３

Ｌ－４

Ｌ－５

Ｌ－６

１

ケーブルの場合、

４

７

１１

Ｌ－７

防火区画貫通処理が必要です。

２

３

５ ６

８

９ １０
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(様式 電－８－１) 

　電路計算書（幹線用） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

周波数 [Hz]： 50

幹線保

電圧 護用遮 こう長 設計負荷 負荷の 種別及び 許容 電線1kmあ 地中管路の

電気方式 断器定 系統 負荷名称 電流 力率 断面積 電流 たりのｲﾝ 単一配線 分岐があ 備考 埋設深さ

格電流 ﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ の る場合の 絶縁電線の場合 地中管路の

[V] [A] l [ｍ] [A] I  [A] cosθ A [mm

2

] [A] Z  [Ω/km] 電圧降下 合計 [V] の本数 管路数

EM－IE 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

100 3本以下

EM－IE 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

60 3本以下

EM－IE 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

60 3本以下

EM－IE 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

60 3本以下

EM－IE 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

60 3本以下

EM－IE 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

38 3本以下

EM－IE 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

38 3本以下

EM-CET 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

14

 電圧降下による電線太さの算出 ここに、e： 各線間の電圧降下 [V]

K '： 電気方式による係数 係数

 K 'I lZ I： 設計負荷電流 [A]  単相2線式 2

1,000 l： こう長 [m]  三相3線式 √3

　　中性線がある場合は中性線との電圧降下 Z： 電線1kmあたりのｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ [Ω/km]  単相3線式、三相4線式 1

Ｈ２７

回路の電気方式

 e＝  [V]

K '：電気方式による係数

30.0 0.95 ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ配線 1.00 1.0091.0 1.658 0.25 1.98V 2.0 OK

1.00

単相3線 100/200 5.0  電灯盤迄

2.0122.4 0.592 0.0730.0 0.95 保護管配線3.5  ７階ＰＢ迄単相3線 100/200

60.0 0.95 保護管配線 1.00122.4 0.592 0.13 2.0

1.00

単相3線 100/200 3.5  ６階ＰＢ迄

2.0164.0 0.379 0.1290.0 0.95 保護管配線3.5  ５階ＰＢ迄単相3線 100/200

120.0 0.95 保護管配線 1.00164.0 0.379 0.16 2.0

1.00

単相3線 100/200 3.5  ４階ＰＢ迄

2.0164.0 0.379 0.20150.0 0.95 保護管配線3.5  ３階ＰＢ迄単相3線 100/200

160.2 0.95 保護管配線 1.00164.0 0.379 0.22 2.0

1.00

単相3線 100/200 3.5  ２階ＰＢ迄

2.0225.3 0.238 0.8320.0  第一分岐迄 174.3

幹線番号

又は名称

許容電

圧降下

 L-N-1 単相3線 100/200 0.95 保護管配線175

低減率

配線方式

ｹｰﾌﾞﾙ

ﾗｯｸの

場合の

低減率

負荷の種類

ﾄﾞﾛｯﾌﾟﾀﾞｳﾝﾘｽﾄより選択

絶縁電線の

場合の周囲

温度 (入力

無しの場合

は40℃)

平成28年 3月 15日

主幹器具

定格電流

電線及びケーブル 各線間の電圧降下

e [V]

　計算式の説明計算式の説明計算式の説明計算式の説明

　　・引込開閉器より第一分岐のプルボックス迄を100mm

2

で配線し、以降60mm

2

、38mm

2

と細かくし、

　　　最終14mm

2

で電灯盤に配線でギリギリ2％以下に納めています。

　　・この計算書が絶対正しいというものではありません。立主幹を100mm

2

で通して最終的に

　　　8mm

2

で配線する方法等いろいろあります。

　　・この方法は設計負荷電流を満足することはもちろん、主幹ブレーカーの55％以上（8m未満は

　　　35％以上）の許容電流のある配線であることが基本です。

tomigashi
タイプライタ
-57-



１φ３Ｗ

回路番号

電 圧

（Ｖ）（Ａ）

定格電源

負荷名称 負荷名称

（Ａ）

定格電源電 圧

（Ｖ）

回路番号

ＥＬＣＢ３Ｐ

３０／３０ＡＴ

２０ １００電 灯 １００ ２０ コンセント

２０ １００ １００ ２０

２０ １００ １００ ２０

コンセント

コンセント

コンセント

コンセント

２０ １００ １００ ２０ルームエアコン電源

２０ １００ １００ ２０

システム

２０ １００ １００ ２０住宅情報盤 ヨ ビ

ルームエアコン電源

ルームエアコン電源

浴室乾燥・暖房・換気

ＥＴ

中性線欠相保護付

各戸電灯盤（Ｌ－１）～（Ｌ－７）結線図

電灯幹線系統図－２

ＭＣＣＢ３Ｐ

２２５／１７５ＡＴ

※特記事項

・７階中層住宅の幹線計算をします。（１住戸６０㎡程度）

・オール電化住宅ではありません。

・各戸の想定負荷は余裕を見込んで６ＫＶＡとします。

（単３線電流は３０Ａ）

・需要率は内線規定を参考にしています。

（例：５戸迄１００％、６戸９１％、７戸：８３％）

・幹線分岐部より各戸電灯盤迄の距離は５．０ｍとしています。
引込開閉器盤

１．集合住宅用プレハブ分岐工法で電路計算を行います。

２．Ｌ－７（末端）迄の電圧降下は２Ｖ（２％）以内とします。

３．電線サイズは計算書で求めた数値です。

※例題－２

４．接地線の表記は省略しています。

３
，
５
０
０

３
，
５
０
０

３
，
５
０
０

３
，
５
０
０

３
，
５
０
０

３
，
５
０
０

３
，
５
０
０

２ＦＬ

１ＦＬ

３ＦＬ

４ＦＬ

５ＦＬ

６ＦＬ

７ＦＬ

ＲＳＬ

（２０．０ｍ） 〔１７４．３Ａ〕

〔１６０．２Ａ〕

〔１５０Ａ〕

〔１２０Ａ〕

〔９０Ａ〕

〔６０Ａ〕

〔３０Ａ〕

ＥＭ－ＣＥＴ１００

ＥＭ－ＣＥＴ１００

ＥＭ－ＣＥＴ１００

ＥＭ－ＣＥＴ１００

ＥＭ－ＣＥＴ１００

ＥＭ－ＣＥＴ１００

ＥＭ－ＣＥＴ１００ （Ｅ７５）

ＥＭ－ＣＥ８ －３Ｃ

Ｗｈ

Ｗｈ

Ｗｈ

Ｗｈ

Ｗｈ

Ｗｈ

Ｗｈ

Ｌ－１

Ｌ－２

Ｌ－３

Ｌ－４

Ｌ－５

Ｌ－６

防火区画貫通処理が必要です。

ケーブルの場合、

１ ２

３ ４

５ ６

７ ８

９ １０

１１

Ｌ－７
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(様式 電－８－１) 

　電路計算書（幹線用） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

周波数 [Hz]： 50

幹線保

電圧 護用遮 こう長 設計負荷 負荷の 種別及び 許容 電線1kmあ 地中管路の

電気方式 断器定 系統 負荷名称 電流 力率 断面積 電流 たりのｲﾝ 単一配線 分岐があ 備考 埋設深さ

格電流 ﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ の る場合の 絶縁電線の場合 地中管路の

[V] [A] l [ｍ] [A] I  [A] cosθ A [mm

2

] [A] Z  [Ω/km] 電圧降下 合計 [V] の本数 管路数

EM-CET 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

100

EM-CET 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

100

EM-CET 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

100

EM-CET 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

100

EM-CET 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

100

EM-CET 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

100

EM-CET 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

100

EM-CE 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ

8-3c

 電圧降下による電線太さの算出 ここに、e： 各線間の電圧降下 [V]

K '： 電気方式による係数 係数

 K 'I lZ I： 設計負荷電流 [A]  単相2線式 2

1,000 l： こう長 [m]  三相3線式 √3

　　中性線がある場合は中性線との電圧降下 Z： 電線1kmあたりのｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ [Ω/km]  単相3線式、三相4線式 1

Ｈ２７

回路の電気方式

 e＝  [V]

K '：電気方式による係数

30.0 0.95 ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ配線 1.00 1.0065.0 2.858 0.43 1.9V 2.0 OK

1.00

単相3線 100/200 5.0  電灯盤迄

2.01.00 310.0 0.255 0.0330.0 0.95 ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ配線3.5  ７階分岐迄単相3線 100/200

60.0 0.95 ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ配線 1.00 1.00310.0 0.255 0.06 2.0

1.00

単相3線 100/200 3.5  ６階分岐迄

2.01.00 310.0 0.255 0.0990.0 0.95 ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ配線3.5  ５階分岐迄単相3線 100/200

120.0 0.95 ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ配線 1.00 1.00310.0 0.255 0.11 2.0

1.00

単相3線 100/200 3.5  ４階分岐迄

2.01.00 310.0 0.255 0.14150.0 0.95 ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ配線3.5  ３階分岐迄単相3線 100/200

160.2 0.95 ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ配線 1.00 1.00310.0 0.255 0.15 2.0

1.00

単相3線 100/200 3.5  ２階分岐迄

2.01.00 310.0 0.255 0.8920.0  １階分岐迄 174.3

幹線番号

又は名称

許容電

圧降下

 L-N-1 単相3線 100/200 0.95 ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ配線175

低減率

配線方式

ｹｰﾌﾞﾙ

ﾗｯｸの

場合の

低減率

負荷の種類

ﾄﾞﾛｯﾌﾟﾀﾞｳﾝﾘｽﾄより選択

絶縁電線の

場合の周囲

温度 (入力

無しの場合

は40℃)

平成28年 3月 15日

主幹器具

定格電流

電線及びケーブル 各線間の電圧降下

e [V]

　計算式の説明計算式の説明計算式の説明計算式の説明

　　・集合住宅用CETケーブルのプレハブのブランチ工法で計算しています。

　　・一般的に同サイズのケーブルをPSに通しますので100mm

2

、各住戸のメーター及び

　　　電灯盤迄をCE8

□

-3Cで配線を計画しました。

　　・ケーブルラックではありませんが1条ふ設ですので低減率は1.0と手入力しています。
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　ケーブルラック幅計算書 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

設置場所 仕上外径 設置場所 仕上外径

D  [mm] D  [mm]

 東側EPS  L-N EM-CE 5.5-3c 14.5

EM-CE 14-3c 17.5

EM-CE 22-3c 21.0

EM-CET 38 28.0

EM-CET 60 33.0

EM-CET 60 33.0

EM-CET 100 41.0

 　　計 188.0 S=D 1 400

 (1) (1) (1) (1) (2)(2)(2)(2) (3)(3)(3)(3)

 　　

Ｈ２７

平成28年 3月 15日

幹線番号

又は名称

ケーブル ケーブルラック

種別 ｻｲｽﾞ 間隔 段数 ﾗｯｸ幅

幹線番号

又は名称

ケーブル ケーブルラック

種別 ｻｲｽﾞ 間隔 段数 ﾗｯｸ幅

    

(1)(1)(1)(1)ケーブル及びサイズを入力し終ったら計を選択します。

次に(2)(2)(2)(2)間隔、(3)(3)(3)(3)段数を選択したらラック幅を算定します。

　　計算式の説明計算式の説明計算式の説明計算式の説明

　　・ケーブルラック許容電流計算書を計算すれば同時にラック幅も算定

　　　しますが、それ迄は求めていない。ラック幅のみいくら位になるか

　　　を基本計画で知っておきたい場合には非常に便利なシートです。

　　・ここでの仕上外径は188.0と表示されていますが、ラック幅を算定す

　　　るには　1.2{Σ(D+10)+60}の式に基づいてます。つまりケーブル間

　　　は10mmづつ結束に必要な寸法を見込んで両端に60mmづつ余分をみて

　　　計算したものに1.2倍しております。

　　・この式を認識しておけば、どうしてもギリギリ幅を縮小したい場合

　　　1.2で割算した値でもどうにか大丈夫との判断はできます。

　　・弱電線はケーブルに用意していません。設計基準にデータがないこと

　　　もありますが多種、多用途です。この場合弱電線をケーブルの細いも

　　　のに置き換えて算定してみて下さい。例えばAE1.2-10PとCE2mm

2

-3Cと

　　　はほぼ同じ外径です。概略寸法は算出できます。
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短絡について 

 

 

短絡はショートとも呼ばれています。電線同士がショートした状態になれば負荷の抵抗は電線の抵抗のみになり、非常に大きな電流が流れ熱が発

生します。概略値で説明しますと 100V 回路でブレーカーより 10ｍ先に消費電力 500W の電気器具が接線され、配線を IE2.0mm とすると通常 5A の

電流が流れ電気器具の抵抗は20Ωです。これが短絡するとIE2.0mmの電線抵抗は 1km当り 5.65Ωですので 10ｍでは 0.0565Ωとなり、電流は 1770A

（実際は電路のコイル分が影響しますので概略値です。）の大電流となります。条件により一概ではありませんが、1 秒間に約 25℃程度温度上昇

しますので 3～4秒で電線を被覆しているビニルやポリエチレンは溶けてしまい、内部の電線も著しく性能低下します。電線は太くなる程抵抗は

小さくなりますので電流値はより上昇します。 

 

 

これを防止するには遮断器（ブレーカー）で保護することになります。ブレーカーには 2.5kA、5kA、10kA というような規格があり、短絡電流を

遮断できるものを選定する必要があります。つまり 2.5kA のブレーカーを選定した場合、2.0kA の短絡電流であれば遮断できますがそれ以上の短

絡電流が流れた場合は遮断できず、ブレーカーも破損し、事故は継続し大事故に繋がります。 

 

 

短絡電流の計算は設計基準 P.118～P.124 に記載されていますが、非常に難しい計算です。変圧器の容量にも関係しますし、電線サイズ、距離に

も関係します。電灯幹線は過負荷及び短絡電流を保護する。動力幹線は短絡電流を保護すると規定されているように電気技術者にとって短絡の計

算は非常に重要な項目です。 
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(様式 電－１０－２) 

　短絡電流計算書（三相） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

三相3線

Ｅ Ｐ
L

Ｉ
S3A

Ｒ
W

Ｘ
W

Ｉ
S3B

[kV]  [kVA] [kA] [kA] [Ω/km] [Ω/km] [kA] [kA]

EM-CE

9.60 18.60 14-3c 39.99 20.48

一般的には12.5を選択します。 手引は0.7ですが0.699が正です。 EM-CE

１）短絡電流 22-3c 48.10 22.32

ここに、Ｉ
S3A

： 想定短絡点Ｘ
3A
における三相短絡電流 [kA] EM-CET

Ｉ
S3B

： 想定短絡点Ｘ
3B
における三相短絡電流 [kA] 38 43.00 25.10

Ｐ
B
： 基準容量 [kVA] EM-CET

Ｖ
B
： 基準電圧 [V] 100 26.56 26.59

 ％Ｚ
S
： 電源総合パーセントインピーダンス EM-FP-C

％Ｚ： 全パーセントインピーダンス 8-3c 277.17 29.64

２）パーセントインピーダンス

 ①全パーセントインピーダンス％Ｚ 　③電源パーセントインピーダンス％Ｚ
L

─────

%Ｒ

2

+%Ｘ

2

Ｐ
B

%Ｒ＝%Ｒ
S
+%Ｒ

W
、％Ｘ＝％Ｘ

S
＋％Ｘ

W
Ｐ

L

ここに、Ｉ
L
： 変圧器1次側短絡電流（又は主遮断器定格遮断電流）[kA]

ここに、％Ｒ： 全パーセント抵抗 Ｅ： 変圧器1次側電圧 [kV]

％Ｘ： 全パーセントリアクタンス Ｐ
L
： 受電点遮断容量 [kVA]

％Ｒ
S
： 電源総合パーセント抵抗 　④電動機パーセントインピーダンス％Ｚ

M

％Ｒ
W
： 電線パーセント抵抗 Ｐ

B

％Ｘ
S
： 電源総合パーセントリアクタンス Ｐ

Ｔ

％Ｘ
W
： 電線パーセントリアクタンス ここに、％Ｘ

M
*： 電動機％リアクタンス（基準容量換算前）

Ｐ
T
： 変圧器定格容量 [kVA]

　②電源総合パーセントインピーダンス％Ｚ
S

　⑤変圧器パーセントインピーダンス％Ｚ
T

　％Ｚ
T
＝％Ｒ

T
＋j％Ｘ

T

──────

　％Ｚ
S
＝％Ｒ

S
＋j％Ｘ

S
＝ %Ｒ

S

2

+%Ｘ
S

2

Ｐ
T

Ｐ
T

ここに、％Ｒ
T
*： 変圧器パーセント抵抗（基準容量換算前）

％Ｘ
T
*： 変圧器パーセントリアクタンス（基準容量換算前）

ここに、％Ｚ
L
： 電源パーセントインピーダンス 　⑥電線パーセントインピーダンス％Ｚ

W
備考 (1)基準容量Ｐ

B 
は1,000kVAとする。

％Ｚ
T
： 変圧器パーセントインピーダンス 　％Ｚ

W
＝％Ｒ

W
＋j％Ｘ

W
(2)電動機％インピーダンス％X

M
* は25％とする。

％Ｚ
M
： 電動機パーセントインピーダンス Ｒ

W
・P

B
Ｘ

W
・P

B
(3)電源総合パーセントインピーダンス％Z

S 
は、％Z

S
≒％Z

T 
とすることができる。

％Ｒ
T
： 変圧器パーセント抵抗 Ｖ

B

2

Ｖ
B

2

　（％Z
S
≒％Z

T
として算出する場合は、％R

S
＝％R

T
、％X

S
≒％X

T
とし、③及び④を省略する。）

％Ｘ
L
： 電源パーセントリアクタンス ここに、Ｒ

W
： 電線の導体抵抗 [Ω/ｋｍ] (4)電源パーセントインピーダンス％Z

L 
は、電源パーセントリアクタンス％X

L 
として考える。

％Ｘ
T
： 変圧器パーセントリアクタンス Ｘ

W
： 電線のリアクタンス [Ω/ｋｍ] (5)電動機パーセントインピーダンス％Z

M 
は、電動機パーセントリアクタンス％X

M 
として考える。

％Ｘ
M
： 電動機パーセントリアクタンス 　ℓ： 電線のこう長 [ｍ]

Ｈ２７

%Ｘ
L
+%Ｘ

T
+%Ｘ

M

√

％Ｒ
S
＝％Ｒ

T
、％Ｘ

S
＝

(%Ｘ
L
+%Ｘ

T
)・%Ｘ

M

（≒％Ｘ
Ｔ
）

％Ｒ
W
＝ ・ℓ・100 ％Ｘ

W
＝ ・ℓ・100

％Ｚ
S
＝

(%Ｚ
L
+%Ｚ

T
)・%Ｚ

M

（≒％Ｚ
Ｔ
）

%Ｚ
L
+%Ｚ

T
+%Ｚ

M

％Ｒ
T
＝

Ｐ
B

・％Ｒ
T
*、％Ｘ

T
＝

Ｐ
B

・％Ｘ
T
*

％Ｚ
M
＝j％Ｘ

M
＝ ・％Ｘ

Ｍ
*

・100＝ ・100

√%Ｚ＝%Ｒ +j%Ｘ＝

％Ｚ
L
＝j％Ｘ

L
＝

Ｐ
B

√3・Ｉ
L
・Ｅ

11.04

278.75

0.99 2.5

7.32 7.5

Ｉ
S3B
＝

Ｐ
B
・100

√3・Ｖ
B
・%Ｚ

P-5 50.0 2.3600 0.0974 267.57

5.52 7.5

√3・Ｖ
B
・%Ｚ

S

P-4 40.0 0.1870 0.0881 16.96 7.99

37.58

7.5

Ｉ
S3A
＝

Ｐ
B
・100

P-3 30.0 0.4910 0.0955 33.40 6.50

49.79

6.12 7.5

P-2 20.0 0.8490 0.0820 38.50 3.72

53.03

5.18

0.0828 30.39 1.88

44.92

14 P-1 10.0 1.34009.60 19.40

20.93

13.1425.0 250 0.96 1.9412.50 6.6 142,894 0.699

%Ｘ
T
* %Ｒ

T

こう長

[ｍ]

％Ｒ
W

Ｉ
L

%Ｚ
L

%Ｚ
M
*

(=%X
M
*)

%Ｒ
T
*

[kA] (=%Ｘ
L
)

％Ｚ
W

％Ｚ

三相短絡

電流

配線保護

用遮断器

定格遮断

容量

％Ｘ
W

％Ｒ ％Ｘ

電線及びｹｰﾌﾞﾙ Ｚ
W

%Ｘ
T

%Ｒ
S

%Ｘ
S

種別

太さ[mm

2

]

%Ｚ
T

%Ｚ
S

三相

短絡電流

幹線保護用

遮断器定格

遮断容量

％ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ ％ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ における短絡電流

主遮断器定格

遮断電流

変圧器１

次側電圧

受電点遮

断容量

電源

％ｲﾝﾋﾟｰ

ﾀﾞﾝｽ

基準容量

換算前
%Ｚ

M
：

(%Ｘ
M
)

基準容量換算前

%Ｚ
T
*

③電源％ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ

④電動機

④変圧器ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ

②電源総合 短絡点　Ｘ
3Ａ

遮断器

設置位置

⑥電線％ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ

①全％ｲﾝﾋﾟｰ

ﾀﾞﾝｽ

短絡点 Ｘ
3B
におけ

る短絡電流

Ｐ
T
[kVA] Ｖ

B
 [V] Ｐ

B
 [kVA]

NO.2 50 油入 100 210 1,000

平成28年 3月 15日

変圧器名称 電気方式

周波数

変圧器種別

変圧器定格容量 基準電圧 基準容量

[Hz] 

　　計算式の説明計算式の説明計算式の説明計算式の説明

　　・手入力するのは名称、位置、こう長のみです。

　　・その他はリストより選択すれば計算します。

　　・変圧器を大きくすれば遮断容量は大きくなり、こう長が長くなれば

　　　遮断容量は小さくなります。

必ず何かを入力して下さい。
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(様式 電－１０－３) 

　短絡電流計算書（単相） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

単相3線 単相は500kVA迄しかありません。

Ｅ Ｐ
L

Ｉ
S1A

Ｒ
W

Ｘ
W

Ｉ
S1B

[kV]  [kVA] [kA] [kA] [Ω/km] [Ω/km] [kA] [kA]

EM-CET

10.00 20.40 38 76.80 33.39

一般的には12.5を選択します。 手引は0.7ですが0.699が正です。 EM-CET

１）短絡電流 60 52.31 32.82

ここに、Ｉ
S1A

： 想定短絡点Ｘ1Aにおける単相短絡電流 [kA]

Ｉ
S1B

： 想定短絡点Ｘ1Bにおける単相短絡電流 [kA]

Ｐ
B
： 基準容量 [kVA]

Ｖ
B
： 基準電圧 [V]

 ％Ｚ
S
： 電源総合パーセントインピーダンス

％Ｚ： 全パーセントインピーダンス

２）パーセントインピーダンス

 ①全パーセントインピーダンス％Ｚ 　③電源パーセントインピーダンス％Ｚ
L

─────

%Ｒ

2

+%Ｘ

2

Ｐ
B

%Ｒ＝%Ｒ
S
+%Ｒ

W
、％Ｘ＝％Ｘ

S
＋％Ｘ

W
Ｐ

L

ここに、Ｉ
L
： 変圧器1次側短絡電流（又は主遮断器定格遮断電流）[kA]

ここに、％Ｒ： 全パーセント抵抗 E： 変圧器1次側電圧 [kV]

％Ｘ： 全パーセントリアクタンス Ｐ
L
： 受電点遮断容量 [kVA]

％Ｒ
S
： 電源総合パーセント抵抗

％Ｒ
W
： 電線パーセント抵抗 　④変圧器パーセントインピーダンス％Ｚ

T

％Ｘ
S
： 電源総合パーセントリアクタンス

％Ｘ
W
： 電線パーセントリアクタンス 　％Ｚ

T
＝％Ｒ

T
＋j％Ｘ

T

Ｐ
B

Ｐ
B

　②電源総合パーセントインピーダンス％Ｚ
S

Ｐ
T

Ｐ
T

％Ｚ
S
＝%Ｚ

L
+%Ｚ

T
（≒％Ｚ

Ｔ
） ここに、％Ｒ

T
*： 変圧器パーセント抵抗（基準容量換算前）

──────

％Ｚ
S
＝％Ｒ

S
＋j％Ｘ

S
＝ %Ｒ

S

2

+%Ｘ
S

2

％Ｒ
S
＝％Ｒ

T
、％Ｘ

S
＝%Ｘ

L
+%Ｘ

T
（≒％Ｘ

T
） 　⑤電線パーセントインピーダンス％Ｚ

W

　％Ｚ
W
＝％Ｒ

W
＋j％Ｘ

W

ここに、％Ｚ
L
： 電源パーセントインピーダンス Ｐ

W
・P

B
Ｐ

W
・P

B
備考 (1)基準容量Ｐ

B
は1,000kVAとする。

％Ｚ
T
： 変圧器パーセントインピーダンス Ｖ

B

2

Ｖ
B

2

(2）電源総合パーセントインピーダンス％Z
S
は％Z

S
≒％Z

T
することができる。

％Ｒ
T
： 変圧器パーセント抵抗 　（％Z

S
≒％Z

T
として算出する場合は、％R

S
＝％R

T
、％X

S
≒％X

T
とし、③を省略する。）

％Ｘ
L
： 電源パーセントリアクタンス ここに、Ｒ

W
： 電線の導体抵抗 [Ω/ｋｍ] (3)電源パーセントインピーダンス％Z

L
は、電源パーセントリアクタンス％X

L
として考える。

％Ｘ
T
： 変圧器パーセントリアクタンス Ｘ

W
： 電線のリアクタンス [Ω/ｋｍ]

　ℓ： 電線のこう長 [ｍ]

Ｈ２７

％Ｒ
W
＝ ・2・ℓ・100・2・ℓ・100 ％Ｘ

W
＝

％Ｒ
T
＝ ・％Ｒ

T
*、％Ｘ

T
＝ ・％Ｘ

T
*

√
％Ｘ

T
*： 変圧器パーセントリアクタンス（基準容量換算前）

・100

√

√3・Ｉ
L
・Ｅ

%Ｚ＝%Ｒ +j%Ｘ＝

％Ｚ
L
＝j％Ｘ

L
＝

Ｐ
B

・100＝

Ｉ
S1B
＝

Ｐ
B
・100

Ｖ
B
・%Ｚ

Ｖ
B
・%Ｚ

S

7.71 10

Ｉ
S1A
＝

Ｐ
B
・100

83.75

5.69 7.5

L-2 30.0 0.3110 0.0913 42.31 12.42

61.76

0.4910 0.0955 66.80 12.9920.97 22 L-1 30.01.97 10.00 19.70

22.71

％Ｘ

[kA] (=%Ｘ
L
)

12.50 6.6 142,894 0.699 1.00

配線保護

用遮断器

定格遮断

容量Ｉ
L

%Ｚ
L

%Ｒ
T
* %Ｘ

T
*

こう長

[ｍ]

％Ｒ
W

％Ｘ
W

％Ｒ

Ｚ
W

％Ｚ
W

％Ｚ

単相短絡

電流

電線及びｹｰﾌﾞﾙ

%Ｒ
T

%Ｘ
T

%Ｒ
S

%Ｘ
S

種別

太さ[mm

2

]

%Ｚ
T

%Ｚ
S

単相

短絡電流

幹線保護用

遮断器定格

遮断容量

％ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ における短絡電流

主遮断器定格

遮断電流

変圧器１

次側電圧

受電点遮

断容量

電源

％ｲﾝﾋﾟｰ

ﾀﾞﾝｽ

基準容量換算前

%Ｚ
T
*

③電源％ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ ④変圧器ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ

②電源総合 短絡点　Ｘ
1Ａ

遮断器

設置位置

⑥電線％ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ

①全％ｲﾝﾋﾟｰ

ﾀﾞﾝｽ

短絡点 Ｘ
1B
におけ

る短絡電流

Ｐ
T
[kVA] Ｖ

B
 [V] Ｐ

B
 [kVA]

NO.1 50 油入 100 210 1,000

平成28年 3月 15日

変圧器名称 電気方式

周波数

変圧器種別

変圧器定格容量 基準電圧 基準容量

[Hz] 

　　計算式の説明計算式の説明計算式の説明計算式の説明

　　・単相用の例です。

　　・単相も三相も同じですがケーブルサイズが太い程短絡電流は

　　　大きくなります。抵抗も含めたインピーダンスが太い方が

　　　小さくなるからです。

必ず何かを入力して下さい。

tomigashi
タイプライタ
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(様式 電－１０－２) 

　短絡電流計算書（三相） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

設計基準のデータは三相変圧器は500kVA迄のデータしかありません。750kVA～2,000kVAの

三相3線 データは某メーカー品を仮に入れております。採用するメーカーによって上書き修正できます。

Ｅ Ｐ
L

Ｉ
S3A

Ｒ
W

Ｘ
W

Ｉ
S3B

[kV]  [kVA] [kA] [kA] [Ω/km] [Ω/km] [kA] [kA]

EM-CET

0.35 3.02 100 8.83 7.02

一般的には12.5を選択します。 手引は0.7ですが0.699が正です。 上書き修正できます。 EM-CET

１）短絡電流 150 5.97 6.86

ここに、Ｉ
S3A

： 想定短絡点Ｘ
3A
における三相短絡電流 [kA]

Ｉ
S3B

： 想定短絡点Ｘ
3B
における三相短絡電流 [kA]

Ｐ
B
： 基準容量 [kVA]

Ｖ
B
： 基準電圧 [V]

 ％Ｚ
S
： 電源総合パーセントインピーダンス

％Ｚ： 全パーセントインピーダンス

２）パーセントインピーダンス

 ①全パーセントインピーダンス％Ｚ 　③電源パーセントインピーダンス％Ｚ
L

─────

%Ｒ

2

+%Ｘ

2

Ｐ
B

%Ｒ＝%Ｒ
S
+%Ｒ

W
、％Ｘ＝％Ｘ

S
＋％Ｘ

W
Ｐ

L

ここに、Ｉ
L
： 変圧器1次側短絡電流（又は主遮断器定格遮断電流）[kA]

ここに、％Ｒ： 全パーセント抵抗 Ｅ： 変圧器1次側電圧 [kV]

％Ｘ： 全パーセントリアクタンス Ｐ
L
： 受電点遮断容量 [kVA]

％Ｒ
S
： 電源総合パーセント抵抗 　④電動機パーセントインピーダンス％Ｚ

M

％Ｒ
W
： 電線パーセント抵抗 Ｐ

B

％Ｘ
S
： 電源総合パーセントリアクタンス Ｐ

Ｔ

％Ｘ
W
： 電線パーセントリアクタンス ここに、％Ｘ

M
*： 電動機％リアクタンス（基準容量換算前）

Ｐ
T
： 変圧器定格容量 [kVA]

　②電源総合パーセントインピーダンス％Ｚ
S

　⑤変圧器パーセントインピーダンス％Ｚ
T

　％Ｚ
T
＝％Ｒ

T
＋j％Ｘ

T

──────

　％Ｚ
S
＝％Ｒ

S
＋j％Ｘ

S
＝ %Ｒ

S

2

+%Ｘ
S

2

Ｐ
T

Ｐ
T

ここに、％Ｒ
T
*： 変圧器パーセント抵抗（基準容量換算前）

％Ｘ
T
*： 変圧器パーセントリアクタンス（基準容量換算前）

ここに、％Ｚ
L
： 電源パーセントインピーダンス 　⑥電線パーセントインピーダンス％Ｚ

W
備考 (1)基準容量Ｐ

B 
は1,000kVAとする。

％Ｚ
T
： 変圧器パーセントインピーダンス 　％Ｚ

W
＝％Ｒ

W
＋j％Ｘ

W
(2)電動機％インピーダンス％X

M
* は25％とする。

％Ｚ
M
： 電動機パーセントインピーダンス Ｒ

W
・P

B
Ｘ

W
・P

B
(3)電源総合パーセントインピーダンス％Z

S 
は、％Z

S
≒％Z

T 
とすることができる。

％Ｒ
T
： 変圧器パーセント抵抗 Ｖ

B

2

Ｖ
B

2

　（％Z
S
≒％Z

T
として算出する場合は、％R

S
＝％R

T
、％X

S
≒％X

T
とし、③及び④を省略する。）

％Ｘ
L
： 電源パーセントリアクタンス ここに、Ｒ

W
： 電線の導体抵抗 [Ω/ｋｍ] (4)電源パーセントインピーダンス％Z

L 
は、電源パーセントリアクタンス％X

L 
として考える。

％Ｘ
T
： 変圧器パーセントリアクタンス Ｘ

W
： 電線のリアクタンス [Ω/ｋｍ] (5)電動機パーセントインピーダンス％Z

M 
は、電動機パーセントリアクタンス％X

M 
として考える。

％Ｘ
M
： 電動機パーセントリアクタンス 　ℓ： 電線のこう長 [ｍ]

Ｈ２７

平成28年 3月 15日

変圧器名称 電気方式

周波数

変圧器種別

変圧器定格容量 基準電圧 基準容量

[Hz] Ｐ
T
[kVA] Ｖ

B
 [V] Ｐ

B
 [kVA]

NO.3 50 油入 1500 210 1,000

③電源％ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ

④電動機

④変圧器ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ

②電源総合 短絡点　Ｘ
3Ａ

遮断器

設置位置

⑥電線％ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ

①全％ｲﾝﾋﾟｰ

ﾀﾞﾝｽ

短絡点 Ｘ
3B
におけ

る短絡電流

主遮断器定格

遮断電流

変圧器１

次側電圧

受電点遮

断容量

電源

％ｲﾝﾋﾟｰ

ﾀﾞﾝｽ

%Ｒ
S

%Ｘ
S

種別

太さ[mm

2

]

％ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ ％ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ における短絡電流

基準容量

換算前
%Ｚ

M
：

(%Ｘ
M
)

基準容量換算前

%Ｚ
T
*

三相短絡

電流

配線保護

用遮断器

定格遮断

容量
Ｉ

L
%Ｚ

L
%Ｚ

M
*

(=%X
M
*)

%Ｒ
T
* %Ｘ

T
* %Ｒ

T

%Ｚ
T

%Ｚ
S

％Ｘ

[kA] (=%Ｘ
L
)

％Ｚ
W

％Ｚ

三相

短絡電流

幹線保護用

遮断器定格

遮断容量

電線及びｹｰﾌﾞﾙ Ｚ
W

%Ｘ
T

こう長

[ｍ]

％Ｒ
W

％Ｘ
W

％Ｒ

3.04

90.4412.50 6.6 142,894 0.699 25.0 16.66 0.53 4.49 0.35 2.99

5.62 3.84

65< P-1 20.0 0.1870 0.0881 8.48

P-2 20.0 0.1240 0.0846

4.00

11.28

24.37 25

9.09

30.25 35

Ｉ
S3A
＝

Ｐ
B
・100

√3・Ｖ
B
・%Ｚ

S

Ｉ
S3B
＝

Ｐ
B
・100

√3・Ｖ
B
・%Ｚ

・100＝ ・100

√%Ｚ＝%Ｒ +j%Ｘ＝

％Ｚ
L
＝j％Ｘ

L
＝

Ｐ
B

√3・Ｉ
L
・Ｅ

％Ｚ
M
＝j％Ｘ

M
＝ ・％Ｘ

Ｍ
*

Ｐ
B

・％Ｘ
T
*

%Ｘ
L
+%Ｘ

T
+%Ｘ

M

％Ｚ
S
＝

(%Ｚ
L
+%Ｚ

T
)・%Ｚ

M

（≒％Ｚ
Ｔ
）

%Ｚ
L
+%Ｚ

T
+%Ｚ

M

％Ｒ
T
＝

Ｐ
B

・％Ｒ
T
*、％Ｘ

T
＝

√

％Ｒ
S
＝％Ｒ

T
、％Ｘ

S
＝

(%Ｘ
L
+%Ｘ

T
)・%Ｘ

M

（≒％Ｘ
Ｔ
）

％Ｒ
W
＝ ・ℓ・100 ％Ｘ

W
＝ ・ℓ・100

　　計算式の説明計算式の説明計算式の説明計算式の説明

　　・同サイズのケーブルをふ設しても太いケーブルの短絡電流値

　　　は大きくなります。

　　・750kVA以上の変圧器を実際に据付ける場合は％Ｚ
Ｔ
の数値を

　　　上書きで修正できます。

必ず何かを入力して下さい。

tomigashi
タイプライタ
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(様式 電－１０－２) 

　短絡電流計算書（三相） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

三相3線

Ｅ Ｐ
L

Ｉ
S3A

Ｒ
W

Ｘ
W

Ｉ
S3B

[kV]  [kVA] [kA] [kA] [Ω/km] [Ω/km] [kA] [kA]

EM-CET

5.73 13.78 100 14.21 17.78

一般的には12.5を選択します。 手引は0.7ですが0.699が正です。 EM-CET

１）短絡電流 60 19.83 17.92

ここに、Ｉ
S3A

： 想定短絡点Ｘ
3A
における三相短絡電流 [kA] EM-CET

Ｉ
S3B

： 想定短絡点Ｘ
3B
における三相短絡電流 [kA] 38 53.24 24.42

Ｐ
B
： 基準容量 [kVA]

Ｖ
B
： 基準電圧 [V]

 ％Ｚ
S
： 電源総合パーセントインピーダンス

％Ｚ： 全パーセントインピーダンス

２）パーセントインピーダンス

 ①全パーセントインピーダンス％Ｚ 　③電源パーセントインピーダンス％Ｚ
L

─────

%Ｒ

2

+%Ｘ

2

Ｐ
B

%Ｒ＝%Ｒ
S
+%Ｒ

W
、％Ｘ＝％Ｘ

S
＋％Ｘ

W
Ｐ

L

ここに、Ｉ
L
： 変圧器1次側短絡電流（又は主遮断器定格遮断電流）[kA]

ここに、％Ｒ： 全パーセント抵抗 Ｅ： 変圧器1次側電圧 [kV]

％Ｘ： 全パーセントリアクタンス Ｐ
L
： 受電点遮断容量 [kVA]

％Ｒ
S
： 電源総合パーセント抵抗 　④電動機パーセントインピーダンス％Ｚ

M

％Ｒ
W
： 電線パーセント抵抗 Ｐ

B

％Ｘ
S
： 電源総合パーセントリアクタンス Ｐ

Ｔ

％Ｘ
W
： 電線パーセントリアクタンス ここに、％Ｘ

M
*： 電動機％リアクタンス（基準容量換算前）

Ｐ
T
： 変圧器定格容量 [kVA]

　②電源総合パーセントインピーダンス％Ｚ
S

　⑤変圧器パーセントインピーダンス％Ｚ
T

　％Ｚ
T
＝％Ｒ

T
＋j％Ｘ

T

──────

　％Ｚ
S
＝％Ｒ

S
＋j％Ｘ

S
＝ %Ｒ

S

2

+%Ｘ
S

2

Ｐ
T

Ｐ
T

ここに、％Ｒ
T
*： 変圧器パーセント抵抗（基準容量換算前）

％Ｘ
T
*： 変圧器パーセントリアクタンス（基準容量換算前）

ここに、％Ｚ
L
： 電源パーセントインピーダンス 　⑥電線パーセントインピーダンス％Ｚ

W
備考 (1)基準容量Ｐ

B 
は1,000kVAとする。

％Ｚ
T
： 変圧器パーセントインピーダンス 　％Ｚ

W
＝％Ｒ

W
＋j％Ｘ

W
(2)電動機％インピーダンス％X

M
* は25％とする。

％Ｚ
M
： 電動機パーセントインピーダンス Ｒ

W
・P

B
Ｘ

W
・P

B
(3)電源総合パーセントインピーダンス％Z

S 
は、％Z

S
≒％Z

T 
とすることができる。

％Ｒ
T
： 変圧器パーセント抵抗 Ｖ

B

2

Ｖ
B

2

　（％Z
S
≒％Z

T
として算出する場合は、％R

S
＝％R

T
、％X

S
≒％X

T
とし、③及び④を省略する。）

％Ｘ
L
： 電源パーセントリアクタンス ここに、Ｒ

W
： 電線の導体抵抗 [Ω/ｋｍ] (4)電源パーセントインピーダンス％Z

L 
は、電源パーセントリアクタンス％X

L 
として考える。

％Ｘ
T
： 変圧器パーセントリアクタンス Ｘ

W
： 電線のリアクタンス [Ω/ｋｍ] (5)電動機パーセントインピーダンス％Z

M 
は、電動機パーセントリアクタンス％X

M 
として考える。

％Ｘ
M
： 電動機パーセントリアクタンス 　ℓ： 電線のこう長 [ｍ]

Ｈ２７

平成28年 3月 15日

変圧器名称 電気方式

周波数

変圧器種別

変圧器定格容量 基準電圧 基準容量

[Hz] Ｐ
T
[kVA] Ｖ

B
 [V] Ｐ

B
 [kVA]

NO.4 50 油入 150 210 1,000

③電源％ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ

④電動機

④変圧器ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ

②電源総合 短絡点　Ｘ
3Ａ

遮断器

設置位置

⑥電線％ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ

①全％ｲﾝﾋﾟｰ

ﾀﾞﾝｽ

短絡点 Ｘ
13B
にお

ける短絡電流％ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ ％ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ における短絡電流

主遮断器定格

遮断電流

変圧器１

次側電圧

受電点遮

断容量

電源

％ｲﾝﾋﾟｰ

ﾀﾞﾝｽ

基準容量

換算前
%Ｚ

M
：

(%Ｘ
M
)

基準容量換算前

%Ｚ
T
*

電線及びｹｰﾌﾞﾙ

%Ｒ
T

%Ｘ
T

%Ｒ
S

%Ｘ
S

種別

太さ[mm

2

]

%Ｚ
T

%Ｚ
S

三相

短絡電流

幹線保護用

遮断器定格

遮断容量

Ｚ
W

％Ｚ
W

％Ｚ

単相短絡

電流

配線保護

用遮断器

定格遮断

容量
Ｉ

L
%Ｚ

L
%Ｚ

M
*

(=%X
M
*)

%Ｒ
T
* %Ｘ

T
*

こう長

[ｍ]

％Ｒ
W

％Ｘ
W

％Ｒ ％Ｘ

[kA] (=%Ｘ
L
)

12.50 6.6 142,894 0.699 25.0 166.66 0.86 2.15 5.73 14.33

14.92

18.43 22 P-1 20.0 0.1870 0.0881 8.48 4.00

22.76

12.08 14

P-2 20.0 0.3110 0.0913 14.10 4.14

26.73

Ｉ
S3A
＝

Ｐ
B
・100

30.0 4.69 5

√3・Ｖ
B
・%Ｚ

S

10.29

0.4910 0.0955 33.40 6.50

58.57

Ｉ
S3B
＝

Ｐ
B
・100

√3・Ｖ
B
・%Ｚ

√%Ｚ＝%Ｒ +j%Ｘ＝

％Ｚ
L
＝j％Ｘ

L
＝

Ｐ
B

・100＝

√3・Ｉ
L
・Ｅ

・100

％Ｒ
T
＝

Ｐ
B

％Ｚ
M
＝j％Ｘ

M
＝ ・％Ｘ

Ｍ
*

・％Ｒ
T
*、％Ｘ

T
＝

％Ｚ
S
＝

(%Ｚ
L
+%Ｚ

T
)・%Ｚ

M

（≒％Ｚ
Ｔ
）

%Ｚ
L
+%Ｚ

T
+%Ｚ

M

√

％Ｒ
S
＝％Ｒ

T
、％Ｘ

S
＝

(%Ｘ
L
+%Ｘ

T
)・%Ｘ

M

（≒％Ｘ
Ｔ
）

%Ｘ
L
+%Ｘ

T
+%Ｘ

M

％Ｒ
W
＝ ・ℓ・100

Ｐ
B

・％Ｘ
T
*

・ℓ・100 ％Ｘ
W
＝

最初に入った値が消えます。

入力しない。 結果

　　計算式の説明計算式の説明計算式の説明計算式の説明

　　・60mm2から38mm2に幹線分岐した場合の動力盤主幹ブレーカーの

　　　短絡電流を求めた場合です。
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(様式 電－１０－３) 

　短絡電流計算書（単相） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

単相3線

Ｅ Ｐ
L

Ｉ
S1A

Ｒ
W

Ｘ
W

Ｉ
S1B

[kV]  [kVA] [kA] [kA] [Ω/km] [Ω/km] [kA] [kA]

EM-CET

13.33 18.70 14 180.45 32.04

一般的には12.5を選択します。 手引は0.7ですが0.699が正です。 EM-CE

１）短絡電流 5.5-3c 475.92 31.13

ここに、Ｉ
S1A

： 想定短絡点Ｘ1Aにおける単相短絡電流 [kA] EM-CET

Ｉ
S1B

： 想定短絡点Ｘ1Bにおける単相短絡電流 [kA] 14 195.64 33.26

Ｐ
B
： 基準容量 [kVA] EM-CE

Ｖ
B
： 基準電圧 [V] 5.5-3c 426.94 39.48

 ％Ｚ
S
： 電源総合パーセントインピーダンス EM-CET

％Ｚ： 全パーセントインピーダンス 100 51.49 36.68

２）パーセントインピーダンス

 ①全パーセントインピーダンス％Ｚ 　③電源パーセントインピーダンス％Ｚ
L

─────

%Ｒ

2

+%Ｘ

2

Ｐ
B

%Ｒ＝%Ｒ
S
+%Ｒ

W
、％Ｘ＝％Ｘ

S
＋％Ｘ

W
Ｐ

L

ここに、Ｉ
L
： 変圧器1次側短絡電流（又は主遮断器定格遮断電流）[kA]

ここに、％Ｒ： 全パーセント抵抗 E： 変圧器1次側電圧 [kV]

％Ｘ： 全パーセントリアクタンス Ｐ
L
： 受電点遮断容量 [kVA]

％Ｒ
S
： 電源総合パーセント抵抗

％Ｒ
W
： 電線パーセント抵抗 　④変圧器パーセントインピーダンス％Ｚ

T

％Ｘ
S
： 電源総合パーセントリアクタンス

％Ｘ
W
： 電線パーセントリアクタンス 　％Ｚ

T
＝％Ｒ

T
＋j％Ｘ

T

Ｐ
B

Ｐ
B

　②電源総合パーセントインピーダンス％Ｚ
S

Ｐ
T

Ｐ
T

％Ｚ
S
＝%Ｚ

L
+%Ｚ

T
（≒％Ｚ

Ｔ
） ここに、％Ｒ

T
*： 変圧器パーセント抵抗（基準容量換算前）

──────

％Ｚ
S
＝％Ｒ

S
＋j％Ｘ

S
＝ %Ｒ

S

2

+%Ｘ
S

2

％Ｒ
S
＝％Ｒ

T
、％Ｘ

S
＝%Ｘ

L
+%Ｘ

T
（≒％Ｘ

T
） 　⑤電線パーセントインピーダンス％Ｚ

W

　％Ｚ
W
＝％Ｒ

W
＋j％Ｘ

W

ここに、％Ｚ
L
： 電源パーセントインピーダンス Ｐ

W
・P

B
Ｐ

W
・P

B
備考 (1)基準容量Ｐ

B
は1,000kVAとする。

％Ｚ
T
： 変圧器パーセントインピーダンス Ｖ

B

2

Ｖ
B

2

(2）電源総合パーセントインピーダンス％Z
S
は％Z

S
≒％Z

T
することができる。

％Ｒ
T
： 変圧器パーセント抵抗 　（％Z

S
≒％Z

T
として算出する場合は、％R

S
＝％R

T
、％X

S
≒％X

T
とし、③を省略する。）

％Ｘ
L
： 電源パーセントリアクタンス ここに、Ｒ

W
： 電線の導体抵抗 [Ω/ｋｍ] (3)電源パーセントインピーダンス％Z

L
は、電源パーセントリアクタンス％X

L
として考える。

％Ｘ
T
： 変圧器パーセントリアクタンス Ｘ

W
： 電線のリアクタンス [Ω/ｋｍ]

　ℓ： 電線のこう長 [ｍ]

Ｈ２７

平成28年 3月 15日

変圧器名称 電気方式

周波数

変圧器種別

変圧器定格容量 基準電圧 基準容量

[Hz] Ｐ
T
[kVA] Ｖ

B
 [V] Ｐ

B
 [kVA]

NO.5 50 油入 75 210 1,000

③電源％ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ ④変圧器ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ

②電源総合 短絡点　Ｘ
1Ａ

遮断器

設置位置

⑥電線％ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ

①全％ｲﾝﾋﾟｰ

ﾀﾞﾝｽ

短絡点 Ｘ
1B
におけ

る短絡電流％ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ における短絡電流

主遮断器定格

遮断電流

変圧器１

次側電圧

受電点遮

断容量

電源

％ｲﾝﾋﾟｰ

ﾀﾞﾝｽ

基準容量換算前

%Ｚ
T
*

電線及びｹｰﾌﾞﾙ Ｚ
W

%Ｘ
T

%Ｒ
S

%Ｘ
S

種別

太さ[mm

2

]

%Ｚ
T

%Ｚ
S

単相

短絡電流

幹線保護用

遮断器定格

遮断容量

％Ｚ
W

％Ｚ

単相短絡

電流

配線保護

用遮断器

定格遮断

容量

％Ｘ
W

％Ｒ ％Ｘ

Ｉ
L

%Ｚ
L

%Ｒ
T
*

[kA] (=%Ｘ
L
)

%Ｘ
T
* %Ｒ

T

こう長

[ｍ]

％Ｒ
W

12.50 6.6 142,894 0.699 1.00 1.35 13.33 18.00

22.96

20.75 22 L-1 27.5 1.3400 0.1070 167.12 13.35

183.27

2.60 5

L-2 30.0 3.4000 0.0914 462.59 12.44

476.93

1.00 2.5

Ｉ
S1A
＝

Ｐ
B
・100

L-3 30.0 1.3400 0.1070 182.31 14.56

198.45

2.40

Ｖ
B
・%Ｚ

S

15.0 3.4000 0.0914 231.29 6.22

428.76

1.11 2.5

Ｉ
S1B
＝

Ｐ
B
・100

Ｖ
B
・%Ｚ

L-4 45.0 0.1870 0.0881 38.16 17.98

63.22

7.53 10

√%Ｚ＝%Ｒ +j%Ｘ＝

％Ｚ
L
＝j％Ｘ

L
＝

Ｐ
B

√3・Ｉ
L
・Ｅ

・100＝ ・100

％Ｒ
T
＝ ・％Ｒ

T
*、％Ｘ

T
＝ ・％Ｘ

T
*

√
％Ｘ

T
*： 変圧器パーセントリアクタンス（基準容量換算前）

％Ｒ
W
＝ ・2・ℓ・100 ％Ｘ

W
＝ ・2・ℓ・100

　　計算式の説明計算式の説明計算式の説明計算式の説明

　　・14mm2から5.5mm2を分岐した場合の電灯盤主幹ブレーカーの

　　　短絡電流を求めた場合です。

入力しない。 結果

最初に入った値が消えます。
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単相６．６ｋＶ／２１０－１０５Ｖ

１００ｋＶＡ

短絡電流系統図（参考例で計算書とは関連していません）

Ｎｏ．１ 油入変圧器

（※２０ｋＶＡ～５００ｋＶＡ迄選択できます。）

三相６．６ｋＶ／２１０Ｖ

１００ｋＶＡ

Ｎｏ．２ 油入変圧器

（※２０ｋＶＡ～２，０００ｋＶＡ迄選択できます。）

想定短絡点

Ｘ１Ｂ

ＩＳ１Ｂ

ＥＭ－ＣＥＴ

３０．０ｍ

Ｌ－Ｎ－１

想定短絡点

ＩＳ１Ａ

Ｌ－１

分電盤

想定短絡点

Ｘ３Ｂ

ＥＭ－ＣＥＴ

４０．０ｍ

Ｐ－Ｎ－１

Ｐ－１

制御盤

想定短絡点

ＩＳ３Ａ

受変電設備

ＩＳ３Ｂ

Ｘ３Ａ
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変圧器容量計算書 

 

電灯設備負荷容量集計表と動力設備負荷容量集計表がまとまったら、この変圧器容量計算書で変圧器の容量を算定します。 

入力例は負荷集計入力例の値とは違う数値を仮に入れています。 

 

１、単相変圧器 

 

（１）照明～ＯＡ負荷コンセント迄負荷容量〔kVA〕を入力すると補正係数が自動入力されます。補正係数は圧縮率とも需要率とも呼ばれていま

す。 

 

（２）補正係数は設計基準 P.159 の表を参考にしていますが注意が必要です。 

 

（３）この補正係数表は事務所ビルを対象としていますので、上書きで適宜変更できるようにしています。例えば、デパート等の店舗は照明は

100％に近い数値にしておくのが安全です。コンセントも実状に応じて修正して下さい。 

 

（４）ＯＡ負荷コンセントは 1（100％）と自動入力されますが、実状に応じて適宜考慮して下さい。 

 

２、三相変圧器 

 

（１）夏期・冬期負荷共に入力して下さい。（両方入力すると大きい方を算定します。） 

 

（２）衛生関係の補正係数は特に注意が必要です。事務所ビルの衛生関係は給排水ポンプ等同時需要は少ないですが温浴施設のような建物の循環

ポンプ等は 100％運転ですので状況を考慮して上書き修正して下さい。 

 

（３）空欄部分は冷凍機～衛生関係以外の入力欄を用意しています。入力例では厨房関係を入れております。 
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(様式 電－１１) 

　変 圧 器 容 量 計 算 書 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

負荷容量 補正負荷容量 区 負荷容量 補正負荷容量

[kVA] [kVA] 分 [kVA] [kVA]

5.5

22.4

22.4

12.0

12.0

39.9 39.1

34.4 33.7

74.6 58.9

19.4 15.3

21.5 4.5

12.3 2.6

30.4 18.2

30.4 18.2

120.7

69.8

5.5

24.8

24.8

12.0

12.0

42.3 41.5

36.8 36.1

74.6 58.9

19.4 15.3

21.5 4.5

12.3 2.6

30.4 18.2

30.4 18.2

123.1

72.2

ΣＬ l

　備考 (1)　三相負荷容量の記載は  上段：負荷容量又は補正負荷容量

 　右による。  下段：上段のうちｲﾝﾊﾞｰﾀ運転負荷容量又は

変圧器  　　　ｲﾝﾊﾞｰﾀ補正負荷容量

ｽｺｯﾄ ΣＬ r (2)　ΣＬ、ΣＣ、ΣＦＣ、ΣＯＡには予備を含まない。

ΣＬ r f
1
= (3)　補正負荷容量＝負荷容量×補正係数

[kVA] (4)　補正係数f
1
～f

7
は、上段：負荷容量に対する値を採用する。

Ｈ２７

 厨房機器 0.60

0.60

ΣＰb

合　　計

ΣＬ l

単相  OA負荷ｺﾝｾﾝﾄ

変圧器  FCU ｺﾝｾﾝﾄ

[kVA]

f
1
=

ΣＦＣ

ΣＯＡ

f
2
=

f
3
=

f
4
=

 照明 ΣＬ

 FCU・OA負荷以外のｺﾝｾﾝﾄ ΣＣ

合　　計

0.98

 ﾊﾟｯｹｰｼﾞ形空調機

 冷凍機

f
7
= 0.21 衛生関係 ΣＰ c

f
1
=

合　　計

f
6
= 0.79

ΣＰa

冬

　

期

　

負

　

荷

 空調関係

合　　計 80.5

[kVA]

100

16.6

f
4
=

150

[kVA] ΣＰ c f
7
=

 厨房機器

単相  OA負荷ｺﾝｾﾝﾄ

0.79ΣＰb f
6
=

夏

　

期

　

負

　

荷

 ｴﾚﾍﾞｰﾀ

 空調関係

 衛生関係

0.92 変圧器

ΣＯＡ 20.4 1.00 20.4

 FCU・OA負荷以外のｺﾝｾﾝﾄ ΣＣ 61.4 f
2
=

 小　　計 f
5
=三相

ΣＰa0.27

1.5

負　荷　種　別

変圧器  FCU ｺﾝｾﾝﾄ ΣＦＣ 1.6 f
3
=

変圧器名称 負　荷　種　別 備　考補正係数

 照明 ΣＬ 52.5 f
1
= 0.80 42.0

平成28年 3月 15日

合　　計

変圧器名称

 小　　計 f
5
=

補正係数

 ｴﾚﾍﾞｰﾀ

備　考

0.98

 冷凍機

0.21

 ﾊﾟｯｹｰｼﾞ形空調機
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力率改善用コンデンサ容量計算書 

 

力率とは 

・交流回路は電圧と電流にズレが生じます。これを位相差と呼び電流が電圧より遅れますので遅れ力率となります。 

・三相交流の場合、有効電力（W）＝√3×電圧×電流×COSθ（力率）となります。 

その他の関係式で説明しますと無効電力（Var）＝√3×電圧×電流×sinθ。皮相電力（VA）＝√3×電圧×電流。 

つまり力率は有効電力と皮相電力の割合であり、力率＝有効電力/皮相電力となります。 

・力率が悪いと同じ電力を使用する場合、電流が増大します。1kW のモーターを 100V で動かす場合、力率が 100％であれば 10A の電流が流れ、 

力率 80％時は 12.5A、力率 70％時は 14.3A となり消費電力も電圧降下も大きくなり好ましくありません。逆に力率が良くなれば有効電力は 

大きくなるので電気料金も安くなります。 

 

力率改善 

・電圧と電流の位相差をゼロに近づけることです。設計基準 P.175 では改善後の力率は 98％を目標とするとあります。また改善前の力率は右の

ドロップダウンリストを選択すると自動入力されますが、これは上書き修正できるようにしてあります。力率を改善するためには進相コンデン

サを入れることで電流の遅れを進ませて効率の良い電力消費を行うことができるようになります。 

 

ワンポイントアドバイス 

１、昔は動力トランスの 30％程度を目安に選定していましたが、その結果電力会社は進み過ぎで困っている状況です。 

進み力率は受電端の電圧を上昇させ、機器や配線に悪影響を与えますので適正な容量を選定することが重要です。 

２、インバータ機器の容量は計算に入れません。エアコンなどのインバータ機器に進相コンデンサを入れると発熱・発火の恐れがあるためです。

単純な汎用電動機の力率改善のために設置するものです。 

３、コンデンサが発生する高調波、またコンデンサを投入した時の突入電流を緩和するために直列リアクトルを設置します。高調波抑制のための

計算対象は第 5調波ですので 4％となり、若干余裕を見込んで 6％が一般的です。 

４、力率は常に変動していますし、夜間の負荷はほとんどない建物も多くあります。小規模（キュービクルＰＦ形）であれば特に問題ありません

が規模が大きい（キュービクルＣＢ形）施設では複数台設置し、自動力率調整（ＡＰＦＣ）を行うのがよろしいです。 
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(様式 電－１２)

　力率改善用コンデンサ容量計算書 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

補正負荷容量

に対する所要 所要設計  定　　格  定格容量

設計無効電力 無効電力  設備容量

[kvar]の割合 電力合計

cosθ
0
(tanθ

0

[kVA] [kvar] -tanθ) [kvar] [kvar] [kvar] [kvar]

 NO.1単相変圧器 75 0.68 0.95 0.98 0.119 8.1

 NO.2単相変圧器 100 0.80 0.95 0.98 0.119 9.8

51.48 24 25.5

[kvar] [kvar]

2 2

小計① 1.48 小計③ 17.90 [台] [台]

補正負荷容量

に対する所要

設計無効電力

[kvar]の割合

cosθ
0
(tanθ

0

[kVA] [kvar] -tanθ) [kvar]

夏期 89.40

負荷 69.40

冬期 91.20

負荷 70.40

夏期 128.00 周波数 合計容量

負荷 110.50

冬期 129.60

負荷 112.30 [kvar]

夏期 165.20

負荷 140.80

冬期 165.20

負荷 140.80

夏期

負荷

冬期 直列ﾘｱｸﾄﾙの

負荷 ﾘｱｸﾀﾝｽ

夏期

負荷

冬期

負荷

小計② 4.60 小計④ 27.50

 備考　三相負荷容量の記載は右による。 上段  上段：補正負荷容量

下段  下段：上段のうちｲﾝﾊﾞｰﾀ運転補正負荷容量

　注　＊ 力率を考慮する補正負荷容量＝補正負荷容量－ｲﾝﾊﾞｰﾀ運転補正負荷容量

Ｈ２７

6%

ｺﾝﾃﾞﾝｻの種類

高圧ｺﾝﾃﾞﾝｻ

60Hz0.438

0.98 0.438 10.70.80

 NO.4三相変圧器 150 1.08 17.5

 NO.5三相変圧器

0.80

17.5

517.7

24.4

24.4

20.0

20.8

17.3

24.4

平成28年 3月 15日

変 圧 器

名    称

変圧器容量

(単相)

変圧器の

無負荷時

無効電力

改善前の

力　　率

改善後の

力　　率

所要設計

無効電力

①+②+③+④

補　正　負　荷　容　量

[kVA]

68.2

82.4

変圧器容量計算書で算出した値を手入力

変 圧 器

名    称

変圧器容量

(三相)

変圧器の

無負荷時

無効電力

区分

 NO.3三相変圧器 100 1.17 0.8020.8 0.98

200 2.35

0.438

改善後の

力　　率

改善前の

力　　率

9.1

0.98

所要設計

無効電力

補正負荷容量

[kVA]

ｲﾝﾊﾞｰﾀ運転

補正負荷容量

力率改善を

考慮する補正

負荷容量

＊

夏期又は

冬期負荷の

大きな値

変更可

変更可

変更可

変更可

入力

入力
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(様式 電－１３－１) 

　直流電源装置計算書（１／２） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

 1. 用途  3. 蓄電池容量の算出

   1) 容量換算時間 Ｋ  [h] の算出

 2. 蓄電池負荷特性     ⅰ) 蓄電池種類 、形式 形 セル

   1) 非常照明器具の放電電流 Ｉ
a
 [A] 及び放電時間 Ｔ

a 
[分]

白熱電球のW数x個数 ×     ⅱ) 許容最低電圧 [V]  [V/セル]

──────────＝ ＝

100     ⅲ) 最低蓄電池温度 [℃]

Ｔ
a
＝ [分]

    ⅳ) 容量換算時間 Ｋ a～c [h]

   2) 監視用放電電流 Ｉ
b
 [A] 及び放電時間 Ｔ

b
 [分]

Ｋ a

Ｉ
b
＝ [A]

　　Ｋ c＝

Ｔ
b
＝ [分]

   3) 遮断器操作用放電電流 Ｉ
c
 [A] 及び放電時間 Ｔ

c
 [分]

Ｉ
c
＝ [A]

Ｔ
c
＝ [分]

     (備考)  用途が非常用照明用の場合、

Ｉ b＝Ｉ c＝0

受変電設備の場合、

Ｉ a＝0

図2-3 蓄電池負荷特性

Ｈ２７

10

10

2

0.2

2

平成28年 3月 15日

Ｉ
a
＝ ────────────

100

19040

非常用照明用と受変電設備用を共用

鉛蓄電池

76

95

54

セル当たり許容最低電圧 1.76

MSE

[A]

＝Ｋ b＝ 0.79

0.57

5

Ｔ
a
、Ｔ

Ｉ
a

Ｉ
c

Ｉ
b

Ｔ
c

放電時間

放
電

電
流

 
Ｉ

遮断器操作

用

  受変電設備用

(監視及び制御

用)

10分又は30分

0.2

分

表 2-2　最低蓄電池温度

通常25℃以上に確保されてる場所

通常15℃以上に確保されてる場所

通常5℃以上に確保されてる場所

 (屋内に設置される通常の受変電室等)

上記以外の場所 (寒冷地の室内等)

    表 2-3　容量換算時Ｋの値

0.1 0.2 10 30 0.1 0.2 10 30

25 0.60 0.60 0.80 1.25 0.48 0.48 0.69 1.17

15 0.64 0.64 0.84 1.30 0.53 0.53 0.73 1.19

5 0.71 0.71 0.89 1.39 0.57 0.57 0.79 1.25

-5 0.75 0.75 0.99 1.50 0.60 0.60 0.87 1.40

15

5

1.76 1.76

MSE

*

-5

HSE

設置場所の温度条件 最低蓄電池温度 [℃]

25

温度[℃]

種類

形式

放電時間 [分]

許容最低電圧 [V/ｾﾙ]

設計基準P185～P188に基づく計算式です。
器具数が少ない場合ＨＳＥを選択します。

鉛以外のデータはありません。

（設計基準は鉛のみです。）
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(様式 電－１３－２) 

　直流電源装置計算書（２／２） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

   2) 蓄電池容量の算出 5. 整流装置の定格直流電流の決定

1 設定蓄電池容量 [Ah]

── ──────────

Ｌ

ここに、 Ｃ： 表2-2の温度条件における必要蓄電池容量 [Ah]

Ｌ： 保守率＝0.8

＞ [A]

Ｋ
a
～Ｋ

c
： 容量換算時間 [h]

　 整流装置の定格電流は、直近上位で次表の値とする。

Ｉ
a
～Ｉ

c
： 放電電流 [A]

定格直流電流＝ [A]

──

＝  [Ah]

 4. 蓄電池容量の設定

Ｃ  [Ah] の直近上位での値を設定蓄電池容量とする。

設定蓄電池容量＝  [Ah]以上

中・小容量です。

大容量です。

Ｈ２７

0.79

8.7

×

定格直流電流＞

＞

10

Ｃ＝

Ｃ＝

1

｛

100

｛Ｋ
a
I

a
+Ｋ

b
I

b
+Ｋ

c
Ｋ

c
｝

78.5

760.79 × +

0.8

2 2 ｝+ ×0.57

平成28年 3月 15日

2

15

15

100

──────

+ 監視用放電電流 [A]

+

表2-5　整流装置の定格電流

5 10 15 20 30 50 75定格直流電流 [A]

表2-4　蓄電池容量

30 40 50 60 80 100 - - - -

- - 50 - - 100 150 200 300 500

　注　*　長寿命MSEも同様とする。

蓄電池容量 [Ah]

MSE

*

(10HR)

HSE(10HR)

前頁の入力作業により自動計算されています。
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非常用 発電設備計算書について説明します。 

目次に下記 3種類の計算書名があります。 

 ・非常用発電設備計算書                   ＝（１）とします。 

 ・非常用発電設備計算書（防災負荷と一般負荷に分けた場合）  ＝（２）とします。 

 ・非常用発電設備計算書（燃料槽算定等）           ＝（３）とします。 

発電機回路としては下記設備等が該当します。           

 

 

 

    （Ａ）                                    （Ｂ） 

 

 

 

         消防法、基準法等法規上必要な設備で                  設計者の判断で必要とする設備で 

         防災負荷と呼ばれています。=(A)とします。               一般負荷と呼ばれています。=(B)とします。 

・(A)と(B)の両方共を発電機回路とする場合は(1)と(3)のシートで算定します。 

・(A)と(B)を分けて計算し大きい方を選択する場合は(1)・(2)・(3)全てのシートでの算定となります。 

・一般的に(A)と(B)を含めたもので算定するのが多いと思います。この場合、発電機出力をできるだけ小さくするため順次起動とするのが普通で

す。このように(A)と(B)を含める場合は(1)の算定を行い(3)に移ります。(2)のシートの算定は不要です。 

・もう一方の考え方として、法規上必要な設備(A)は火災等万一の場合に必要なものであって建物を解体する迄使わないかも知れない。（出来れば

その方がベターです。）それよりも地震や台風による停電時に発電機を稼動させて復旧迄対応したいと要求される場合があります。防災拠点施

設や病院、工場等が該当します。この場合は(A)グループを(1)で算定し、(B)グループを(2)で算定します。大きな出力となるものが(1/10)に入

ります。 

・(1)・(2)・(3)のシートは独立しているようで各々連動しています。 

※ 注 意 

・(A)と(B)を分けて計算し、大きい方を選択する場合で注意すべきことは、非常時には自火報連動又は法規上必要な防災機器が運転した場合は 

その運転信号によって一般負荷は遮断できることが条件となります。 

 ・給水ポンプ 

 ・排水ポンプ 

 ・保安用照明 

 ・保安用コンセント 

 ・通信機器 

 ・空調機（エアコン含む） 

 ・スプリンクラーポンプ 

 ・消火栓ポンプ 

 ・排煙機 

 ・非常用エレベータ 

 ・発電機用補機 

 ・発電機室給排気ファン 
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発電機入力例－１ 

 

防災負荷(A)と一般負荷(B)の両方を発電機回路とした場合について説明します。一般的にはこのような例が多いと思います。目次にある上の方の

シート（様式 電-14-1～9）で計算します。 

 

（１）まず(1/10)の白枠のみ手入力します。黄色はドロップダウンリストより選択、グリーンとグレー枠は自動計算されますので直接の手入力は

しないで下さい。 

 

（２）原動機の種類は(1/10)シートの下表を参考に選択します。発電機出力が 100kVA 程度になるであろうとすると過給機付を選択します。80kW

以下と思われる場合は無過給を選択します。尚、無過給を選択して(8/10)、(9/10)に順次進んでいくと#VALUE!が出た場合は（1/10）に戻

って過給機付に選択し直して下さい。(8/10)、(9/10)の VALUE!が消えます。 

 

（３）(1/10)の白枠、リスト選択が完了したら(4/10)を先に計算してから(2/10)に戻ります。(4/10)は同時始動用です。 

防災負荷は複数台の負荷がドーンと一発で入ることを前提にしています。 

 

（４）負荷名称はダブルクリックして手順に従い、入力していきます。直接入力は不可です。 

 

（５）(4/10)を順次説明しますとスプリンクラーポンプは誘導電動機、Y-Δ（最大）を選択しています。Y-Δで 3台目からは（その他）を選択し

ますが 2台迄は（最大）です。排煙機も誘導電動機、Y-Δ（最大）で選択します。 

 

（６）消火栓ポンプは誘導電動機、始動方式はラインスタートを選択しています。入力例ではこれらの 3台の合計 39kW が同時に入ることになり

ます。 

 

（７）(2/10)に戻って下さい。(4/10)の同時起動分を表示する方法を説明しますと左上の同時始動入力をクリックすると入力するセル（負荷名称）

を選択して〔OK〕釦をクリックして下さいの表示が出ますので、(2/10)の負荷名称最上段セルをクリックしてから OK 釦を押すとスプリン

クラーポンプ～消火栓ポンプ迄が自動入力されます。ここでも出力合計 39kW が一発で同時に始動しますよと入っております。 
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（８）続いて発電機回路としたい負荷を順次ダブルクリックしながら案内に従い入力します。給水ポンプ、排水ポンプ、発電機室ファンは誘導電

動機とラインスタートを選択しました。保安用照明は電灯・差込を選択し不平衡負荷にの欄にも入力します。ここでは平衡がとれているも

のとしています。 

 

（９）次に(5/10)、(6/10)はとばして(7/10)で右下のドロップダウンリストより選択します。ここでは 1とするを選択しました。 

 

（１０）(8/10)では、ほぼ計算が完了した状態になっていますが、エレベータ無と下部黄色ドロップダンリストより 1 を選択しますと定格出力

125kVA と表示されます。それでよければ 125 と手入力します。将来追加を考慮するのであれば 150 としてもよいですが、この確認の意

味で入力した値が(9/10)に連動しますので注意して下さい。 

 

（１１）(9/10)では(8/10)で 125 と入力した値が下部の発電機出力に入力されています。エレベータ無しを選択すると残っているのは原動機定格

出力なので整合率に納まるよう入力します。発電機出力より原動機出力が少し大きくなるのが一般的です。ここでは 150 と手入力してい

ます。これで計算は完了です。 

 

（１２）計算は完了したしたので(1/10)に戻りますと全てが自動入力されています。 

 

 

ワンポイントアドバイス 

 

１、(4/10)で同時始動入力欄は 10台迄です。それ以上有る場合は小さい容量を 1台としてまとめて下さい。 

  負荷名称が異なっても 2.2kW が 4 台ある場合は、その他機器計と名前を付けて 8.8kW というようにまとめて下さい。 

  注意することはまとめた合計値が最大（例えばスプリンクラー18.5kW）を超えないようにまとめて下さい。 

 

２、(2/10)は同時始動にプラスして順次入力していきますので入力行挿入でいくらでも増やすことは可能です。 
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(様式 電－１４－１) 

　非常用発電設備計算書（１／10） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

 1. 特性等  2. 非常用発電設備

計算に関係しません。

(1)  対象負荷機器

 2/10 による。

(2)  発電機　特性 (2)  発電機出力 Ｇ

xd'g＝  　定格出力 125  kVA 極数 4  極

ΔE＝ [発電機許容電圧降下]  　定格電圧 200  V 定格周波数 60  Hz

KG
3
＝

[発電機の短時間過電流耐力]

(ＫＧ3＝1.5(標))

 　定格力率 0.8 定格回転数 1,500  min

-1

KG
4
＝ (3)  原動機出力 Ｅ

ηg/Ｃ p＝ 0.879 / 1.06  　原動機の種別

(3)  原動機　特製  　定格出力 150  kW 定格回転数 1,500  min

-1

a＝ [原動機の仮想全負荷時投入許容値]  　使用燃料 軽油

ε＝ [原動機の無負荷時投入許容値]

γ＝ [原動機の短時間最大出力] (4)   整合率 ＭＲ 1.08 Ｇ： 発電機出力 [kVA]

(4)  発電機　特製 Ｅ cosθg： 発電機の定格力率(0.8)

────────

D＝ [負荷の需要率] Ｇ・cosθg ηg： 発電機効率

─────

d＝ [ベース負荷の需要率] ηg Ｅ： 原動機出力 [kW]

 (標)：公共建築工事標準仕様書(電気設備工事編)第5編 第1章第1節～第4節  3. 発電装置の出力決定

（９／10）迄の計算が完了したら自動入力されますので

直接入力はしないで下さい。 計算に関係しません。

Ｈ２７

)

1.0

防災負荷運転時

計算に関係します。

0.18

0.70

1.1

ＭＲ＝

1.0

(

(1)  種類 屋内キュービクル式長時間形(ﾗｼﾞｴｰﾀ式)

0.25 [負荷投入時における電圧降下を評価したインピーダンス]

[発電機効率／原動機出力補正係数] ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ機関(過給機付)

0.25

1.5

0.15

[発電機の許容逆相電流における係数]

(ＫＧ4＝0.15(標))

計算に関係

しません。
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(様式 電－１４－２) 

　非常用発電設備計算書（２／10） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

 3. 負荷表

ks ks ks ks ks ks ks ks ks
── ── ── ── ── ── ── ── ──

Z'm Z'm Z'm Z'm Z'm Z'm Z'm Z'm Z'm

R-S

 スプリンクラーポンプ 1 － 39 4.08

 排煙機 1 －

 消火栓ポンプ 1 －

 給水ポンプ 1 3.7 1.000 3.7 ﾗｲﾝｽﾀｰﾄ 7.14

 排水ポンプ 1 0.8 1.000 0.8 ﾗｲﾝｽﾀｰﾄ 7.14

 発電機室ファン 2 0.4 1.000 0.8 ﾗｲﾝｽﾀｰﾄ 7.14

 保安用照明 1 6.0 1.000 6 1.00 2.0

ks ks ks ks
─── ── ── ───

Ｚ 'm Ｚ ' Ｚ 'm Ｚ 'm

 最大となる 最大となるmi＝Ｍ
3

 値が最大となる 　値が最大となるmi＝Ｍ '
3

 最大値：Ａ

 mi＝Ｍ
2

 mi＝Ｍ '
2

 次の値：Ｂ

50.3 Ｍ
2
＝ Ｍ

3
＝ Ｍ '

3
＝  最小値：Ｃ

 (備考) (1) 換算係数は､6/10 による。

　　　　(2) Ｋ s、Ｚ 'm、cosθsの値は､6/10､7/10 による。

　　　  (3) エレベータ及び電動機で同時始動する負荷がある場合は､3/10､4/10 により集計し､一つの負荷とみなす。

Ｈ２７

出力

換算

係数

出　力

　mi

[kW]

始動

方式

又は

制御

方式 ×mi

×mi cosθ
s

防災用負荷運転時

cosθ
s

不平衡負荷

[kW]

(
cosθ

s
-1

)

Ｍ '
3
の選定(ＲＥ

3
用)

cosθ
s

cosθ
s

2.21

Ｍ '
2
の選定(ＲＥ

2
用)

2.04 79.6

5.6726.4 7.14

負 荷 名 称

負荷

記号

台数

換算を必

要とする

入力又は

出　　力

[kVA,kW]

Ｍ
2
の選定(ＲＧ

2
用)

ks
──

2.824.29

Ｍ
3
の選定(ＲＧ

3
用)

×mi

110.0

－1.47 －1.47
(

Z'm

)

159.1

5.677.14 4.5

4.5

5.7

21.0

5.677.14

6.0

エレベータ

・miの値が

合　   　計

及 び 選 定

Ｋ＝Σmi＝

負 荷 出 力 合 計 値 Ｋ

5.7

(

-0.471.00

5.00

1.001.00-2.8

4.00

4.005.00

18.55.00

4.0

5.00

T-RS-T

1.21

×mi-1

14.8

47.2

0.0

3.2

2.0

3.2

2.0

4.005.00 4.0

6.0

5.00

0.00

2.0

2.0

)

39.0 39.0

・miの値が

Ｍ '
2
＝39.0

－1.47
)

cosθs・miの (

39.0

cosθ
s
-1

2.0

2.0

2.0・miの値 2.0

　　左上の同時始動入力をクリックすると入力するセル（負荷名称）を選択して〔ＯＫ〕釦をクリックして下さいの

　　表示がでますので負荷名称最上段セル（ここではスプリンクラーポンプ）をクリックしてからＯＫ釦を押す

　　と（4／10）がまとまって入力されます。給水ポンプ以降はダブルクリックしながら順次入力していきます。

　　同時始動がある場合はまず（4／10）を入力します。
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(様式 電－１４－３) 

　非常用発電設備計算書（３／10） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

 4. 負荷表(エレベータ同時始動計算用)

ks ks ks ks
── ── ── ──

Z'm Z'm Z'm Z'm

集計 Ｍ p＝Σ①＝ Σ②＝ Σ④＝ Σ⑥＝ Σ⑦＝

Ｍ p＝ 1 1 1 1 1 1 1 1

── ── ── ── ── ── ── ──

 ＲＧ
2
:Ｚ 'mp＝ Ｚ 'm Ｍ p Ｚ 'm Ｍ p Ｚ 'm Ｍ p Ｚ 'm Ｍ p

　　　Σ②とΣ④を比較し､大きい値の方のＺ'mpとする。

 ＲＧ
3
:Ｚ 'mp＝

　　　始動中のＲＧ
3
用のＺ 'mpとする。 x

 ＲＥ
2
:Ｚ 'mp＝ cosθsp＝

 Σ③とΣ⑤を比較し､大きい値の方のＺ 'mpとcosθsp

 とする。

 ＲＥ
3
:Ｚ 'mp＝ cosθsp＝

 始動中のＲＥ
3
用のＺ 'mpとcosθspとする。

 (備考) (1) Ｍ p、Ｚ 'mp、cosθspは、次による。

　　　Ｍ p：分負荷時の相当出力　　Ｚ 'mp：分負荷投入時の負荷の相当始動インピーダンス　　cosθsp：分負荷投入時の相当始動力率

　 (2) 諸元値及び換算係数は､6/10､7/10 による｡

Ｈ２７

始　　　動　　　中

ＲＧ
3
用 ＲＥ

3
用

⑧

・mi
Z'm

kscosθs
・mi

防災用負荷運転時

────

Z'm Z'm

⑦

cosθsp＝

・Σ④

＝

1

────────

＝

＝────────

Σ④

1

1

───────

＝

＝

────────

・Σ⑧

───────

＝

＝────────＝

負 荷 名 称

・mi
Z'm

制

御

方

式

計　　　算　　　値

①

個 々 の

負荷機器

の 出 力

　mi

[kW]

kscosθ
s

Z'm

kscosθs

②

出力

換算

係数

始　動　瞬　時

ks
──

③

負荷

記号

Z'm

台数

・mi──

ks
───── ────

換算を必

要とする

入力又は

出　　力

[kVA,kW]

kscosθs
・mi

ks kscosθs
───────

Z'mZ'mZ'm

Σ②

──

Σ③

＝

選

定

＝

cosθsp＝

─────＝

・Σ②

Σ③＝

＝ ×

1

1

─────

・mi

kscosθs
─────

④

ＲＧ
2
　　ＲＥ

2
用

Z'm

──

⑥

────

⑤

・mi

ks

＝─────

＝

Σ⑤＝ Σ⑧＝

Σ⑦

Σ⑤

× ＝

──cosθsp＝

×

1

──────── ＝

──

Σ⑧

────────＝

＝

1

1

・Σ⑥

　　・このシートはエレベータが2台以上ある場合に使用します。

　　　1台の場合はこのシートに入力必要ありません。

　　・1台の場合は給水ポンプ、排水ポンプと同じように負荷名称に

　　　順次入力すればよいです。
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(様式 電－１４－４) 

　非常用発電設備計算書（４／10） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

 5. 負荷表(同時始動計算用)(エレベータは除く)

ks ks ks ks ks
── ── ── ── ──

Z'm Z'm Z'm Z'm Z'm

1 18.5 1.000 Ｙ-Δ 2.38 2.38 4.76 4.76 4.76

1 15.0 1.000 Ｙ-Δ 2.38 2.38 4.76 4.76 4.76

1 5.5 1.000

ﾗｲﾝｽﾀｰ

ﾄ

7.14 7.14 0.00 1.47 1.47

Ｍ p＝Σ①＝ Σ②＝ Σ③＝ Σ⑤＝ Σ⑦＝ Σ⑧＝

Ｍ p＝ 1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

── ── ── ── ── ── ── ── ── ──

 ＲＧ
2
:Ｚ 'mp＝ Ｚ 'm Ｍ p Ｚ 'm Ｍ p Ｚ 'm Ｍ p Ｚ 'm Ｍ p Ｚ 'm Ｍ p

　　Σ②とΣ⑤を比較し､大きい値の方のＺ 'mpとする。

 ＲＧ
3
:Ｚ 'mp＝

　　始動中のＲＧ
3
用のＺ'mpとする。 × ×

 ＲＥ
2
:Ｚ 'mp＝ cosθsp＝

 　Σ④とΣ⑥を比較し､大きい値の方のＺ'mpとcosθsp

　　とする。

 ＲＥ
3
:Ｚ 'mp＝ cosθsp＝

 　始動中のＲＥ
3
用のＺ 'mpとcosθspとする。

 (備考) (1) Ｍ p、Ｚ 'mp、cosθspは、次による。

　　　Ｍ p：分負荷時の相当出力　　Ｚ 'mp：分負荷投入時の負荷の相当始動インピーダンス　　cosθsp：分負荷投入時の相当始動力率

　 (2) 諸元値及び換算係数は､6/10､7/10 による｡

Ｈ２７

35.7

・Σ⑦＝

71.4

6.5

Σ⑥＝

＝

防災用負荷運転時

──

2.38

1

× 159.5

167.6

・Σ②

63.5

cosθsp＝

────────

Σ④＝

1

─────

＝

39.0 39.0

119.0

＝

119.0

＝

＝

63.5

0.534────────

＝

×

167.60.233

────────

86.2

＝───────＝

1

0.500

79.7

────────

159.5

Σ⑨

cosθsp＝

39.0

・Σ⑤

1

──

＝

1

1

＝＝

79.7159.5

────────

・Σ③＝

119.0

44.0

───── ────

Z'm

88.1

Z'mZ'm

・mi

ＲＥ
3
用

⑨

ks

⑧

kscosθs
・mi

Σ⑧

167.6

86.2

────────

・Σ⑧

×

71.4 2.38

8.1 1.18

167.6 Σ⑨＝

8.1

167.6

───────

39.0

1

＝

0.514

────────

0.233

＝

0.514

0.500

Σ③

cosθsp＝
Σ④

──

＝

＝

0.328

1

0.328

＝

────────

1

────────

1

39.0

0.245

Σ⑥

──

Σ⑤

＝

＝

0.233

選

　

　

　

定

0.245

0.233

0.245

39.0

─────

119.0

＝

39 119.0

台数

換算を必

要とする

入力又は

出　　力

[kVA,kW]

 消火栓ポンプ

負 荷 名 称

負荷

記号

 スプリンクラーポンプ

 排煙機

①

個 々 の

負荷機器

の 出 力

　mi

[kW]

②

ks

44.0

・mi

35.7

18.5

始　動　瞬　時

ＲＧ
2
 ＲＧ

3

5.5

ＲＥ
2
　　ＲＥ

3
用 ＲＧ

2
　　ＲＥ

2
用

─────

⑤

・mi

④

kscosθskscosθsks

44.0

Z'm

kscosθs
───── ・mi────

Z'm

39.3

出力

換算

係数

──

Z'm

計　　　算　　　値

ＲＧ
3
用

制

御

方

式

15

始　　　動　　　中

⑦

・mi

0.0

88.1

2.38

ks
──

0.00

Z'm

⑥

44.0

Z'm

── ・mi

ks

③

kscosθs

2.38

Z'm

35.7 1.19

39.3

35.7

4.29 23.6

71.417.9

0.0

kscosθs

88.122.0

Z'm

1.19

Z'm

──── ・mi──

　　同時始動がある場合は先にこの（4／10）のシートを仕上げて（2／10）に戻ります。

　　同時始動がない場合はこのシート（4／10）の入力は必要ありません。
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(様式 電－１４－５) 

　非常用発電設備計算書（５／10） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

 6. 負荷表

[kW]

Ｒ＝Σ① Σ②＝ Ｒ
1
＝Σ④ Ｒ

3
＝Σ⑤ Ｒ

6
＝Σ⑥ ＡＣＦ＝Σ⑦

＝ ＝ ＝ ＝ ＝

 (備考) 1. 諸元値は6/10による。 電源移相別高調波機器の定格出力の合計値：ＲＡ、ＲＢ  [kW]

ＲＡ＞ＲＢ

────────────────────────

Ｈ＝ hb・√[(0.355・0.355・Ｒ
6
)

2

+｛(0.606・Ｒ
3
+0.656・Ｒ

1
)・hph｝2

───────────────────────────────────────

＝ × (0.355× )

2

+｛(0.606x +0.656× ｝

2

＝

Ｈ： 高調波電力合成値 [kVA]

Ｒ hph： 移相補正係数

──

Ｋ

────

ＲＡＦ＝ 0.8・min(Ｈ,ＡＣＦ)＝0.8×min( , )＝

Ｈ２７

⑥

移相

③ [kW][kW]

防災用負荷運転時

アクティブ

フィルター

の定格容量

[kVA]

⑦

高調波発生負荷

12パルス

整流機器

の出力値

④

整流機器

の出力値

[kW]

整流機器

の出力値

6パルス

⑤

単相全波Ｒ
1
[kW]

①

定格出力

始動

方式

又は

制御

方式

②

力率

同相

負荷機器名称 記号 台数

換算を必要

とする入力

又は出力

[kVA、kW]

大きい方ＲＡ＝

小さい方ＲＢ＝

Σ②＝

＝

＝

──────=1.0－0.413×

50.3

──────────

2.3－

1.3

──────────

──────

√

√
)×

hb＝

ＲＡ

2.3－

ＲＢ

hph＝ 1.0－0.413・

1.3

＝

このシートも特に入力する必要はありません。
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(様式 電－１４－６) 

　非常用発電設備計算書（６／10） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

 7. 出力 (mi) の算定 ⑥ 定格が出力[kVA] で表示されている機器(UPS)

出力(mi) は､個々の負荷機器の定格表示に応じて次により求める｡ mi＝Ｆ i・Ｃ i・cosθi [kW]

① 一般電動機(誘導機) ここに､Ｆ i: 出力換算係数……1.0

mi＝Ｆ i・電動機定格出力[kW] Ｃ
i
: 定格出力[kVA]

ここに､Ｆ i：出力換算係数……1.0 cosθi: 負荷の力率……0.9 (ただし､並列冗長運転の場合､並列冗長係

② エレベータ n-1
───

mi＝(Ｕ v/n)・ Ｅ vi・Ｖ i n

ここに､Ｕ v： エレベータの台数による換算係数 ⑦ その他の機器(効率(ηＬ )が0.85 より著しく小さい機器の場合｡)

n: エレベータの台数 mi＝(ηＬ /ηＬ i)・Ｋ i [kW]

ここに､ηＬ : 負荷の総合効率……0.85

Ｅ vi: エレベータの制御方式によって定まる換算係数 ηＬ i: 当該負荷の定格時効率

交流帰還制御方式､インバータ制御方式の場合……1.224 Ｋ i: 負荷出力[kW]

油圧制御方式の場合……2.000  8. エレベータ台数による換算係数

Ｖ i: エレベータの巻上電動機の定格出力[kW]

③ 整流装置

mi＝Ｆ i・Ｖ・Ａ /1,000 [kW]

ここに､Ｆ i：出力換算係数……1.0

Ｖ : 直流側の定格電圧[Ｖ]  9. エレベータの緒元値

Ａ: 直流側の定格電流[Ａ]

④ 白熱灯・蛍光灯

m
i
＝Ｆ i・定格消費電力(定格ランプ電力) [kW]

ここに､Ｆ i:出力換算係数……1.0

白熱灯は､定格消費電力､蛍光灯は､定格ランプ電力とする｡

⑤ 差込負荷

mi＝Ｆ i・Ｌ i/1,000 [kW]

ここに､Ｆ i:出力換算係数……1.0

Ｌ i: 非常用コンセント(単相) の定格電圧[Ｖ]×定格電流[Ａ]

通常は､100 V 15 A とする｡

Ｈ２７

n

Σ

i=1

数 を乗ずる｡nはUPS のセット数｡)

(発電機管制運転を行っているエレベータは､１台分を見込む｡)

台数(n) 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

Ｕ v 1.00 2.00 2.70 3.10 3.25 3.30 3.71 4.08 4.45 4.80

台数による

換算係数

ks ks ks ks ks ks ks
── ── ── ── ── ── ──

Z'm Z'm Z'm Z'm Z'm Z'm Z'm

交流帰還 1.0 0.204 4.90 0 0.204 0 1.0 0.204 4.90 1.0 0.204 4.90

交流

VVVF

0 0 0 0 0.34 0 1.0 0.34 2.94 1.0 0.34 2.94

油圧制御 1.0 0.4 2.5 1.0 0.2 5.0 1.0 0.2 5.0 1.0 0.2 5.0

制御方式

負

荷

cosθs ks

始 動 瞬 時

cosθs

Z'mks
ks Z'm

ＲＧ
2
、ＲＥ

2

始　　　動　　　中

ＲＥ
3

ＲＧ
3

cosθsZ'mks Z'm

3.92
エ

レ

ベ

｜

タ

3.92

0

1.25

2.35

2.5

0

0

2.5

計算シートではありません。説明資料です。
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(様式 電－１４－７) 

　非常用発電設備計算書（７／10） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

 10. 負荷機器(エレベータを除く)同時始動の場合の諸元値

11. fv
1
、fv

2
、fv

3
の値

通常の場合は､fv
1
＝1.0 であるが､次の条件にすべて

　適合する場合は､次式による｡(fv
2
､fv

3
も同じ)

① 電動機は､ディーゼルエンジン又はガスタービン

　(一軸) とし､ディーゼルエンジンの場合は､

Ｋ≦35 kW､ガスタービン(一軸) の場合は､

Ｋ≦55 kW であること｡

② 全ての防災設備で､下式のＭ
3
､Ｍ '

2
、Ｍ '

3
に該当

　する負荷機器は､軽負荷(ポンプ類) であること｡

③ Ｍ /Ｋ≧ 0.333 であること｡

④ 計算式のＭ
3
､Ｍ '

2
、Ｍ '

3
に該当する誘導電動機

　の始動式方式は､ラインスタート､スターデルタ始

　動(クローズを含む)､リアクトル始動､コンドル

　ファ始動､特殊コンドルファ始動であること｡

⑤ 最大最終投入方式であること｡

⑥ 負荷機器にエレベータがないこと｡

⑦ 負荷機器に分負荷がないこと｡

Ｍ
3

──

Ｋ

──────

Ｍ '
2

──

Ｋ

──────

Ｍ '
3

──

Ｋ

──────

リスト選択です。

Ｈ２７

防災用負荷運転時

＝

fv1、fv2、fv3＝ 1 とする

＝1.000-0.24・ ＝

fv
1
＝1.000－0.12・

＝1.000-0.12・ ＝

fv
2
＝1.000－0.24・

＝1.000-0.24・

fv
3
＝1.000－0.24・

ks ks ks ks ks ks ks ks
── ── ── ── ── ── ── ──

Z'm Z'm Z'm Z'm Z'm Z'm Z'm Z'm

① 5.00

② 4.29

③ 3.57

④ 2.86

① 1.03

② 0.88

③ 0.74

④ 0.59

① 3.33 ① 3.33

② 2.86 ② 2.86

③ 2.38 ③ 2.38

④ 1.90 ④ 1.90

① 2.45 ① 2.45

② 2.10 ② 2.10

③ 1.75 ③ 1.75

④ 1.40 ④ 1.40

① 2.45 ① 2.45

② 2.10 ② 2.10

③ 1.75 ③ 1.75

④ 1.75 ④ 1.75

① 2.45

② 2.10

③ 1.75

④ 1.75

1.00 0.90 1.11 1.00 0.90 1.11 0 0.90 0 1.00 0.90 1.11 1.00 0.90 1.11

1.00 0.68 1.47 1.00 0.68 1.47 0 0.68 0 1.00 0.68 1.47 1.00 0.68 1.47

①は5.5 kW未満､②は5.5 kW以上11 kW 未満､③は11 kW 以上30 kW 未満､④は30 kW 以上

0.680

1.470 0.68 0

(最大定格出力値のもの及びその次の定格出力を持つもの)以外のもの

0

0.14

1.00

0.667

ks ksZ'm

④

③

1.00

0.333

1.00 7.14

2.38

1.19

② 1.43

① 1.67

0.95

ks

0 0.68

cosθs Z'mcosθsZ'm ks

1.00 0.68

2.38

7.14

ﾗｲﾝｽﾀｰﾄ

(直入

始動)

Ｙ-Δ

始動

始 動 瞬 時

Z'm

ＲＥ
2
、ＲＥ

3

始

動

方

式

ＲＧ
2
、ＲＧ

3

始　　　動　　　中

ＲＧ
2
、ＲＥ

2
ＲＧ

3
ＲＥ

3

3.50

0.140.49 3.50

3.50

0.14 0.667

1.47

cosθsks Z'm

1.181.471.00 0.68

0.14

1.00

4.76

0 1.47

最大定格出力値のもの及びその次の定格出力を持つもの

0.68

0.667 4.76 4.76

1.000.14 1.00 0.680 0.140 000

0

0.40

0.49

0.49

1.00

0.49

0.34

0.14

0.70

1.00

0.42

1.47

5.00

3.50

2.94

3.00

1.180.34 2.94

2.22

1.25

0.45

1.470.68

1.25

1.00 1.00

1.56

0

0

1.00

1.001.00

0

1.00

0.45

1.00

0

0.45

1.00

1.00

1.00

1.00

2.22 0

1.00

2.22

0.14

3.50

1.25

0.49

0.90

0

1.00 1.00 1.00 1.00

特殊コン

ドルファ

始動

0

0.14

0.45

0.14

VVVF方式

電動機

0.25

0.49

1.56

0.14

1.00

0.333

0.49

3.50

1.79

0

0.25

2.22 1.001.00

(備考)

電灯・

差込負荷

1.00 1.00

整流器

UPS

巻線形

電動機

3.50

1.79

コンドル

ファ始動

誘

　

導

電

動

機

連続電圧

制御始動

リアクト

ル始動

5.00

0.14 0 0

負

荷

1.00

0.14

0.70

0 1.00 0

0.45 0
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(様式 電－１４－８) 

　非常用発電設備計算書（８／10） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

 12. 発電機出力の計算

 ＝1.47Ｄ・sf＝1.47× × ＝ sf： 不平衡単相負荷による線電流の増加係数  ＲＧ
1

 ΔＰ＝Ａ +Ｂ－2Ｃ＝ + ＝ ΔＰ： 単相負荷平衡分合計出力値 [kW]

 sf＝1+0.60ΔＰ /Ｋ＝1+0.60× ／ ＝

 ΔＰ /Ｋ＝ ≦0.3

─────────────────────────────

──

──────────────────────────────────────────────────────────

( － + 0.00 )＝

－

 u2

＝

 α・ＲＧ・Ｋ＝ × × ＝  [kVA] → 定格出力 125 [kVA] → 125 [kVA]

 (備考) (1) Ｄ、d、ε、γ、cosθgの値は (1/10) による。 確認のため再度入力します。

(2) Ｋ、Ｍ
2
、Ｍ

3
、の値は (2/10) あるいは (3/10) による。

(3) ＲＧ
2
のks/Ｚ 'mの値及びＲＧ

3
のks/Ｚ 'mの値は (4/10) による。

(4) Ｋ、ＲＡＦの値は (5/10) による。

(5) fv
1
の値は7/10 による｡

Ｈ２７

 ＝

1.00

－2×

50.3

2.0

─────

─── －1.47d
) ｝

・

Ｍ
3

───

Ｋ

(

fv
1  ＲＧ

3

防災用負荷運転時

1.47

4.08 ＝ 2.37

 ＲＧ
2

×

39.0

50.3

×──────

+3・

＝

0.00

2.44＝

(Ｈ－ＲＡＦ )

2

+｛1.47・(Ａ +Ｂ )－2.94・Ｃ｝

2

・(1－3u+3u2

)

──────

)

2

+｛1.47・(

0.0

──────────────

2.02.0

 ＲＧ
4

 u＝
Ａ－Ｃ

────

0.0

u：単相負荷不平衡係数

0.15

1

)－2.94・

－1.47・4.29+(
｛

1.47××
｝

50.3

｝

2

×(1－3・2.0

39.0

)×──────1.0

発 電 機 出 力 Ｇ

[kVA]

1.0 2.44

2.0

ΔＰ

ＲＧ

2.0

0.0

0.0

 ＲＧ
1
、ＲＧ

2
、ＲＧ

3
、ＲＧ

4
のうち最大値 2.441.47Ｄ≦ＲＧ≦2.2  ＲＧ

50.3

ＲＧ＝ＲＧ
3

122.7

ＲＧ
3

1

√

─────

 ＝

Ｋ ＫＧ
4

1

・

 ＝

ＲＧ
4

√───

0.00

・

50.3

0.00

＝

ＲＧ
2

ＲＧ
1

Ｍ
2

1.0

1.00

0.02.0

0.0

2.0

0.00

・xd'g・

ks

×

1.0

0.25────────

0.251－

0.25

─── ＝

1.47d+

1-ΔＥ

ΔＥ

───

───

Ｚ 'm

ks

Ｚ 'm

・

Ｋ

エレベータの有無

無

1

1.5

 ＝

 ＝

1.0

──────

ＫＧ
3

｛

同時始動の合計が

入力されています。

同時始動の合計が

入力されています。
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(様式 電－１４－９) 

　非常用発電設備計算書（９／10） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

 13. 原動機出力の算出及び整合

 ＝1.3Ｄ＝1.3× ＝

ＲＥ
2

fv
3

───

γ

Ｇ＝ [kVA] 力率＝ Ｅ＝ [kW]以上

(備考) (1) Ｄ、d、ε、γ、cosθgの値は (1/10) による。

(2) ＲＥ
3
のks/Ｚ 'm・cosθg、Ｋ、Ｍ '

2
、Ｍ

3
の値は (2/10) あるいは (3/10) による。 一般的には発電機出力より原動機出力の方が大きい傾向にあります。

(3) fv
2
、fv

3
の値は7/10 による｡ いずれにしてもメーカー問合せ、カタログ等を参考に入力して下さい。

(4) Ｇの値は (8/10) による。

Ｈ２７

116 [kW]

整合率を1.5にする原動機出力＝ 174 [kW]

1.368×

)
・

整合率を 1 にする原動機出力＝

1.0

｝

－+(1.163×

・cosθs－1.368d───

ks

Ｚ 'm

1.0 2.21

1.163・

Ｋ

─── ×

Ｍ '
2

)
─────＝

－

×

ε

1.163

cosθs－1.026d
Ｚ 'm

ks

(
・

0.8

───── 1.30

Ｅ
150

＝0.864×

× 0.8

×

非常用発電設備の出力 125

整合率

ＭＲ

 ＭＲ＝

原動機定格出力

Ｅ [kW]

・ηg＝
Ｇ・cosθg

 α・ＲＥ・Ｋ・Ｃ p＝ 1.0 [kW]以上

1≦ＭＲ≦ 1.5

→ 150

2.09

＝

 ＲＥ
3

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ機関(過給機付)

152.5

)

─────

2.86

1.3Ｄ≦ＲＥ≦2.2

)×

150

＝

50.3

39.0

1.163

Ｍ '
3

Ｋ

───

─────

｝

×

ＲＥ
1

fv
2
・

fv
2
・

1.0

(

1.0

＝

エレベータの有無

＝

 ＲＥ

×50.3

ＲＥ＝ＲＥ

＝

2

1.06

ＲＥ
2

デ

ィ

ー

ゼ

ル

機

関

無

＝

ＲＥ
3

＝

125

×

 ＲＥ
1
、ＲＥ

2
、ＲＥ

3
、のうち最大値

・

───────────

2.86

ks
───

ε

1.0

・cosθs・

(
+

───────

1.026×

1.026d+

×
｛

────

1.1

1.368×

1.0

1.368d+
｛

─────×
｛

×

｝)

1.163

×

・

ＲＥ

(

1.163

Ｚ 'm

＝

｛

ガ

ス

タ

ー

ビ

ン

(

＝

 ＲＥ
2

 ＲＥ
1

───

Ｋ

1.0

50.3

─────2.04

Ｍ '
2

防災用負荷運転時

2.86

0.7

─────

1.30

39.0

1.026×
｝)

・
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発電機入力例－２ 

 

・入力例-1 ではスプリンクラーポンプ、排煙機、消火栓ポンプの 3 台が同時運転し、続いて給水ポンプ、排水ポンプ、発電機室ファン、保安用

照明が順次投入されるとして計算し、その結果 125kVA の発電機が算定されました。 

次に同時は無い、つまり全ての負荷が遅延リレー等で順次運転される場合はどうなるかを計算してみます。この選定方法で良いかはともかくとし

て計算してみます。 

 

１、この場合、（4/10）の計算は必要ありません。 

 

２、（2/10）のシートで負荷名称をダブルクリックして順次入力していきます。 

 

３、（8/10）で 100kVA と選定されています。同時始動 3台あるとして算定した 125kVA より小さな発電機を選定しました。 

 

 

ワンポイントアドバイス 

 

１、順次起動の場合、発電機容量を小さくすることが出来ますが、負荷は遅延リレー等の時間をずらして投入するような配慮が必要です。 

  発電機が同時始動があるに比べて小さいのに同時に入ってしまっては正常な運転はできません。 
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(様式 電－１４－１) 

　非常用発電設備計算書（１／10） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

 1. 特性等  2. 非常用発電設備

(1)  対象負荷機器

 2/10 による。

(2)  発電機　特性 (2)  発電機出力 Ｇ

xd'g＝  　定格出力 100  kVA 極数 4  極

ΔE＝ [発電機許容電圧降下]  　定格電圧 200  V 定格周波数 60  Hz

KG
3
＝

[発電機の短時間過電流耐力]

(ＫＧ3＝1.5(標))

 　定格力率 0.8 定格回転数 1,500  min

-1

KG
4
＝ (3)  原動機出力 Ｅ

ηg/Ｃ p＝ 0.855 / 1.06  　原動機の種別

(3)  原動機　特製  　定格出力 120  kW 定格回転数 1,500  min

-1

a＝ [原動機の仮想全負荷時投入許容値]  　使用燃料 軽油

ε＝ [原動機の無負荷時投入許容値]

γ＝ [原動機の短時間最大出力] (4)   整合率 ＭＲ 1.28 Ｇ： 発電機出力 [kVA]

(4)  発電機　特製 Ｅ cosθg： 発電機の定格力率(0.8)

────────

D＝ [負荷の需要率] Ｇ・cosθg ηg： 発電機効率

─────

d＝ [ベース負荷の需要率] ηg Ｅ： 原動機出力 [kW]

 (標)：公共建築工事標準仕様書(電気設備工事編)第5編 第1章第1節～第4節  3. 発電装置の出力決定

Ｈ２７

0.25

[発電機の許容逆相電流における係数]

(ＫＧ4＝0.15(標))

0.15

0.25

1.5

[負荷投入時における電圧降下を評価したインピーダンス]

防災負荷運転時

(1) 屋内キュービクル式長時間形(ﾗｼﾞｴｰﾀ式) 種類

)

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ機関(過給機付)

ＭＲ＝

(

1.0

[発電機効率／原動機出力補正係数]

0.70

0.18

1.0

1.1

入力例－１の負荷を全て順次起動とすれば

125kVAから100kVAと小さく算定されています。
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(様式 電－１４－２) 

　非常用発電設備計算書（２／10） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

 3. 負荷表

ks ks ks ks ks ks ks ks ks
── ── ── ── ── ── ── ── ──

Z'm Z'm Z'm Z'm Z'm Z'm Z'm Z'm Z'm

R-S

 スプリンクラーポンプ 1 18.5 1.000 18.5 Ｙ-Δ 4.76

 排煙機 1 15.0 1.000 15 Ｙ-Δ 4.76

 消火栓ポンプ 1 5.5 1.000 5.5 ﾗｲﾝｽﾀｰﾄ 7.14

 給水ポンプ 1 3.7 1.000 3.7 ﾗｲﾝｽﾀｰﾄ 7.14

 排水ポンプ 1 0.8 1.000 0.8 ﾗｲﾝｽﾀｰﾄ 7.14

 発電機室ファン 2 0.4 1.000 0.8 ﾗｲﾝｽﾀｰﾄ 7.14

 保安用照明 1 6.0 1.000 6 1.00 2.0

ks ks ks ks
─── ── ── ───

Ｚ 'm Ｚ ' Ｚ 'm Ｚ 'm

 最大となる 最大となるmi＝Ｍ
3

 値が最大となる 　値が最大となるmi＝Ｍ '
3

 最大値：Ａ

 mi＝Ｍ
2

 mi＝Ｍ '
2

 次の値：Ｂ

50.3 Ｍ
2
＝ Ｍ

3
＝ Ｍ '

3
＝  最小値：Ｃ

 (備考) (1) 換算係数は､6/10 による。

　　　　(2) Ｋ s、Ｚ 'm、cosθsの値は､6/10､7/10 による。

　　　  (3) エレベータ及び電動機で同時始動する負荷がある場合は､3/10､4/10 により集計し､一つの負荷とみなす。

Ｈ２７

出力

換算

係数

出　力

　mi

[kW]

始動

方式

又は

制御

方式 ×mi

×mi cosθ
s

防災用負荷運転時

cosθ
s

不平衡負荷

[kW]

(
cosθ

s
-1

)

Ｍ '
3
の選定(ＲＥ

3
用)

cosθ
s

Ｍ '
2
の選定(ＲＥ

2
用)

2.38 44.0

×mi-1

cosθ
s

2.38 25.5

負 荷 名 称

負荷

記号

台数

換算を必

要とする

入力又は

出　　力

[kVA,kW]

－1.47 －1.47
)(

Ｍ
2
の選定(ＲＧ

2
用)

ks
──

3.29

Z'm

88.1 4.76

Ｍ
3
の選定(ＲＧ

3
用)

×mi

60.9

5.677.14 4.5

4.5

71.4 49.4

7.14

39.3

4.76

5.6726.4

7.14

3.29

5.67

-0.471.00

31.2

5.7

6.0

5.677.14

5.7

21.0

エレベータ

・miの値が

合　   　計

及 び 選 定

Ｋ＝Σmi＝

負 荷 出 力 合 計 値 Ｋ

2.38

1.00-2.8

2.38

5.00

23.6 4.29

4.0

35.7

4.29

5.00

3.29

4.00

4.005.00

18.55.00

T-RS-T

14.8

18.1

20.7

2.0

3.2

0.0 2.0

1.38

1.38

3.24.00

6.0

5.005.00 4.0

0.001.00

18.5 18.5

・miの値が

18.5 Ｍ '
2
＝

2.0

2.0

)
cosθs・miの

18.5

cosθ
s
-1

( (
－1.47

)

2.0

2.0

2.0・miの値 2.0

　　全ての負荷が順次始動するとして計算しています。

　　この場合（4／10）を計算する必要はありません。
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(様式 電－１４－７) 

　非常用発電設備計算書（７／10） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

 10. 負荷機器(エレベータを除く)同時始動の場合の諸元値

11. fv
1
、fv

2
、fv

3
の値

通常の場合は､fv
1
＝1.0 であるが､次の条件にすべて

　適合する場合は､次式による｡(fv
2
､fv

3
も同じ)

① 電動機は､ディーゼルエンジン又はガスタービン

　(一軸) とし､ディーゼルエンジンの場合は､

Ｋ≦35 kW､ガスタービン(一軸) の場合は､

Ｋ≦55 kW であること｡

② 全ての防災設備で､下式のＭ
3
､Ｍ '

2
、Ｍ '

3
に該当

　する負荷機器は､軽負荷(ポンプ類) であること｡

③ Ｍ /Ｋ≧ 0.333 であること｡

④ 計算式のＭ
3
､Ｍ '

2
、Ｍ '

3
に該当する誘導電動機

　の始動式方式は､ラインスタート､スターデルタ始

　動(クローズを含む)､リアクトル始動､コンドル

　ファ始動､特殊コンドルファ始動であること｡

⑤ 最大最終投入方式であること｡

⑥ 負荷機器にエレベータがないこと｡

⑦ 負荷機器に分負荷がないこと｡

Ｍ
3

──

Ｋ

──────

Ｍ '
2

──

Ｋ

──────

Ｍ '
3

──

Ｋ

──────

リスト選択です。

Ｈ２７

防災用負荷運転時

＝1.000-0.24・

＝1.000-0.24・ ＝

fv1、fv2、fv3＝ 1 とする

fv
1
＝1.000－0.12・

＝1.000-0.12・ ＝

fv
2
＝1.000－0.24・

fv
3
＝1.000－0.24・

＝

ks ks ks ks ks ks ks ks
── ── ── ── ── ── ── ──

Z'm Z'm Z'm Z'm Z'm Z'm Z'm Z'm

① 5.00

② 4.29

③ 3.57

④ 2.86

① 1.03

② 0.88

③ 0.74

④ 0.59

① 3.33 ① 3.33

② 2.86 ② 2.86

③ 2.38 ③ 2.38

④ 1.90 ④ 1.90

① 2.45 ① 2.45

② 2.10 ② 2.10

③ 1.75 ③ 1.75

④ 1.40 ④ 1.40

① 2.45 ① 2.45

② 2.10 ② 2.10

③ 1.75 ③ 1.75

④ 1.75 ④ 1.75

① 2.45

② 2.10

③ 1.75

④ 1.75

1.00 0.90 1.11 1.00 0.90 1.11 0 0.90 0 1.00 0.90 1.11 1.00 0.90 1.11

1.00 0.68 1.47 1.00 0.68 1.47 0 0.68 0 1.00 0.68 1.47 1.00 0.68 1.47

①は5.5 kW未満､②は5.5 kW以上11 kW 未満､③は11 kW 以上30 kW 未満､④は30 kW 以上

1.00

0.95

0.680 0.68 0

(最大定格出力値のもの及びその次の定格出力を持つもの)以外のもの

0

0.680

④

1.181.471.00 0.681.47

0.14

1.00

0.667

1.47

ksZ'm

③ 1.19

② 1.43

① 1.67

7.14

2.38 2.38

7.14

ﾗｲﾝｽﾀｰﾄ

(直入

始動)

Ｙ-Δ

始動

始 動 瞬 時

Z'm

ＲＥ
2
、ＲＥ

3

cosθsks Z'm ksks cosθsks Z'mZ'mcosθs

始　　　動　　　中

ＲＧ
2
、ＲＥ

2
ＲＧ

3
ＲＥ

3

3.50

0.140.49

0 0.68

0.49

0.49

1.47

最大定格出力値のもの及びその次の定格出力を持つもの

0.68

0.667 4.76 4.760.14 0.667 0.14

1.00

4.76

0

0.14 0.14 1.00 0.680 0 0.14

3.50

3.50

1.47

0.49

0.68

1.00

1.00

0.90

0.34

0.14

0.70

1.00

0.42

0

0.40

0 00

5.00

3.50

2.94

3.00

0.14 0 0

0

1.180.34 2.94

2.22

1.25

0.45

1.47

1.56

1.25

0

1.00

1.001.001.00

0.45

1.00

0

1.00 1.00

1.560.45

0

0.45 0

0

1.00

1.00

1.00

1.00

2.22 0

1.00

2.22

0 1.00

1.25

1.00 1.00 1.00 1.00

3.50

0.14

1.00

0.333

0.49

3.50

1.79

1.00

0.25

0.14

1.001.00

特殊コン

ドルファ

始動

0

0.14

0.45

VVVF方式

電動機

(備考)

電灯・

差込負荷

1.00

0.490.49

0

1.00

3.50

1.79

2.22

整流器

コンドル

ファ始動

誘

　

導

電

動

機

連続電圧

制御始動

リアクト

ル始動

UPS

巻線形

電動機

始

動

方

式

ＲＧ
2
、ＲＧ

3

負

荷

1.00

0.14

0.70

0.333

1.00

0.25

5.00

0
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(様式 電－１４－８) 

　非常用発電設備計算書（８／10） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

 12. 発電機出力の計算

 ＝1.47Ｄ・sf＝1.47× × ＝ sf： 不平衡単相負荷による線電流の増加係数  ＲＧ
1

 ΔＰ＝Ａ +Ｂ－2Ｃ＝ + ＝ ΔＰ： 単相負荷平衡分合計出力値 [kW]

 sf＝1+0.60ΔＰ /Ｋ＝1+0.60× ／ ＝

 ΔＰ /Ｋ＝ ≦0.3

─────────────────────────────

──

──────────────────────────────────────────────────────────

( － + 0.00 )＝

－

 u2

＝

 α・ＲＧ・Ｋ＝ × × ＝  [kVA] → 定格出力 100 [kVA] → 100 [kVA]

 (備考) (1) Ｄ、d、ε、γ、cosθgの値は (1/10) による。

(2) Ｋ、Ｍ
2
、Ｍ

3
、の値は (2/10) あるいは (3/10) による。

(3) ＲＧ
2
のks/Ｚ 'mの値及びＲＧ

3
のks/Ｚ 'mの値は (4/10) による。

(4) Ｋ、ＲＡＦの値は (5/10) による。

(5) fv
1
の値は7/10 による｡

Ｈ２７

1.0

1.00

0.02.0

0.0

－2×

50.3

2.02.0

1.00

0.00

・

Ｍ
3

───

Ｋ

─── ＝ ＝

───

─── 1.31

－1.47d
)

防災用負荷運転時

1.47

4.76×

18.5

50.3

 ＲＧ
2

0.00

1.79＝

｝

(Ｈ－ＲＡＦ )

2

+｛1.47・(Ａ +Ｂ )－2.94・Ｃ｝

2

・(1－3u+3u2

)

──────

)

2

+｛1.47・(

 ＲＧ
3

+(

 ＲＧ
4

0.0 u＝
Ａ－Ｃ

──── ＝

 ＝

0.0

──────────────

2.02.0

0.0

｝

50.3

｝

2

×(1－3・2.0

1.0

u：単相負荷不平衡係数

+3・0.0

×

18.5

)×──────

＝──────

発 電 機 出 力 Ｇ

[kVA]

1.0 1.79

2.0 )－2.94・

ΔＰ

ＲＧ 1.791.47Ｄ≦ＲＧ≦2.2  ＲＧ

50.3

ＲＧ＝ＲＧ
3

90.0

ＲＧ
2

ＲＧ
3

1

√

─────

 ＝

Ｋ ＫＧ
4

1

・

ＲＧ
1

ＲＧ
4

√───

0.00

・

50.3

0.00

＝

－1.47・

Ｍ
2ks

Ｚ 'm

・

Ｋ

4.76

×

ks
───

0.25────────

0.251－

0.25

───── ・xd'g・

(

fv
1

1-ΔＥ

ΔＥ

ＫＧ
3

｛

1.01.47××

2.0

1.0

──────

0.15

1

Ｚ 'm

1.47d+

 ＲＧ
1
、ＲＧ

2
、ＲＧ

3
、ＲＧ

4
のうち最大値

エレベータの有無

無

 ＝

 ＝

1

1.5

｛

一番大きなＳＰポンプ

の出力値が入ります。

一番大きなＳＰポンプ

の出力値が入ります。
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(様式 電－１４－９) 

　非常用発電設備計算書（９／10） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

 13. 原動機出力の算出及び整合

 ＝1.3Ｄ＝1.3× ＝

ＲＥ
2

fv
3

───

γ

Ｇ＝ [kVA] 力率＝ Ｅ＝ [kW]以上

(備考) (1) Ｄ、d、ε、γ、cosθgの値は (1/10) による。

(2) ＲＥ
3
のks/Ｚ 'm・cosθg、Ｋ、Ｍ '

2
、Ｍ

3
の値は (2/10) あるいは (3/10) による。

(3) fv
2
、fv

3
の値は7/10 による｡

(4) Ｇの値は (8/10) による。

Ｈ２７

整合率を1.5にする原動機出力＝ 141 [kW]

－ 1.368×

)
・

Ｍ '
3

Ｋ

───

+(1.163×

・cosθs－1.368d───

ks

Ｚ 'm

1.0 2.38

1.163・

───────────

－

×

ε

1.163

cosθs－1.026d
Ｚ 'm

ks

 ＲＥ
1
、ＲＥ

2
、ＲＥ

3
、のうち最大値

・

×

×

・

非常用発電設備の出力 100 0.8

───── 1.28

Ｅ
120

整合率

ＭＲ

＝ ＭＲ＝

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ機関(過給機付)

112.0×

0.8

2.10 ×

0.855

整合率を 1 にする原動機出力＝ 94 [kW]

)

─────

18.5

─────

｝

×

1.0

｝

× ─────

1.163

(

1.71

＝

 ＲＥ
3

2.10

1.3Ｄ≦ＲＥ≦2.2

)×

120

[kW]以上

1≦ＭＲ≦ 1.5

→ 120

＝

50.3

ＲＥ
1

fv
2
・

fv
2
・

1.0

(

1.0

＝

エレベータの有無

＝

 ＲＥ

×50.3

ＲＥ＝ＲＥ

＝

2

1.06

ＲＥ
2

デ

ィ

ー

ゼ

ル

機

関

無

＝

ＲＥ
3

原動機定格出力

Ｅ [kW]

・ηg＝
Ｇ・cosθg

 α・ＲＥ・Ｋ・Ｃ p＝ 1.0

100

1.026d+

×
｛ (

+

───────

1.026×

ε

1.0

｛

────

1.1

＝ 1.368d+

1.0

─────×
｛

Ｍ '
2ks

───・cosθs・

Ｋ

───
)

＝

×

｝)

1.163

×

・

ＲＥ

(

1.163

Ｚ 'm

＝

｛

ガ

ス

タ

ー

ビ

ン

(

1.368×

＝

 ＲＥ
2

 ＲＥ
1

───

Ｋ

1.0

50.3

─────2.38

Ｍ '
2

防災用負荷運転時

2.10

0.7

─────

1.30

18.5

1.026×
｝)

・
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発電機入力例－３ 

 

・発電機の算定は入力例-1 又は入力例-2のやり方で十分と思います。但し、設計計算書作成の手引様式の入力例が防災用負荷運転時と一般 

負荷運転時を分けて発電装置の出力決定にあたっては大きい方の値とするとありますので、この入力方法について説明します。 

 

１、目次で様式 電-14-1～9 と電-14-2～9 の両方に○を入れておいて下さい。 

２、電-14-1～9 は入力例-1、入力例-2で説明したシートです。 

３、上記の計算に続いて 2-2(2/10)から順次入力していきます。右の上に様式 電-14-2 と出ていますので確認して下さい。 

４、負荷名称欄をダブルクリックして順次進めていきますが入力例でどのような選定をしたか下表にまとめます。 

      

 

 

 

 

 

  ※ 加圧ポンプは誘導電動機とラインスタートの選定でもよろしい。 

                                  右の空欄部分は選定条件にありません。なくてもそのまま計算します。 

５、結果は(8/10)で 200kVA を選定しました。防災負荷の 125kVA より大きいため(1/10)に戻ると自動的に 200kVA と入力されています。 

６、最終的に 200kVA を採用するのであれば燃料槽の容量を算定します。（簡単な入力なので省略しています。） 

 

ワンポイントアドバイス 

 

１、ここでは連続して計算して大きい方を選びましたが無理にこの方法でなくても別々に計算した方が簡単です。大きい方を選ぶだけですから

各々完結した方が比較しやすいともいえます。ただ防災用は停電時の非常用です。スプリンクラーポンプや排煙機が動いていないのに 100kVA

もの発電機がもったいない。エレベーターやポンプ類は発電機回路にかましておいて消防設備が運転したら、その信号で一般負荷は止めよう

とする場合もいろいろありますので状況により判断して下さい。 

発電機補機 誘導電動機 ラインスタート 

通信機器 電灯、差込  

非常用ＥＶ エレベーター 交流ＶＶＶＦ 

発電機室給気 誘導電動機 ラインスタート 

発電機室排気 誘導電動機 ラインスタート 

空調機－Ａ 誘導電動機 ラインスタート 

ＰＡＣエアコン ＶＶＶＦ電動機  

加圧ポンプ 巻線形電動機  

ＵＰＳ ＵＰＳ  

保安用電灯 電灯、差込  

整流器 整流器  
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(様式 電－１４－１) 

　非常用発電設備計算書（１／10） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

 1. 特性等  2. 非常用発電設備

(1)  対象負荷機器

 2/10 による。

(2)  発電機　特性 (2)  発電機出力 Ｇ

xd'g＝  　定格出力 200  kVA 極数 4  極

ΔE＝ [発電機許容電圧降下]  　定格電圧 200  V 定格周波数 60  Hz

KG
3
＝

[発電機の短時間過電流耐力]

(ＫＧ3＝1.5(標))

 　定格力率 0.8 定格回転数 1,500  min

-1

KG
4
＝ (3)  原動機出力 Ｅ

ηg/Ｃ p＝ 0.879 / 1.06  　原動機の種別

(3)  原動機　特製  　定格出力 220  kW 定格回転数 1,500  min

-1

a＝ [原動機の仮想全負荷時投入許容値]  　使用燃料 軽油

ε＝ [原動機の無負荷時投入許容値]

γ＝ [原動機の短時間最大出力] (4)   整合率 ＭＲ 1.30 Ｇ： 発電機出力 [kVA]

(4)  発電機　特製 Ｅ cosθg： 発電機の定格力率(0.8)

────────

D＝ [負荷の需要率] Ｇ・cosθg ηg： 発電機効率

─────

d＝ [ベース負荷の需要率] ηg Ｅ： 原動機出力 [kW]

 (標)：公共建築工事標準仕様書(電気設備工事編)第5編 第1章第1節～第4節  3. 発電装置の出力決定

Ｈ２７

(1) 屋内キュービクル式長時間形(ﾗｼﾞｴｰﾀ式) 種類

0.25

[発電機の許容逆相電流における係数]

(ＫＧ4＝0.15(標))

0.15

0.25

1.5

)

[負荷投入時における電圧降下を評価したインピーダンス]

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ機関(過給機付)

ＭＲ＝

(

一般負荷運転時

1.0

[発電機効率／原動機出力補正係数]

0.70

0.18

1.0

1.1

一般負荷(200kVA)と防災負荷(125kVA)を比較して大きい値の

200kVAが入力されています。
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(様式 電－１４－２) 

　非常用発電設備計算書（２／10） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

 3. 負荷表

ks ks ks ks ks ks ks ks ks
── ── ── ── ── ── ── ── ──

Z'm Z'm Z'm Z'm Z'm Z'm Z'm Z'm Z'm

R-S

 発電機補機 1 3.7 1.000 3.7 ﾗｲﾝｽﾀｰﾄ 7.14

 通信機器 1 10.0 1.000 10 1.00 10.0

 非常用EV 1 18.5 1.224 22.6

交流

VVVF

0.00

 発電機室給気 1 2.2 1.000 2.2 ﾗｲﾝｽﾀｰﾄ 7.14

 発電機室排気 1 2.2 1.000 2.2 ﾗｲﾝｽﾀｰﾄ 7.14

 空調機ーA 1 5.5 1.000 5.5 ﾗｲﾝｽﾀｰﾄ 7.14

 PACエアコン 2 16.2 1.000 32.4 0.00

 加圧ポンプ 1 2.2 1.000 2.2 2.22

 UPS 1 10.0 0.900 9 1.11

 保安用電灯 1 40.0 1.000 40 1.00 7.0

 整流器 1 1.0 1.000 1 1.47

ks ks ks ks
─── ── ── ───

Ｚ 'm Ｚ ' Ｚ 'm Ｚ 'm

 最大となる 最大となるmi＝Ｍ
3

 値が最大となる 　値が最大となるmi＝Ｍ '
3

 最大値：Ａ

 mi＝Ｍ
2

 mi＝Ｍ '
2

 次の値：Ｂ

130.8 Ｍ
2
＝ Ｍ

3
＝ Ｍ '

3
＝  最小値：Ｃ

 (備考) (1) 換算係数は､6/10 による。

　　　　(2) Ｋ s、Ｚ 'm、cosθsの値は､6/10､7/10 による。

　　　  (3) エレベータ及び電動機で同時始動する負荷がある場合は､3/10､4/10 により集計し､一つの負荷とみなす。

Ｈ２７

10.0

×mi

(
×mi

Z'm

×mi

14.8

0.0

5.00

Ｍ
3
の選定(ＲＧ

3
用)

×mi

一般負荷運転時

)

Ｍ '
3
の選定(ＲＥ

3
用)

cosθ
s (

不平衡負荷

[kW]

0.000.0

-3.2

0.00 1.25

-18.8

1.5

40.0

-0.47

Ｍ '
2
＝

－1.47

40.022.6

)

0.0

-4.7 0.0010.01.00

40.0

10.0

4.005.67 18.5

1.00

5.00

0.0

-0.36

7.14 21.0

0.75

-0.47

5.67

31.2

12.5

1.00

T-R

cosθ
s

－1.47 cosθ
s

S-T

)

-1

cosθ
s
-1cosθ

s

8.8

17.0

0.3

30.5

8.8

1.35

0.25

16.00.0

1.0

0.00

エレベータ

・miの値が

合　   　計

及 び 選 定

22.6 1.000

Ｋ＝Σmi＝

負 荷 出 力 合 計 値 Ｋ

1 22.6

(
・miの値が

4.9 2.22

1.47

40.01.00

1.56

9.01.11

1.00

1.3

1.00

1.25

1.00

1.00

17.0

cosθ
s
-1

22.6

17.0

)
17.0 17.017.0・miの値

(
cosθs・miの

0.0

17.0

0.00

1.20.563.4

0.0

1.56

0.00

1.25 0.25

1.7

8.1

11.0

11.0

4.00

23.6

5.00

5.67 18.13.294.294.29

4.005.0012.5

0.0

39.3

1.47

7.1415.7

7.14

出力

換算

係数

出　力

　mi

[kW]

5.67

0.00.0033.21.47

5.00

－1.47

ks
負 荷 名 称

負荷

記号

台数

換算を必

要とする

入力又は

出　　力

[kVA,kW]

始動

方式

又は

制御

方式

26.4

2.35

5.00

2.94

7.14

Ｍ '
2
の選定(ＲＥ

2
用)

──

15.7

Ｍ
2
の選定(ＲＧ

2
用)
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(様式 電－１４－７) 

　非常用発電設備計算書（７／10） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

 10. 負荷機器(エレベータを除く)同時始動の場合の諸元値

11. fv
1
、fv

2
、fv

3
の値

通常の場合は､fv
1
＝1.0 であるが､次の条件にすべて

　適合する場合は､次式による｡(fv
2
､fv

3
も同じ)

① 電動機は､ディーゼルエンジン又はガスタービン

　(一軸) とし､ディーゼルエンジンの場合は､

Ｋ≦35 kW､ガスタービン(一軸) の場合は､

Ｋ≦55 kW であること｡

② 全ての防災設備で､下式のＭ
3
､Ｍ '

2
、Ｍ '

3
に該当

　する負荷機器は､軽負荷(ポンプ類) であること｡

③ Ｍ /Ｋ≧ 0.333 であること｡

④ 計算式のＭ
3
､Ｍ '

2
、Ｍ '

3
に該当する誘導電動機

　の始動式方式は､ラインスタート､スターデルタ始

　動(クローズを含む)､リアクトル始動､コンドル

　ファ始動､特殊コンドルファ始動であること｡

⑤ 最大最終投入方式であること｡

⑥ 負荷機器にエレベータがないこと｡

⑦ 負荷機器に分負荷がないこと｡

Ｍ
3

──

Ｋ

──────

Ｍ '
2

──

Ｋ

──────

Ｍ '
3

──

Ｋ

──────

リスト選択です。

Ｈ２７

fv
1
＝1.000－0.12・

＝1.000-0.12・ ＝

fv
2
＝1.000－0.24・

一般負荷運転時

fv1、fv2、fv3＝ 1 とする

＝1.000-0.24・ ＝

fv
3
＝1.000－0.24・

＝1.000-0.24・ ＝

ks ks ks ks ks ks ks ks
── ── ── ── ── ── ── ──

Z'm Z'm Z'm Z'm Z'm Z'm Z'm Z'm

① 5.00

② 4.29

③ 3.57

④ 2.86

① 1.03

② 0.88

③ 0.74

④ 0.59

① 3.33 ① 3.33

② 2.86 ② 2.86

③ 2.38 ③ 2.38

④ 1.90 ④ 1.90

① 2.45 ① 2.45

② 2.10 ② 2.10

③ 1.75 ③ 1.75

④ 1.40 ④ 1.40

① 2.45 ① 2.45

② 2.10 ② 2.10

③ 1.75 ③ 1.75

④ 1.75 ④ 1.75

① 2.45

② 2.10

③ 1.75

④ 1.75

1.00 0.90 1.11 1.00 0.90 1.11 0 0.90 0 1.00 0.90 1.11 1.00 0.90 1.11

1.00 0.68 1.47 1.00 0.68 1.47 0 0.68 0 1.00 0.68 1.47 1.00 0.68 1.47

①は5.5 kW未満､②は5.5 kW以上11 kW 未満､③は11 kW 以上30 kW 未満､④は30 kW 以上(備考)

電灯・

差込負荷

1.00

1.00 1.00 1.00

UPS

1.00 1.00 1.00

負

荷

始

動

方

式

始 動 瞬 時

Z'm

ＲＥ
2
、ＲＥ

3
ＲＧ

2
、ＲＧ

3

ks Z'm ks cosθs

0.45 2.22 1.56 1.00 0.45 2.22 0.45

1.00

2.22 1.56

1.00

1.00

整流器 1.25

1.00

1.25

1.00 1.001.001.00 1.00

0

0.14 0.14 1.00 0.680 0 0 0 0.14 0

巻線形

電動機

1.00 0.45 2.22 1.00

Ｙ-Δ

始動

0.333

7.141.00

0.14

0.49

0.49 3.50

0.70

1.00

0 0

0 1.00 0 0

0.45

誘

　

導

電

動

機

VVVF方式

電動機

0 0

リアクト

ル始動

コンドル

ファ始動

特殊コン

ドルファ

始動

0.25

ﾗｲﾝｽﾀｰﾄ

(直入

始動)

連続電圧

制御始動

1.47

2.941.000.34

1.47 0.681.00

2.94

1.25

0.40 1.00

2.38 0.333

0.25

1.180.341.00

0.90

0.14

③ 1.19

1.79

2.38

7.14

1.43

① 1.67

0.14 0.141.00

ks

1.79

5.00

01.00

0.49

②

3.50

0.140.49 3.50

0.49

3.500.49

0.68 1.00

1.470 0.68 0.681.00

(最大定格出力値のもの及びその次の定格出力を持つもの)以外のもの

0.681.00

Z'm

1.47

0.49

ks

0.14

0 0

cosθs

1.47

3.50

5.00

3.00

0.14

始　　　動　　　中

ＲＧ
2
、ＲＥ

2
ＲＧ

3
ＲＥ

3

cosθs

1.00 1.47

0.42

3.50 0.70

3.50

Z'm ks Z'm

1.180.68 0.68

最大定格出力値のもの及びその次の定格出力を持つもの

0.667 0.14

0 0

0.667 4.760.144.76 0.667

0

4.76

0

④ 0.95

0 0.14 0 0

0
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(様式 電－１４－８) 

　非常用発電設備計算書（８／10） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

 12. 発電機出力の計算

 ＝1.47Ｄ・sf＝1.47× × ＝ sf： 不平衡単相負荷による線電流の増加係数  ＲＧ
1

 ΔＰ＝Ａ +Ｂ－2Ｃ＝ + ＝ ΔＰ： 単相負荷平衡分合計出力値 [kW]

 sf＝1+0.60ΔＰ /Ｋ＝1+0.60× ／ ＝

 ΔＰ /Ｋ＝ ≦0.3

─────────────────────────────

──

──────────────────────────────────────────────────────────

( － + 0.00 )＝

－

 u2

＝

 α・ＲＧ・Ｋ＝ × × ＝  [kVA] → 定格出力 200 [kVA] → 200 [kVA]

 (備考) (1) Ｄ、d、ε、γ、cosθgの値は (1/10) による。

(2) Ｋ、Ｍ
2
、Ｍ

3
、の値は (2/10) あるいは (3/10) による。

(3) ＲＧ
2
のks/Ｚ 'mの値及びＲＧ

3
のks/Ｚ 'mの値は (4/10) による。

(4) Ｋ、ＲＡＦの値は (5/10) による。

(5) fv
1
の値は7/10 による｡

Ｈ２７

0.0

17.0

 ＝

√

0.15

Ｋ ＫＧ
4

0.00 )

2

+｛1.47・(

√

1.0

1

───

・

130.8

・ (Ｈ－ＲＡＦ )

2

+｛1.47・(Ａ +Ｂ )－2.94・Ｃ｝

2

・(1－3u+3u2

)

1

─────

1.0

1.0

＝

一般負荷運転時

0.00

u：単相負荷不平衡係数

17.0)－2.94・

｝
Ｋ

Ｍ
3

192.3

17.017.0

───

・

Ｚ 'm

1.47 130.8

ＲＧ＝ＲＧ
1

ＲＧ
1

 ＝

0.0

─────

ΔＥ

1-ΔＥ

ＲＧ
2

・xd'g・

1.00

17.0 1.47

0.23

 ＲＧ
2

＝× 0.25

0.25

0.25

ＲＧ
3

 ＝

エレベータの有無

1

有

0.0

1.00

｛
───

+(

───

────────

1－

──────

1

ＫＧ
3

fv
1

＝

)
1.47d+

Ｚ 'm

－1.47d
(

ks

2.94 1.0－1.47・

22.6

17.0

───

───

－2×

130.8

ks

Ｋ

・

Ａ－Ｃ

ΔＰ

17.0 17.0

＝────

0.0

発 電 機 出 力 Ｇ

[kVA]

×

0.0 u＝

ＲＧ
4

 ＝

 ＝

ＲＧ

0.00

 ＲＧ
1
、ＲＧ

2
、ＲＧ

3
、ＲＧ

4
のうち最大値 1.47Ｄ≦ＲＧ≦2.2

0.00

×

──────────────

1.0

1.47×
｛

1.5

──────

Ｍ
2

 ＲＧ
4

1.47

1.00

40.0

×

1.15

 ＲＧ
3

 ＲＧ

──────

130.8

+3・

)×──────
｝

0.0

＝

｝

2

×(1－3・

130.8
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(様式 電－１４－９) 

　非常用発電設備計算書（９／10） 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

 13. 原動機出力の算出及び整合

 ＝1.3Ｄ＝1.3× ＝

ＲＥ
2

fv
3

───

γ

Ｇ＝ [kVA] 力率＝ Ｅ＝ [kW]以上

(備考) (1) Ｄ、d、ε、γ、cosθgの値は (1/10) による。

(2) ＲＥ
3
のks/Ｚ 'm・cosθg、Ｋ、Ｍ '

2
、Ｍ

3
の値は (2/10) あるいは (3/10) による。

(3) fv
2
、fv

3
の値は7/10 による｡

(4) Ｇの値は (8/10) による。

Ｈ２７

[kW]

1.368d+

整合率を 1 にする原動機出力＝ 183 [kW]

1.163・

ks
・cosθs－1.368d

202.4

2.35

一般負荷運転時

Ｚ 'm

× 0.8

｛
×

×
｛

)

整合率を1.5にする原動機出力＝

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ機関(過給機付)

+(1.163×

1.3Ｄ≦ＲＥ≦2.2

 ＲＥ

)×

2200.8

1≦ＭＲ≦ 1.5

1.368×

274

・
(

1.026d+
ks

ε

) ｝
cosθs－1.026d＝

＝

＝

｛

(

─────

1.0

・

fv
2
・

1.0

Ｚ 'm

───

Ｋ

ＲＥ
1

1.0

ＲＥ
2

有

エレベータの有無

デ

ィ

ー

ゼ

ル

機

関

───

0.7

─────+
(

1.0

1.163

＝

1.1

ガ

ス

タ

ー

ビ

ン

ε

1.163

────fv
2
・

Ｚ 'm

3

───

ＲＥ＝ＲＥ

1.0

＝・cosθs・

Ｍ '
2

───────────

1.46

1.163

────

1.368×

1.026×

(

・───

ks

ＲＥ

ＲＥ
3

× α・ＲＥ・Ｋ・Ｃ p＝ ×1.0

原動機定格出力

Ｅ [kW]

｛
＝

 ＲＥ
1
、ＲＥ

2
、ＲＥ

3
、のうち最大値

×

＝×

1.21＝0.879

130.8 1.06

非常用発電設備の出力 200

 ＭＲ＝

Ｇ・cosθg

Ｅ

─────

220

整合率

ＭＲ

・ηg＝

200

1.00

・

Ｍ '
2

───

Ｋ

×

1.30

 ＲＥ
2

 ＲＥ
1

1.22

｝

40.0

─────
)

Ｍ '
3

─────

｝

─────× ××
(

1.163

－ 1.0

－ 1.026×

)
・───

Ｋ

1.0

130.8

×

[kW]以上→

＝
)

＝

 ＲＥ
3

1.46

220

1.46
｝

＝

22.6

130.8

─────
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　太陽光発電設備計算書 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

 年間の推定発電電力量は､次式による｡

年間推定発電電力量＝Σ(Ｅ
PM
) 太陽光発電設備仕様

Ｅ
PM
＝Ｋ・Ｐ

AS・
Ｈ

AM  
/ Ｇ

S
10都市より選択

 ここに、Ｅ
PM
： 月間推定発電電力量 [kWh/月] 　設計基準P.239により固定値 入力

Ｋ： 月別総合設計係数 ＝ Ｋ '・Ｋ
PT

入力

Ｋ '：基本設計係数＝ (結晶系、系統連結の場合) 入力

　 Ｋ
PT
：アレイの設置地域に応じた温度補正係数 リスト選択

Ｐ
AS
： アレイ出力 [kWh] リスト選択

Ｈ
AM
： 月積算傾斜面日射量 [kWh/(ｍ

2

･月)] ＝ d・Ｈ
S

リスト選択

 d：その月の日数 [日] リスト選択

ＨS：アレイ設置地域、方向角、傾斜角に応じた月平均日積算傾斜面日

　　 射量 [kWh/(㎡・日)]

Ｇ
S
：

標準状態における日射強度 [kW/ｍ

2

] ＝ 1 kW/ｍ

2

年間推定発電電力量

その月 アレイ設置地 月積算傾斜面 月別総合 月別推定発電

の日数 域、方向角、傾 日射量 設計係数 電力量

傾斜角に応じた

月平均日積算

傾斜面日射量  E
PM
=

H
S

H
AM
=d・H

S

Ｋ =Ｋ '・Ｋ
PT

K・Ｐ
AM
・H

AM
/Ｇ

S

[kWh/(㎡・日)] [kWh/(㎡・日)] [kWh/月]

1月 31 3.67 113.8 0.77 873.3

2月 28 3.73 104.4 0.76 793.7

3月 31 4.14 128.3 0.75 965.6

表 4-1　温度補正係数 (結晶系の場合) 4月 30 4.12 123.6 0.74 911.2

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 5月 31 4.39 136.1 0.72 982.6

札　幌 1.05 1.04 1.03 1.00 0.98 0.96 0.94 0.94 0.96 0.98 1.01 1.03 6月 30 3.77 113.1 0.71 808.0

仙　台 1.02 1.02 1.01 0.99 0.97 0.95 0.94 0.93 0.94 0.97 0.99 1.01 7月 31 3.74 115.9 0.70 810.7

東　京 1.01 1.00 0.99 0.97 0.95 0.94 0.92 0.92 0.93 0.95 0.98 0.99 8月 31 4.22 130.8 0.70 914.7

新　潟 1.02 1.02 1.01 0.98 0.96 0.94 0.93 0.92 0.94 0.96 0.99 1.01 9月 30 3.39 101.7 0.71 718.8

名古屋 1.01 1.01 1.00 0.97 0.95 0.94 0.92 0.92 0.93 0.96 0.98 1.00 10月 31 3.32 102.9 0.72 743.1

大　阪 1.01 1.00 0.99 0.97 0.95 0.93 0.92 0.91 0.93 0.95 0.97 1.00 11月 30 3.10 93.0 0.74 692.7

広　島 1.01 1.01 0.99 0.97 0.95 0.94 0.92 0.92 0.93 0.96 0.98 1.00 12月 31 3.29 102.0 0.75 767.4

高　松 1.01 1.01 0.99 0.97 0.95 0.94 0.92 0.92 0.93 0.96 0.98 1.00 9,981.8

福　岡 1.00 1.00 0.99 0.97 0.95 0.94 0.92 0.91 0.93 0.95 0.97 0.99

那　覇 0.96 0.96 0.95 0.94 0.93 0.92 0.91 0.91 0.92 0.93 0.94 0.95

Ｈ２７

0.92

0.94

1.00

0.99

0.97

 設置地域

1.01

年間推定発電電力量 [kW/年]

0.99

0.92

0.98

0.95

0.93

無

0.95

 アレイ出力 Ｐ
AS
 [kW]

(様式 電－１５) 

結晶系シリコン

系統連系有

30°

10

東　京

平成28年 3月 15日

 アレイ傾斜角

 太陽電池種類

た温度補正

アレイ設置

屋上架台設置

月

 蓄電池

K
PT

地域に応じ

係数

0.76

 設備系統

真南

 太陽電池設置形態

 アレイ方位角
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(様式 電－１６) 

　風力発電設備計算書 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

 年間推定発電電力量は､次による｡

年間推定発電電力量[kWh]＝Σ(Ｐ u・fv・8,760 [時間]) 年間推定発電電力量

ここに､Ｐ v： 風速Ｖ  における発電機出力[kW] 風速 発電機出力 風速出現率 時間 発電機台数 発電電力量

fv： 風速Ｖ  における出現率[％] Ｖ Ｐ v fv

[ｍ/s] [kW] [%] [h] [台] [kWh]

1 0.00 6.1 8,760 1 0.0

2 0.04 11.1 38.9

 風速出現率の算定は､次式による｡ 3 0.12 14.2 149.3

－ －

ここに、Ｖ： 風速[m/s] 6 0.85 12.2 908.4

－

9 2.00 4.4 770.9

風力発電装置の条件 10 2.34 2.7 553.5

11 3.15 1.5 413.9

12 3.60 0.8 252.3

13 4.00 0.4 140.2

14 4.00 0.2 70.1

15 4.00 0.1 35.0

16 0.00 0.0 0.0

17 0.00 0.0 0.0

　入力 18 0.00 0.0 0.0

19 0.00 0.0 0.0

設 置 条 件 20 0.00 0.0 0.0

　入力 21 0.00 0.0 0.0

22 0.00 0.0 0.0

23 0.00 0.0 0.0

平均風速（気象台で確認）変更により発電量が変わります。 24 0.00 0.0 0.0

25 0.00 0.0 0.0

入力（2.0kWの場合です。） 6,506.7

　　　　　風速5.0〔m/s〕時の出現率です。

Ｈ２７

　　全て入力必要です。

 年間推定発電電力量 [kWh/年]

 定格風速 [ｍ/s]

 カットアウト風速 [ｍ/s]

 台数 [台]

9.5

1

 設置高さ [ｍ]

 平均風速 [ｍ/s] 5.0

fv＝(π/2)・(Ｖ /

Ｖ 平均風速[m/s]

10.0

：

15.0

4.0

 カットイン風速 [ｍ/s] 2.5

 風車方式

 定格出力 [kW]

 最高出力 [kW]

2.0

水平軸形（プロペラ形）

Ｖ

2

)・exp(－(π/4)・(Ｖ /

6.7

14.3

9.4

Ｖ ))

7

2
4

5

8

0.55

0.36

1.26

15.2

1.65

平成28年 3月 15日

968.4

479.3

689.0

1,037.5

　定格出力2.0kWの発電電力量を示したものです。

　それ以外であればメーカーに確認して風速における

　発電機出力を入力して下さい。
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(様式 電－１７－０) 

　交換装置容量計算書(設計条件) 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

1. 想定人員、台数 2. 係数

収容人員

＊2 Sa: 272 人 内線算出係数

＊1 k: 0.8  (0.6≦k≦0.9)

会議室等に必要な電話機台数 T: 13 台 全てのＩＳＤＮ端末について N: 4

Ｇ３ファクシミリ (ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ端末となるもの) 台数 Sfax: 9 台 全ての構内ＰＨＳの子機について N: 6

ＩＳＤＮ端末機（ＩＳＤＮ　ＢＲＩ）台数 Sb: 3 台 　Ｎ：2.8～12 とし､明確ではない場合は､2.8 を標準とする｡

　　　データ通信を行う場合は､6を標準とする｡

ＩＳＤＮ端末機（ＩＳＤＮ　ＰＲＩ）台数 Sp: 0 台

構内ＰＨＳの子機台数 SPS: 15 台

事務所内の構内ＰＨＳの子機台数 SPS(J): 事務室名 台数 　注 *1 入居者の業務内容により決定する｡

事務室（1） 10 　　 *2 入居者の人員の変動等を考慮し決定する｡

事務室（2） 5

Ｈ２７

平成28年 3月 15日

　計算式の説明計算式の説明計算式の説明計算式の説明

　・人員・台数等仮の数値です。客先と十分打合せを行った上で

　　入力して下さい。

　・この頁を入力すれば以降は自動計算します。
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(様式 電－１７－１) 

　交換装置容量計算書(１／２) 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

 1. 内線数 ２. 構内PHS を導入した場合の構内PHS の基地局(CS) 台数

 　内線数(Ｎ la)は次式により算出する｡ 　基地局台数(Ｓ cs)は次式により算出する。

Ｎ la＝ Ｓ a+Ｓ fax Ｓ cs＝Σ(Ｎ cs/3) + 事務室カバーエリア外基地局

Ｎ ld＝ Ｓ b+Ｓ p ここに、Ｓ cs：施設全体の基地局(CS) 台数

Ｎ lp＝ Ｓ ps Ｎ cs：事務室カバーエリアの構内PHS 必要回線数

 ここに、Ｎ la： アナログ内線数(IP 電話の場合も同様とする｡)

Ｎ ld： デジタル内線数 　事務室内の構内PHS 必要回線数 (Ｎ cs) は､次式を用いて 様式 電－１７－２「呼量によ

Ｎlp： 構内PHS 内線数  る局線数の算出表｣により算出（外線数を構内PHSの必要回線と読み替える。）

Ｓ a： アナログ電話機(一般及び多機能) 台数 　　Ａ cs(j)＝Ｓ ps(j)・Ｎ /36

Ｓ fax： G3 ファクシミリ(ダイヤルイン端末となるもの) 台数 ここに、Ａ cs(j)：事務室内の構内PHS 発着基礎呼量[アーラン]

Ｓ b： ISDN 端末機(ISDN BRI回線) 台数 Ｓ Ps(j)：事務室内の構内PHS 子機台数

Ｓ p： ISDN 端末機(ISDN PRI回線) 台数 　　Ｎ：2.8～12 とし､明確ではない場合は､2.8 を標準とする｡

Ｓ ps： 構内PHS の子機台数 　　　　データ通信を行う場合は､6を標準とする｡

Ｓ a＝ k・Ｓ +Ｔ

 入居官署と打合せのうえ決定する｡ 内PHS子機 事務室ｶﾊﾞｰｴﾘｱの

k： 内線算出係数

＊1

 (0.6≦k≦0.9) 台数 構内PHS必要

Ｓ： 収容人員

＊2

Ｓ ps(j) Ｎ 回線数

Ｔ： 会議室等に必要な電話機台数 (0.6≦k≦0.9) [台] [HCS] Ｎ
CS 

[回線]

注 *1 入居者の業務内容により決定する｡

Ｓ a＝ x 272 + 13 ＝ 231

Ｎ la＝ + 9 ＝ 240

Ｎ ld＝ + 0 ＝ 3

Ｎ lp＝

アナログ内線数 ：Ｎ la＝ 240  回線

デジタル内線数 ：Ｎ ld＝ 3  回線

構内PHS 内線数 ：Ｎ lp＝ 15  回線

Ｈ２７

ここのみ入力必要です。

平成28年 3月 15日

0.78

呼量

基礎呼量

各室基地局台数

1

 全事務室基地局合計

 事務室（1）

 事務室（2）

10

2.8

基 地 局

設置場所

[台]

事務室内の構内PHS発進

Ａ cs(j)

15

 

0.8

231

3

 

 

 

　 *2 入居者の人員の変動等を考慮し決定する｡ 5 3

[ｱｰﾗﾝ]

0.39

2.8 3

/36

 

 

3 施設全体の基地極数Ｓ cs[台]

 事務室カバーエリア外基地局 1

/3

1

2
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(様式 電－１7－２) 

　交換装置容量計算書(２／２) 建物名称 ＥＣＯ労師ビル新築工事

 3. 外線数  5. インタフェースの決定

Ｍ la＝ Ｓ a+Ｍ fax Ｍ fax＝ Ｓ fax・(2～3) 実数 / 容量数 備考

Ｍ ld＝ Ｍ i+Ｍ p Ｍ i＝ Σ(Ｓ b)+ΣＮ p(3～4) Ｍ p＝ Σ(Ｓ ps・Ｎ ) 240 / 300

 ここに、Ｍ la： 呼量を加味したアナログ換算内線数 Ｍ ld： 呼量を加味したﾃﾞｼﾞﾀﾙ換算内線数 BRI 3 / 4

Ｍ fax： アナログファクシミリ換算内線数 PRI 0 /

Ｍ i： ISDN 端末機換算内線数 15 / 20

Ｎ： 3 ～ 4 とし､音声通話､データの送信又は受信のみの場合は1 3 台

Ｎ p： PRI 回線の必要チャンネル数 26 / 28

Ｍ p： 構内PHS 端末機換算内線数 BRI 5 / 8

Ｍ fax＝ 9 × ＝ PRI /

LD /

OD /

/

/

Ｎ Ｓ pｓ[台] Ｎ /

4 0 15 1 15 /

0 15

Ｍ la＝ 231 + ＝

Ｍ ld＝ 12 + + ＝

呼量による局線数の算出書

 4. 発着基礎呼量

Ａ a＝ a・Ｍ la/36  ここに、Ａ a： アナログ発着基礎呼量[アーラン]

Ａ d＝ a・Ｍ ld/36 Ａ d： デジタル発着基礎呼量[アーラン]

a： 内線当たりの外線通話呼量[HCS]

明確ではない場合は､2.8 [HCS] を標準とする｡

Ａ a＝ 2.8 × ／ アーラン

Ａ d＝ 2.8 × ／ アーラン

アナログ外線数： Ｎ cota＝ 回線

デジタル外線数： Ｎ cotd＝ 回線

Ｈ２７

平成28年 3月 15日

258

27

258

15

36＝

36＝

合　計 合　計

構　内　P H S

そ　の　他

内線数 内線数

構内PHS子機

台数

係数 高速ﾃﾞｼﾞﾀﾙ

そ

の

他

入居

官署

ISDN端末機(IS

DN BRI回線)

台数

27

0

20.07

26

5

2.10

27

3

Σ(Ｓ b・Ｎ )

4

内線数

係数

Ｓ
b
[台]

27

12

12

合　計

0

インターフェース種類

内　　　　　線

構内PHS基地局(CS)

局　　　　　線

ISDN 回線

Ｎ

ISDN 回線

外

　

　

　

線

内

　

　

線

専　用　線

Ｍ p＝Σ(Ｓ ps・Ｎ )ΣＮ p(3～4)

ISDN端末機(IS

DN PRI回線)

台数

係数

Ｓ
p
[台]

3

発着基礎呼量 発着基礎呼量 発着基礎呼量

[アーラン] [アーラン] [アーラン]

1 0.05 11 7.08 21 16.19

2 0.38 12 7.95 22 17.13

3 0.90 13 8.84 23 18.08

4 1.53 14 9.73 24 19.03

5 2.22 15 10.63 25 19.99

6 2.96 16 11.54 26 20.94

7 3.74 17 12.46 27 21.90

8 4.54 18 13.39 28 22.87

9 5.37 19 14.32 29 23.83

10 6.22 20 15.25 30 24.80

備考 　発進基礎呼量は、呼損率 0.05 の場合を示す。

外線数外線数 外線数

　

　　　　容量数はメーカー資料等で確認して下さい。
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テレビ共同受信設備について 

 

 

１、設計基準 H27 年版 P.300～P.310 の内容及び計算例を参考にしている他、電気設備標準図（H25 年版）のデータを採用しています。 

 

 

２、テレビ端子電圧については上限と下限があります。最も遠いテレビ端子の減衰量の計算がＯＫであっても近いところが上限値をオーバーして 

は不可となりますので注意が必要です。 

 

 

３、上限値、下限値をオーバーすると赤数字で表示します。幹線、分岐・分配方法、配線サイズを変えてみる等検討してみて下さい。 

  いろんな方式（考え方）がありますので何パターンかの入力例で説明しています。 

 

 

４、ＣＳ放送は周波数が大きいため損失も大きくなります。地デジとＢＳのみが映ったらよいとの条件であればＣＳで赤数値が表示されても無視

して下さい。 

 

 

５、アンテナ方式を例としていますがケーブルテレビ会社より引込む場合があります。この場合、一般的には光ケーブルで引込みされてきて変換

器によって同軸ケーブルで伝送しているようです。変換器を出たところで 80dB に調整しているようですので、入力する場合はとりあえずア

ンテナ方式と同じように実効輻射電力、送受信点間距離を適当に入力し、1 のアンテナ出力が 80dB になるようアンテナ実効長の数字を調整

してみて下さい。アンテナは上から下への計算ですが逆に下から上に向かっての計算になります。 
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(様式 電－１８－解１) 

　テレビ共同受信設備テレビ端子電圧計算書（解説－１）

　○テレビ端子電圧は、周波数帯域に応じて次により算出する。

　

　①地上デジタル放送の場合　①地上デジタル放送の場合　①地上デジタル放送の場合　①地上デジタル放送の場合 　②BSデジタル・CSデジタル放送の場合　②BSデジタル・CSデジタル放送の場合　②BSデジタル・CSデジタル放送の場合　②BSデジタル・CSデジタル放送の場合

Ｅ
Ｕｔ

　＝　Ａ
ＵＯ

　＋　Ｋ　＋　Ｇ
Ｂ
　－　Ｌ

ｆ
　－　Ｌ

ｍ
Ｅ

Ｂｔ
　＝　Ａ

ＢＯ
　＋　Ｋ　＋　Ｇ

Ｂ
　－　Ｌ

ｆ
　－　Ｌ

ｍ

ここに、 ここに、

Ｅ
Ｕｔ

　：テレビ端子電圧（地上デジタル放送）[dBμV] Ｅ
Ｂｔ

　：テレビ端子電圧（BSデジタル・CSデジタル放送）[dBμV]

Ａ
ＵＯ

　：地上波デジタル放送用アンテナ出力 [dBμV] Ａ
ＢＯ

　：BSデジタル・CSデジタル放送用アンテナ出力 [dBμV]

Ａ
ＵＯ

　＝　Ｅ
Ｕ
　＋ Ｇ

Ａ
　＋ Ｈ

ｅ
※ BSデジタル・CSデジタル放送用アンテナ出力は、日本国内において一般的に利用される

コンバータ出力電圧の80[dBμV]とする。

Ｅ
Ｕ
　：電界強度　[dBμV／ｍ]

地上波デジタル放送帯域での電解強度は、自由空間電界強度Ｅ
０
とする。 Ｋ　 ：開放値から終端値への換算値 [dB]（-6[dB]）

Ｅ
０
　＝７ Ｐ／ｄ Ｇ

Ｂ
　：増幅器利得 [dB]　（表3-6による。）

ここに、 Ｌ
ｆ
　：ケーブル損失 [dB]

Ｐ：実効輻射電力 [Ｗ]、ｄ：送受信点間距離  [ｍ]

ケーブル損失　＝　減衰量（表3-3）　×　ケーブル長

Ｇ
Ａ
　：アンテナ利得 [dB]　（表3-4）

Ｌ
ｍ
　：分岐器、分配器、テレビ端子等の機器損失 [dB]　(表3-7～表3-9による。）

Ｈｅ　：アンテナ実効長 [dB]　受信チャンネルを考慮し、表3-5より選定する。

Ｋ　 ：開放値から終端値への換算値 [dB]（－６[dB]）

　　　周波数

　　項　目

Ｇ
Ｂ
　：増幅器利得 [dB]　（表3-6による。）

※（表3-3～表3-9）は建築設備設計基準及び同資料 第3編第7章第3節建築設備設計基準及び同資料 第3編第7章第3節建築設備設計基準及び同資料 第3編第7章第3節建築設備設計基準及び同資料 第3編第7章第3節による。

Ｌ
ｆ
　：ケーブル損失 [dB]

ケーブル損失　＝　減衰量（表3-3）　×　ケーブル長

Ｌ
ｍ
　：分岐器、分配器、テレビ端子等の機器損失 [dB]　(表3-7～表3-9による。）

Ｈ２７

√

─────

テレビ端子の要求性能

ＵＨＦ

（地上波デジタル）

BS-IF CS-IF

テレビ端子の要求性能[dBμV] 57～81 57～81 57～81
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(様式 電－１８－解２) 

　テレビ共同受信設備テレビ端子電圧計算書（解説－２）

電界強度計算

　 数値入力 (2) 710MHz [地上デジタル]

　　実効輻射電力 10  [kW]

数値入力 　　470MHzと同様に計算する。

　　送受信点間距離 30  [km]

※周波数ごとにケーブル・機器の減衰量が変わるので注意する。

※　10kW、30kmの例を示す。

(1) 470MHz [地上デジタル] (3) 1000MHz [BSデジタル]

実効輻射電力10kW、送受信点間距離30kmの

Ｅ
Ｕ
　≒　Ｅ

０
場合、電界強度は左の式により計算される。 　　BSアンテナ出力においては80 [dBμV]とし、その他は地上デジタルと同様に計算する。

────

Ｅ
０
　＝ 7

10×10

3 

／ 30×10

3

＝0.0233

1 [μV/ｍ]を 0 [dBμV/ｍ]としてデシベル変換すると (4) 1489MHz [BSデジタル]

Ｅ
０ 

＝ 20×log(0.0233×10

6

) ＝ 87.359

　　1000MHzと同様に計算する。

Ｅ
Ｕ
 ≒ 87.3 [dBμV]

Ｇ
Ａ
 ＝ 8.0　（表3-4より） (5) 2150MHz [CSデジタル]

Ｈ
ｅ
 ＝ -13.9　（表3-5より） 　　CSアンテナ出力においては80 [dBμV]とし、その他は地上デジタルと同様に計算する。

① Ａ
ＵＯ

 ＝ 87.3-8.0-13.9＝81.4 [dBμV]

(6) 2602MHz [CSデジタル]

② 0.121×10 ＝ 1.21 [dB] （表3-3より）　･･････ 同軸ケーブル減衰量

　　2150MHzと同様に計算する。

③ 40 [dB] （表3-6より） ･･･ 増幅器利得　注）２

④ 0.121×1 ＝ 0.121 [dB] （表3-3より） ･･･ 同軸ケーブル減衰量

⑤ 12 [dB] （表3-7より） ･･･ ２分岐器結合損失

⑥ 0.121×11 ＝ 1.331 [dB] （表3-3より） ･･･ 同軸ケーブル減衰量

※（表3-3～表3-9）は建築設備設計基準及び同資料 第3編第7章第3節建築設備設計基準及び同資料 第3編第7章第3節建築設備設計基準及び同資料 第3編第7章第3節建築設備設計基準及び同資料 第3編第7章第3節による。

⑦ 8.0 [dB] （表3-8より） ･･･ ４分配器分配損失

⑧ 0.167×12 ＝ 2.004 [dB] （表3-3より） ･･･ 同軸ケーブル減衰量

⑨ 0.6 [dB] （表3-9より） ･･･ テレビ端子１端子形挿入損失

上記の通り数値を入力の上、テレビ端子電圧を計算する。

Ｈ２７

√
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受信システム系統図

１．５階のテレビ端子端子 の端子電圧を求めます。

２．テレビ端子の要求性能（設計基準Ｐ３０２表より抜粋）

※入力例－１－１

２ＦＬ

１ＦＬ

３ＦＬ

４ＦＬ

５ＦＬ

ＲＳＬ

アンテナ出力

同軸ケーブル ＥＭ－Ｓ－７Ｃ－ＦＢ（１０ｍ）

ＣＳ・ＢＳ・ＵＦ－１Ｗ増幅器

同軸ケーブル ＥＭ－Ｓ－７Ｃ－ＦＢ（１ｍ）

ＣＳ－Ｃ２Ｗ２分岐器

同軸ケーブル ＥＭ－Ｓ－７Ｃ－ＦＢ（１１ｍ）

ＣＳ－Ｄ４Ｗ４分配器

同軸ケーブル ＥＭ－Ｓ－５Ｃ－ＦＢ（１２ｍ）

ＣＳ－７ＦＷテレビ端子１端子形

ＥＭ－Ｓ－７Ｃ－ＦＢ（３ｍ）

ＥＭ－Ｓ－７Ｃ－ＦＢ（６ｍ）

ＥＭ－Ｓ－７Ｃ－ＦＢ（１３ｍ）

ＣＳ－Ｄ４Ｗ

ＥＭ－Ｓ－７Ｃ－ＦＢ（１２ｍ）

ＣＳ－７ＦＷ

同軸ケーブル

同軸ケーブル

同軸ケーブル

４分配器

同軸ケーブル

テレビ端子１端子形

ＣＳ－Ｃ４Ｗ４分岐器

ＣＳ－Ｄ４Ｗ４分配器

テレビ端子の要求性能〔ｄＢ〕

周波数帯 ＵＨＦ（地デジ）

５７～８１

ＢＳ

５７～８１

ＣＳ

５７～８１

３．アンテナ利得は設計基準Ｐ３０４表３－４の数値を入力しています。

４．アンテナ実効長は設計基準Ｐ３０５表３－５の値を入力しています。（ＵＨＦアンテナのみ入力です。）

５．ｋの値（－６）は設計基準Ｐ３０９表３－１０を入力しています。ＢＳ・ＣＳは入力不要です。

６．増幅器定格出力上限は、設計基準Ｐ３０６表３－６及びＰ３０９表３－１０計算例に準じてカットしています。

７． のテレビ端子電圧は要求性能に納まっていることが確認できます。

８． を算定する場合 の２分岐器は結合損失になり の端子を算定する場合 は挿入損失となります。

１ １

２ ２

３

４

５
６

７

８

９

１０

１１

１２

１３

１４

１５

１６

１７

９

９ ５ ５１７

９

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

１３

１４

１５

１６

１７

ＷＷ

Ｗ Ｗ

Ｗ Ｗ

Ｗ Ｗ

Ｗ Ｗ

放送を受信再送信する場合は、

（１２４°／１２８°）ＣＳデジタル

ＢＳ・１１０°ＣＳデジタル放送

とは別系統とする。

送受信点間距離３０ｋｍ

実効輻射電力１０ｋＷ

ＵＨＦ

ＢＳ・１１０°ＣＳ（１２４°／１２８°）ＣＳ
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(様式 電－１８) 

　テレビ共同受信設備テレビ端子電圧計算書 建物名称 

電界強度 Ｅ
０
＝ 7 Ｐ  / ｄ  電界強度計算

ここに、Ｐ：実効輻射電力 [Ｗ]

　　 　 ｄ：送受信点間距離　[ｍ] 　実効輻射電力 10  [kW]

（計算例）

実効輻射電力 Ｘ[kW]、送受信点間距離 Ｙ[km]の場合 　送受信点間距離 30  [km]

Ｅ
0
 [V/ｍ]＝ 7

 Ｘ×10

3

/Ｙ×10

3

＝Ｚ  [V/ｍ]
　電界強度 87.3  [dBμV/ｍ]

１[μV/ｍ]を０[dBμV/ｍ]としてデシベル変換すると

Ｅ
0 
[dBμV/ｍ]＝20log（Ｚ×10

6

）

テレビ端子（ 9 ）電圧の計算 テレビ端子（ ）電圧の計算

470 710 1000 1489 2150 2602 470 710 1000 1489 2150 2602

87.3 87.3 － － － －

8 9 － － － －  入力 [dBμV]

-13.9 -17.4 － － － －  利得 [dB]

1 81.4 78.9 80 80 80 80  出力 [dB]

-6 -6 

数量[m] 数量

10.0

 入力 [dBμV] 74.19 71.37 78.11 77.58 76.95 76.55 

 利得 [dB] 40 40 30 33 36 40 

 出力 [dB] 114.19 111.37 108.11 110.58 112.95 116.55 

105 105 102 104 106 110 

数量

4 1.0 0.121 0.153 0.189 0.242 0.305 0.345 

5 1.0 12 12 13 13 14 15 

6 11.0 1.331 1.683 2.079 2.662 3.355 3.795 

7 1.0 8 8 9 9 10.5 11.5 

8 12.0 2.004 2.52 3.096 3.924 4.896 5.52 

9 1.0 0.6 0.6 0.8 0.8 1.5 2 

10

11

12

13

14

15

16

81.0 80.1 73.9 74.4 71.5 71.9

Ｈ２７

増幅器

*(入力+利得≦出力)

1.53 1.89 

　　の端子電圧 [dBμV]9の端子電圧 [dBμV]

 2分岐器結合損失

　　CS-C2W

 同軸ｹｰﾌﾞﾙ

　　EM-S-7C-FB

 4分配器分配損失

　　CS-D4W

 同軸ｹｰﾌﾞﾙ

　　EM-S-5C-FB

 ﾃﾚﾋﾞ端子1端子挿入損失

　　CS-7FW

器具・同軸ｹｰﾌﾞﾙ

 同軸ｹｰﾌﾞﾙ

　　EM-S-7C-FB

減 衰 量 [dB]

*(入力+利得≦出力)

CS・BS・UF-1W

3

2

同軸ｹｰﾌﾞﾙ減衰量 [dB] 器具・同軸ｹｰﾌﾞﾙ

3.05 3.45 

 同軸ｹｰﾌﾞﾙ　　EM-S-7C-FB

2.42 

減 衰 量 [dB]

増幅器

1.21 

周波数 [MHz] 周波数[MHz]

Ｅ
Ｕ
：電界強度 [dBμV／ｍ] 最終分岐・分配器の端子電圧[dBμＶ]

Ｇ
Ａ
：ｱﾝﾃﾅ利得 [dB]

Ｈｅ：ｱﾝﾃﾅ実効長 [dB]

Ａ
ＵＯ

、Ａ
ＢＯ

：ｱﾝﾃﾅ出力 [dBμV]

Ｋ：開放値から終端値への換算値 [dB]

平成28年 3月 15日

帯域 地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ BS･CSﾃﾞｼﾞﾀﾙ 帯域 地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ BS･CSﾃﾞｼﾞﾀﾙ

√

√

────

────

結合損失です。

　

　※設計基準P.303電界強度の計算例で87.2dBとなっていますが

　　Ｅ０＝ 0.023と切捨てていますが、正確には0.02333です。

　　これで計算しますと87.359となるので、87.3としています。
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受信システム系統図

１．１階のテレビ端子端子 の端子電圧を求めます。

２．テレビ端子の要求性能（設計基準Ｐ３０２表より抜粋）

※入力例－１－２

２ＦＬ

１ＦＬ

３ＦＬ

４ＦＬ

５ＦＬ

ＲＳＬ

アンテナ出力

同軸ケーブル ＥＭ－Ｓ－７Ｃ－ＦＢ（１０ｍ）

ＣＳ・ＢＳ・ＵＦ－１Ｗ増幅器

同軸ケーブル ＥＭ－Ｓ－７Ｃ－ＦＢ（１ｍ）

ＣＳ－Ｃ２Ｗ２分岐器

同軸ケーブル ＥＭ－Ｓ－７Ｃ－ＦＢ（１１ｍ）

ＣＳ－Ｄ４Ｗ４分配器

同軸ケーブル ＥＭ－Ｓ－５Ｃ－ＦＢ（１２ｍ）

ＣＳ－７ＦＷテレビ端子１端子形

ＥＭ－Ｓ－７Ｃ－ＦＢ（３ｍ）

ＥＭ－Ｓ－７Ｃ－ＦＢ（６ｍ）

ＥＭ－Ｓ－７Ｃ－ＦＢ（１３ｍ）

ＣＳ－Ｄ４Ｗ

ＥＭ－Ｓ－７Ｃ－ＦＢ（１２ｍ）

ＣＳ－７ＦＷ

同軸ケーブル

同軸ケーブル

同軸ケーブル

４分配器

同軸ケーブル

テレビ端子１端子形

ＣＳ－Ｃ４Ｗ４分岐器

ＣＳ－Ｄ４Ｗ４分配器

テレビ端子の要求性能〔ｄＢ〕

周波数帯 ＵＨＦ（地デジ）

５７～８１

ＢＳ

５７～８１

ＣＳ

５７～８１

３．アンテナ利得は設計基準Ｐ３０４表３－４の数値を入力しています。

４．アンテナ実効長は設計基準Ｐ３０５表３－５の値を入力しています。（ＵＨＦアンテナのみ入力です。）

５．ｋの値（－６）は設計基準Ｐ３０９表３－１０を入力しています。ＢＳ・ＣＳは入力不要です。

６．増幅器定格出力上限は、設計基準Ｐ３０６表３－６及びＰ３０９表３－１０計算例に準じてカットしています。

７． のテレビ端子電圧は要求性能に納まっていることが確認できます。

８． を算定する場合 の２分岐器は結合損失になり の端子を算定する場合 は挿入損失となります。

１ １

２ ２

３

４

５
６

７

８

９

１０

１１

１２

１３

１４

１５

１６

１７

１７

９ ５ ５１７

１７

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

１３

１４

１５

１６

１７

ＷＷ

Ｗ Ｗ

Ｗ Ｗ

Ｗ Ｗ

Ｗ Ｗ

放送を受信再送信する場合は、

（１２４°／１２８°）ＣＳデジタル

ＢＳ・１１０°ＣＳデジタル放送

とは別系統とする。

送受信点間距離３０ｋｍ

実効輻射電力１０ｋＷ

ＵＨＦ

ＢＳ・１１０°ＣＳ（１２４°／１２８°）ＣＳ
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(様式 電－１８) 

　テレビ共同受信設備テレビ端子電圧計算書 建物名称 

電界強度 Ｅ
０
＝ 7 Ｐ  / ｄ  電界強度計算

ここに、Ｐ：実効輻射電力 [Ｗ]

　　 　 ｄ：送受信点間距離　[ｍ] 　実効輻射電力 10  [kW]

（計算例）

実効輻射電力 Ｘ[kW]、送受信点間距離 Ｙ[km]の場合 　送受信点間距離 30  [km]

Ｅ
0
 [V/ｍ]＝ 7

 Ｘ×10

3

/Ｙ×10

3

＝Ｚ  [V/ｍ]
　電界強度 87.3  [dBμV/ｍ]

１[μV/ｍ]を０[dBμV/ｍ]としてデシベル変換すると

Ｅ
0 
[dBμV/ｍ]＝20log（Ｚ×10

6

）

テレビ端子（ 17 ）電圧の計算 テレビ端子（ ）電圧の計算

470 710 1000 1489 2150 2602 470 710 1000 1489 2150 2602

87.3 87.3 － － － －

8 9 － － － －  入力 [dBμV]

-13.9 -17.4 － － － －  利得 [dB]

1 81.4 78.9 80 80 80 80  出力 [dB]

-6 -6 

数量[m] 数量

10.0

 入力 [dBμV] 74.19 71.37 78.11 77.58 76.95 76.55 

 利得 [dB] 40 40 30 33 36 40 

 出力 [dB] 114.19 111.37 108.11 110.58 112.95 116.55 

105 105 102 104 106 110 

数量

4 1.0 0.121 0.153 0.189 0.242 0.305 0.345 

5 1.0 2.5 2.5 3 3 4.5 6 

10 3.0 0.363 0.459 0.567 0.726 0.915 1.035 

11 1.0 4.5 4.5 5.5 5.5 6 6.5 

12 6.0 0.726 0.918 1.134 1.452 1.83 2.07 

13 1.0 8 8 9 9 10.5 11.5 

14 13.0 1.573 1.989 2.457 3.146 3.965 4.485 

15 1.0 8 8 9 9 10.5 11.5 

16 12.0 2.004 2.52 3.096 3.924 4.896 5.52 

17 1.0 0.6 0.6 0.8 0.8 1.5 2 

76.7 75.4 67.3 67.3 61.1 59.1

Ｈ２７

√

────

√

────

地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ BS･CSﾃﾞｼﾞﾀﾙ

平成28年 3月 15日

帯域 地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ BS･CSﾃﾞｼﾞﾀﾙ 帯域

Ｇ
Ａ
：ｱﾝﾃﾅ利得 [dB]

増幅器

Ｈｅ：ｱﾝﾃﾅ実効長 [dB]

Ａ
ＵＯ

、Ａ
ＢＯ

：ｱﾝﾃﾅ出力 [dBμV]

Ｋ：開放値から終端値への換算値 [dB]

周波数 [MHz] 周波数[MHz]

Ｅ
Ｕ
：電界強度 [dBμV／ｍ] 最終分岐・分配器の端子電圧[dBμＶ]

*(入力+利得≦出力)

2

同軸ｹｰﾌﾞﾙ減衰量 [dB]

1.21 1.53 1.89 2.42 3.05 3.45 

器具・同軸ｹｰﾌﾞﾙ 減 衰 量 [dB]

 同軸ｹｰﾌﾞﾙ　　EM-S-7C-FB

3

増幅器

器具・同軸ｹｰﾌﾞﾙ 減 衰 量 [dB]

CS・BS・UF-1W

*(入力+利得≦出力)

 4分配器分配損失

　　CS-D4W

 同軸ｹｰﾌﾞﾙ

　　EM-S-7C-FB

 2分岐器挿入損失

　　CS-C2W

 同軸ｹｰﾌﾞﾙ

　　EM-S-7C-FB

 4分岐器挿入損失

　　CS-C4W

 同軸ｹｰﾌﾞﾙ

　　EM-S-7C-FB

 同軸ｹｰﾌﾞﾙ

　　EM-S-7C-FB

 4分配器分配損失

　　CS-D4W

 同軸ｹｰﾌﾞﾙ

　　EM-S-5C-FB

 ﾃﾚﾋﾞ端子1端子挿入損失

　　CS-7FW

17の端子電圧 [dBμV] 　　の端子電圧 [dBμV]

　

　※設計基準P.303電界強度の計算例で87.2dBとなっていますが

　　Ｅ０＝ 0.023と切捨てていますが、正確には0.02333です。

　　これで計算しますと87.359となるので、87.3としています。

挿入損失です。
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２ＦＬ

１ＦＬ

３ＦＬ

４ＦＬ

５ＦＬ

受信システム系統図

７ＦＬ

６ＦＬ

８ＦＬ

９ＦＬ

１０ＦＬ

ＲＳＬ

１ １

２ ２

３

４

５

６

７

１５

１４

１６

ＷＷ

Ｗ Ｗ

Ｗ Ｗ

Ｗ Ｗ

Ｗ Ｗ

２０

２１

２２

２３

２４

２５

２６

２７

２８

２９

ＷＷ

Ｗ Ｗ

Ｗ Ｗ

Ｗ Ｗ

Ｗ Ｗ

１８

１９

アンテナ出力

同軸ケーブル ＥＭ－Ｓ－７Ｃ－ＦＢ（１０ｍ）

ＣＳ・ＢＳ・ＵＦ－１Ｗ増幅器

同軸ケーブル ＥＭ－Ｓ－５Ｃ－ＦＢ（１ｍ）

ＣＳ－Ｃ４Ｗ４分岐器

同軸ケーブル ＥＭ－Ｓ－５Ｃ－ＦＢ（４．５ｍ）

ＣＳ－Ｃ４Ｗ４分岐器

同軸ケーブル ＥＭ－Ｓ－５Ｃ－ＦＢ（４．５ｍ）

ＥＭ－Ｓ－５Ｃ－ＦＢ（７ｍ）

ＣＳ－Ｄ２Ｗ

ＣＳ－７ＦＷ

同軸ケーブル

２分配器

テレビ端子１端子形

ＣＳ－Ｃ４Ｗ４分岐器

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

１３

１４

１５

１６

同軸ケーブル ＥＭ－Ｓ－５Ｃ－ＦＢ（４ｍ）

ＣＳ・ＢＳ・ＵＦ－１Ｗ増幅器

同軸ケーブル ＥＭ－Ｓ－５Ｃ－ＦＢ（１ｍ）

ＣＳ－Ｃ２Ｗ２分岐器

ＥＭ－Ｓ－５Ｃ－ＦＢ（４ｍ）

ＥＭ－Ｓ－５Ｃ－ＦＢ（８ｍ）

ＥＭ－Ｓ－５Ｃ－ＦＢ（１３ｍ）

ＣＳ－Ｄ２Ｗ

ＥＭ－Ｓ－５Ｃ－ＦＢ（１２ｍ）

ＣＳ－７ＦＷ

同軸ケーブル

同軸ケーブル

同軸ケーブル

２分配器

同軸ケーブル

テレビ端子１端子形

ＣＳ－Ｃ４Ｗ４分岐器

ＣＳ－Ｄ４Ｗ４分配器

１８

１９

２０

２１

２２

２３

２４

２５

２６

２７

２８

２９

１．１０階建ての６階最遠端テレビ端子 の端子電圧を求めます。

※入力例－２－１

１６

８

９

１１

１０

１３

１２

１４

ＣＳ－Ｃ４Ｗ４分岐器

同軸ケーブル ＥＭ－Ｓ－５Ｃ－ＦＢ（４．５ｍ）

ＣＳ－Ｃ４Ｗ４分岐器

同軸ケーブル ＥＭ－Ｓ－５Ｃ－ＦＢ（４．５ｍ）

放送を受信再送信する場合は、

（１２４°／１２８°）ＣＳデジタル

ＢＳ・１１０°ＣＳデジタル放送

とは別系統とする。

送受信点間距離４０ｋｍ

実効輻射電力１０ｋＷ

ＵＨＦ

ＢＳ・１１０°ＣＳ（１２４°／１２８°）ＣＳ
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(様式 電－１８) 

　テレビ共同受信設備テレビ端子電圧計算書 建物名称 

電界強度 Ｅ
０
＝ 7 Ｐ  / ｄ  電界強度計算

ここに、Ｐ：実効輻射電力 [Ｗ]

　　 　 ｄ：送受信点間距離　[ｍ] 　実効輻射電力 10  [kW]

（計算例）

実効輻射電力 Ｘ[kW]、送受信点間距離 Ｙ[km]の場合 　送受信点間距離 40  [km]

Ｅ
0
 [V/ｍ]＝ 7

 Ｘ×10

3

/Ｙ×10

3

＝Ｚ  [V/ｍ]
　電界強度 84.8  [dBμV/ｍ]

１[μV/ｍ]を０[dBμV/ｍ]としてデシベル変換すると

Ｅ
0 
[dBμV/ｍ]＝20log（Ｚ×10

6

）

テレビ端子（ 16 ）電圧の計算 テレビ端子（ ）電圧の計算

470 710 1000 1489 2150 2602 470 710 1000 1489 2150 2602

84.8 84.8 － － － －

8 9 － － － －  入力 [dBμV]

-13.9 -17.5 － － － －  利得 [dB]

1 78.9 76.3 80 80 80 80  出力 [dB]

-6 -6 

数量[m] 数量

10.0

 入力 [dBμV] 71.69 68.77 78.11 77.58 76.95 76.55 

 利得 [dB] 40 40 30 33 36 40 

 出力 [dB] 111.69 108.77 108.11 110.58 112.95 116.55 

105 105 102 104 106 110 

数量

4 1.0 0.167 0.21 0.258 0.327 0.408 0.46 

5 1.0 4.5 4.5 5.5 5.5 6 6.5 

6 4.5 0.752 0.945 1.161 1.472 1.836 2.07 

7 1.0 4.5 4.5 5.5 5.5 6 6.5 

8 4.5 0.752 0.945 1.161 1.472 1.836 2.07 

9 1.0 4.5 4.5 5.5 5.5 6 6.5 

10 4.5 0.752 0.945 1.161 1.472 1.836 2.07 

11 1.0 4.5 4.5 5.5 5.5 6 6.5 

12 4.5 0.752 0.945 1.161 1.472 1.836 2.07 

13 1.0 4.5 4.5 5.5 5.5 6 6.5 

14 7.0 1.169 1.47 1.806 2.289 2.856 3.22 

15 1.0 4 4 4.5 4.5 5.5 6.5 

16 1.0 0.6 0.6 0.8 0.8 1.5 2 

73.6 72.5 62.5 62.7 58.4 57.1

Ｈ２７

√

────

√

────

地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ BS･CSﾃﾞｼﾞﾀﾙ

平成28年 3月 15日

帯域 地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ BS･CSﾃﾞｼﾞﾀﾙ 帯域

Ｇ
Ａ
：ｱﾝﾃﾅ利得 [dB]

増幅器

Ｈｅ：ｱﾝﾃﾅ実効長 [dB]

Ａ
ＵＯ

、Ａ
ＢＯ

：ｱﾝﾃﾅ出力 [dBμV]

Ｋ：開放値から終端値への換算値 [dB]

周波数 [MHz] 周波数[MHz]

Ｅ
Ｕ
：電界強度 [dBμV／ｍ] 最終分岐・分配器の端子電圧[dBμＶ]

*(入力+利得≦出力)

2

同軸ｹｰﾌﾞﾙ減衰量 [dB]

1.21 1.53 1.89 2.42 3.05 3.45 

器具・同軸ｹｰﾌﾞﾙ 減 衰 量 [dB]

 同軸ｹｰﾌﾞﾙ　　EM-S-7C-FB

3

増幅器

器具・同軸ｹｰﾌﾞﾙ 減 衰 量 [dB]

CS・BS・UF-1W

*(入力+利得≦出力)

 4分岐器挿入損失

　　CS-C4W

 同軸ｹｰﾌﾞﾙ

　　EM-S-5C-FB

 4分岐器挿入損失

　　CS-C4W

 同軸ｹｰﾌﾞﾙ

　　EM-S-5C-FB

 4分岐器挿入損失

　　CS-C4W

 同軸ｹｰﾌﾞﾙ

　　EM-S-5C-FB

 2分配器分配損失

　　CS-D2W

 同軸ｹｰﾌﾞﾙ

　　EM-S-5C-FB

 4分岐器挿入損失

　　CS-C4W

 同軸ｹｰﾌﾞﾙ

　　EM-S-5C-FB

 4分岐器挿入損失

　　CS-C4W

 同軸ｹｰﾌﾞﾙ

　　EM-S-5C-FB

 ﾃﾚﾋﾞ端子1端子挿入損失

　　CS-7FW

16の端子電圧 [dBμV] 　　の端子電圧 [dBμV]

　

　30kWより電界強度は弱くなっていますが、ブースターで増幅するため

　以降の計算には影響しません。

14 ～ 16 は末端の端子電圧を確認しています。

ブースター⑲の手前で端子電圧を確認しておくことが大切です。

　

　計算式の説明計算式の説明計算式の説明計算式の説明

　・増幅器以降の幹線を5C-FBとして計算しています。

　・6階最遠端のテレビ端子電圧がCSで57.1dBと許容値の限界に

　　なっているため5階にも増幅器を設置した例です。

　・地デジとＢＳのみでＣＳ不要の場合はまだ十分な余裕があります。
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２ＦＬ

１ＦＬ

３ＦＬ

４ＦＬ

５ＦＬ

受信システム系統図

７ＦＬ

６ＦＬ

８ＦＬ

９ＦＬ

１０ＦＬ

ＲＳＬ

１ １

２ ２

３

４

５

６

７

１５

１４

１６

ＷＷ

Ｗ Ｗ

Ｗ Ｗ

Ｗ Ｗ

Ｗ Ｗ

２０

２１

２２

２３

２４

２５

２６

２７

２８

２９

ＷＷ

Ｗ Ｗ

Ｗ Ｗ

Ｗ Ｗ

Ｗ Ｗ

１８

１９

アンテナ出力

同軸ケーブル ＥＭ－Ｓ－７Ｃ－ＦＢ（１０ｍ）

ＣＳ・ＢＳ・ＵＦ－１Ｗ増幅器

同軸ケーブル ＥＭ－Ｓ－５Ｃ－ＦＢ（１ｍ）

ＣＳ－Ｃ４Ｗ４分岐器

同軸ケーブル ＥＭ－Ｓ－５Ｃ－ＦＢ（４．５ｍ）

ＣＳ－Ｃ４Ｗ４分岐器

同軸ケーブル ＥＭ－Ｓ－５Ｃ－ＦＢ（４．５ｍ）

ＥＭ－Ｓ－５Ｃ－ＦＢ（７ｍ）

ＣＳ－Ｄ２Ｗ

ＣＳ－７ＦＷ

同軸ケーブル

２分配器

テレビ端子１端子形

ＣＳ－Ｃ４Ｗ４分岐器

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

１３

１４

１５

１６

同軸ケーブル ＥＭ－Ｓ－５Ｃ－ＦＢ（４ｍ）

ＣＳ・ＢＳ・ＵＦ－１Ｗ増幅器

同軸ケーブル ＥＭ－Ｓ－５Ｃ－ＦＢ（１ｍ）

ＣＳ－Ｃ２Ｗ２分岐器

ＥＭ－Ｓ－５Ｃ－ＦＢ（４ｍ）

ＥＭ－Ｓ－５Ｃ－ＦＢ（８ｍ）

ＥＭ－Ｓ－５Ｃ－ＦＢ（１３ｍ）

ＣＳ－Ｄ２Ｗ

ＥＭ－Ｓ－５Ｃ－ＦＢ（１２ｍ）

ＣＳ－７ＦＷ

同軸ケーブル

同軸ケーブル

同軸ケーブル

２分配器

同軸ケーブル

テレビ端子１端子形

ＣＳ－Ｃ４Ｗ４分岐器

ＣＳ－Ｄ４Ｗ４分配器

１８

１９

２０

２１

２２

２３

２４

２５

２６

２７

２８

２９

１．１０階建ての１階最遠端テレビ端子 の端子電圧を求めます。

※入力例－２－２

２９

８

９

１１

１０

１３

１２

１４

ＣＳ－Ｃ４Ｗ４分岐器

同軸ケーブル ＥＭ－Ｓ－５Ｃ－ＦＢ（４．５ｍ）

ＣＳ－Ｃ４Ｗ４分岐器

同軸ケーブル ＥＭ－Ｓ－５Ｃ－ＦＢ（４．５ｍ）

放送を受信再送信する場合は、

（１２４°／１２８°）ＣＳデジタル

ＢＳ・１１０°ＣＳデジタル放送

とは別系統とする。

送受信点間距離４０ｋｍ

実効輻射電力１０ｋＷ

ＵＨＦ

ＢＳ・１１０°ＣＳ（１２４°／１２８°）ＣＳ
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(様式 電－１８) 

　テレビ共同受信設備テレビ端子電圧計算書 建物名称 

電界強度 Ｅ
０
＝ 7 Ｐ  / ｄ  電界強度計算

ここに、Ｐ：実効輻射電力 [Ｗ]

　　 　 ｄ：送受信点間距離　[ｍ] 　実効輻射電力 10  [kW]

（計算例）

実効輻射電力 Ｘ[kW]、送受信点間距離 Ｙ[km]の場合 　送受信点間距離 40  [km]

Ｅ
0
 [V/ｍ]＝ 7

 Ｘ×10

3

/Ｙ×10

3

＝Ｚ  [V/ｍ]
　電界強度 84.8  [dBμV/ｍ]

１[μV/ｍ]を０[dBμV/ｍ]としてデシベル変換すると

Ｅ
0 
[dBμV/ｍ]＝20log（Ｚ×10

6

）

テレビ端子（ ）電圧の計算 テレビ端子（ 29 ）電圧の計算

470 710 1000 1489 2150 2602 470 710 1000 1489 2150 2602

84.8 84.8 － － － － 78.7 77.7 68.6 69.0 66.7 67.0

8 9 － － － －  入力 [dBμV] 78.7 77.7 68.6 69.0 66.7 67.0

-13.9 -17.5 － － － －  利得 [dB] 40 40 30 33 36 40 

1 78.9 76.3 80 80 80 80  出力 [dB] 118.7 117.7 98.6 102 102.7 107 

-6 -6 105 105 102 104 106 110 

数量[m] 数量

10.0

 入力 [dBμV] 71.69 68.77 78.11 77.58 76.95 76.55 

 利得 [dB] 40 40 30 33 36 40 

 出力 [dB] 111.69 108.77 108.11 110.58 112.95 116.55 

105 105 102 104 106 110 

数量

4 1.0 0.167 0.21 0.258 0.327 0.408 0.46 23 1.0 4.5 4.5 5.5 5.5 6 6.5 

5 1.0 4.5 4.5 5.5 5.5 6 6.5 24 8.0 1.336 1.68 2.064 2.616 3.264 3.68 

6 4.5 0.752 0.945 1.161 1.472 1.836 2.07 25 1.0 8 8 9 9 10.5 11.5 

7 1.0 4.5 4.5 5.5 5.5 6 6.5 26 13.0 2.171 2.73 3.354 4.251 5.304 5.98 

8 4.5 0.752 0.945 1.161 1.472 1.836 2.07 27 1.0 4 4 4.5 4.5 5.5 6.5 

9 1.0 4.5 4.5 5.5 5.5 6 6.5 28 12.0 2.004 2.52 3.096 3.924 4.896 5.52 

10 4.5 0.752 0.945 1.161 1.472 1.836 2.07 29 1.0 0.6 0.6 0.8 0.8 1.5 2 

11 1.0 4.5 4.5 5.5 5.5 6 6.5 

12 4.5 0.752 0.945 1.161 1.472 1.836 2.07 

13 1.0 4.5 4.5 5.5 5.5 6 6.5 

18 4.0 0.668 0.84 1.032 1.308 1.632 1.84 

15

16

78.7 77.7 68.6 69.0 66.7 67.0 79.1 77.5 66.0 66.8 59.2 57.1

Ｈ２７

 4分岐器挿入損失

　　CS-C4W

 同軸ｹｰﾌﾞﾙ

　　EM-S-5C-FB

　　の端子電圧 [dBμV] 29の端子電圧 [dBμV]

 4分岐器挿入損失

　　CS-C4W

 同軸ｹｰﾌﾞﾙ

　　EM-S-5C-FB

 4分岐器挿入損失

　　CS-C4W

 同軸ｹｰﾌﾞﾙ

　　EM-S-5C-FB

 同軸ｹｰﾌﾞﾙ

　　EM-S-5C-FB

 ﾃﾚﾋﾞ端子1端子挿入損失

　　CS-7FW

 4分岐器挿入損失

　　CS-C4W

 同軸ｹｰﾌﾞﾙ

　　EM-S-5C-FB

 同軸ｹｰﾌﾞﾙ

　　EM-S-5C-FB

 2分配器分配損失

　　CS-D2W

 4分岐器挿入損失

　　CS-C4W

 同軸ｹｰﾌﾞﾙ

　　EM-S-5C-FB

 同軸ｹｰﾌﾞﾙ

　　EM-S-5C-FB

 4分配器分配損失

　　CS-D4W

器具・同軸ｹｰﾌﾞﾙ 減 衰 量 [dB]

 同軸ｹｰﾌﾞﾙ

　　EM-S-5C-FB

 4分岐器挿入損失

　　CS-C4W

1.032 1.308 1.632 1.84 

3 4.5 6 

CS・BS・UF-1W

*(入力+利得≦出力)

22

 同軸ｹｰﾌﾞﾙ

　　EM-S-5C-FB

4.0 0.668 0.84 

0.408 0.46 

3

増幅器

21

 2分岐器挿入損失

　　CS-C2W

1.0 2.5 2.5 3 

器具・同軸ｹｰﾌﾞﾙ 減 衰 量 [dB]

 同軸ｹｰﾌﾞﾙ　　EM-S-7C-FB

20

 同軸ｹｰﾌﾞﾙ

　　EM-S-5C-FB

1.0 0.167 0.21 0.258 0.327 

1.89 2.42 3.05 3.45 2

同軸ｹｰﾌﾞﾙ減衰量 [dB]

1.21 1.53 

Ｅ
Ｕ
：電界強度 [dBμV／ｍ] 最終分岐・分配器の端子電圧[dBμＶ]

Ｇ
Ａ
：ｱﾝﾃﾅ利得 [dB]

増幅器

Ｈｅ：ｱﾝﾃﾅ実効長 [dB]

Ａ
ＵＯ

、Ａ
ＢＯ

：ｱﾝﾃﾅ出力 [dBμV]

CS・BS・UF-1W

Ｋ：開放値から終端値への換算値 [dB] *(入力+利得≦出力)

地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ BS･CSﾃﾞｼﾞﾀﾙ

周波数 [MHz] 周波数[MHz]

√

────

帯域 地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ BS･CSﾃﾞｼﾞﾀﾙ 帯域

平成28年 3月 15日

√

────

　

　計算式の説明計算式の説明計算式の説明計算式の説明

　・ある程度減衰したところで再度ブースターを設置する場合の計算例です。

　・この方式は一つの例ですが増幅器③の直後に1分岐器（又は2分配器）を

　　設けて5階のブースター迄素通しで配線する方法等いろいろあります。

18迄の端子電圧を入力します。
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これ迄問合せが多かった内容をよくある質問としてまとめました。ソフト内容のうちデータについて多いのがＱ０８とＱ０９です。設計基

準をお持ちの方は何ページによりますと説明すれば問題ないのですが、お持ちでない方のために設計基準のデータを抜粋して表形式等でまと

めましたので参考にして下さい。ｅｃｏ労師は設計基準のデータと式を組んで作成しています。 

 

Ｑ０１ パソコンを新しく買い替える予定ですが問題はありませんか？ 

 

Ａ０１ 問題ありません。 

 

Ｑ０２ エクセル 2010 以降は 32bit 版と 64bit 版のどちらをインストールした方がよろしいか？ 

 

Ａ０２ 32bit 版を推奨します。OS は 64bit の場合エクセルは 32bit と 64bit を選択するようになっていると思います。64bit 版は 2G 以上 

のファイルを扱う場合だけのようです。それ以外は処理速度は変わりません。いずれにしても USB だけ持っていればどのパソコン 

でも計算できるようにしております。 

 

Ｑ０３ USB は常時差し込んだままにしておくと支障がありますか？ 

 

Ａ０３ 使用時のみ差込みとして下さい。差し込んだままですと稀に他の情報が混入して正常に作動しない場合があります。 

 

Ｑ０４ 客先に提出する場合の注意点は？ 

 

Ａ０４ 必ず PDF で提出して下さい。エクセルを用意しているのは会社名を入れたいとかに対応するためです。エクセルの書式だけでも 

大変貴重な財産ですので安易に外部への流出は止めて下さい。客先提出は PDF で十分です。 
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Ｑ０５ 複数本購入したい（している）が USB の互換性はないのですか？ 

 

Ａ０５ これ迄の USB は固有のもので互換性はありませんでしたが電気設備計算ソフト 2016 から互換性があるように改良しました。 

 

Ｑ０６ 事務所移転等で住所、メールアドレスを変更した場合の手続きの方法？ 

 

Ａ０６ （一社）日本設備設計事務所協会のホームページユーザーお問合せ（お客様サポート）に必要事項をご記入の上、下段のお問合せ 

    内容に「変更しました」とメール送信して下さい。 

 

Ｑ０７ パソコンを新しく買い替えたらソフトが立ち上がらなくなった。対処方法は？ 

 

Ａ０７ エクセルのマクロを有効にする方法についてはガイドブック最初のページを参考にして下さい。 

 

Ｑ０８ 動力設備負荷表での質問。 

    （１）定格出力を入力しても電流値が自動入力されるものと、されない場合がある。また自動入力される数値は何を引用しているの

ですか？ 
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Ａ０８ （１）入力例ガイドブックで説明していますが表にない数値を入力すると電流の欄に手入力と表示されますが逆に表にあるものは 

何を参考にしたデータですか？との質問がありますので表を添付しておきますので参考にして下さい。 
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Ｑ０９ 電路計算書での質問。 

    （１）EM-CET のインピーダンス値が設計基準と異なるのがあるがどうしてか？（数人の方から質問がありました。役所のチェッ 

クで指摘があったようです。） 

 

Ａ０９ （１）ソフトは計算値小数点 4 位を切上げて表示しています。設計基準Ｐ113～Ｐ116 の表は（社）日本電線工業会の引用です。本

ガイドブックのＰ121～Ｐ122 にそのまま写しを添付しております。同じ値のもありますが少しづつ値が違うものはｅｃｏ労

師が正ですので安心して下さい。 
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Ｑ０９ （２）絶縁電線（IV、IE）の許容電流が内線規程と異なるのはどうしてか？ 

 

Ａ０９ （２）入力例ガイドブックで説明していますが内線規程は周囲温度 30℃、設計基準は周囲温度 40℃です。表と式を添付しておきま

すので参考にして下さい。  
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Ｑ０９ （３）負荷容量が大きいのでケーブルを 2 条、3 条にする場合の対処方法は？ 

 

Ａ０９ （３） 

   ※2 条、3 条とする選択機能はありません。例えば負荷電流が 800Ａであった場合 1 条で満足するケーブルはありませんので、400Ａ 

で計算し備考欄に 2 条と記入して下さい。2 条、3 条に対応するソフト化は簡単ですが、それにより計算書手引き様式と同じ書式に 

ならないデメリットが大きいため備考欄に注釈として記入して下さい。 
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